
1 

 

小売業の新展開に見るアリババの経営戦略  

―「新小売」業態を中心としてー 

 

Viewed Alibaba's Business Maneuver From The New 

Developments Of The Retail: Centered On “The New Retail” 

 

はじめに ................................................ 6 

1-1 研究背景と目的 ................................... 6 

1-2 論文構成 ......................................... 7 

第一章 小売業態に関する理論的研究 ......................... 9 

1-1 小売業態の定義と先行研究 .......................... 9 

1-2 小売業態に関する仮説 ............................. 10 

1-2-1 「輪仮説」 ................................ 10 

1-2-2 「真空地帯仮説」 ........................... 11 

1-2-3 「小売アコーディオン仮説」 .................. 13 

1-2-4 「小売 3 つの輪仮説」 ....................... 15 

1-3 小売業態の最新研究動向 ........................... 16 

1-3-1 イノベーションの視点からの多様な研究  ......... 16 

1-3-1-1 矢作敏行の小売イノベーション・モデル論 .. 16 

1-3-1-2 中西正雄の「新・小売の輪」仮説 .......... 18 

1-3-1-3 田村正紀の業態モデル .................. 19 

1-3-2 最近の主要な小売イノベーション研究  ........... 20 

第二章 中国小売業の発展への歴史的考察 .................... 23 

2-1 時期別に見る中国小売業の進化 ..................... 23 

2-1-1 改革開放前（1949‐1977 年） ................. 23 

2-1-2 改革開放後～20 世紀末（1978‐2000 年） ....... 25 

2-1-2-1 管理体制 ............................. 28 

2-1-2-2 消費者志向やマーケティング意識の欠如  .... 29 



2 

 

2-1-2-3 管理システム ......................... 29 

2-1-2-4 企業文化に対する理解不足 ............... 29 

2-1-2-4-1 先進的な小売技術の学習 ........... 30 

2-1-2-4-2 小売業態の多様化 ................. 30 

2-1-2-4-3 競争促進 ........................ 31 

2-1-2-4-4 人材の育成 ...................... 31 

2-1-3 21 世紀以降 ................................ 32 

2-2 中国における小売業発展の特徴 ..................... 35 

2-2-1 小売業の資本形態の変革 ...................... 35 

2-2-2 新業態の導入 ............................... 36 

2-2-3 小売業の競争 ............................... 38 

2-2-4 小売業の課題 ............................... 39 

2-3 電子商取引の隆盛と進化 ........................... 40 

2-4 まとめ ......................................... 45 

第三章 中国小売業に進化をもたらす経営環境の変化........... 45 

3-1 ネット通販の発展と利用者数の急増 .................. 47 

3-2 ネット通販とキャッシュレス化による決済手段の変化  ... 50 

3-3 ネット通販と近代的物流システムの確立  .............. 52 

3-3-1 無店舗型ネット通販物流システム .............. 52 

3-3-2 物流センターの自動化 ....................... 53 

3-3-2-1 アリババ ............................. 53 

3-2-2-2 京東物流 ............................. 55 

3-3-3 ネット通販の消費者行動変化 .................. 57 

3-3-4 ネット通販をめぐる法整備と消費者保護制度の確立  59 

3-3-5 ネット通販をめぐる信用・認証制度の確立 ....... 64 

3-4 まとめ ......................................... 65 

第四章 「新小売」の発展経緯と課題 ....................... 67 

4-1 「新小売」出現の背景 ............................. 67 

4-2 「新小売」とは何か .............................. 69 

4-3 「新小売」市場の動向について ..................... 72 



3 

 

4-3-1 現在の小売業における需要面の変化 ............. 73 

4-3-2 販促キャンペーンからみる新動向 .............. 73 

4-3-3 将来の小売市場の発展動向 .................... 76 

4-4 「新小売」における巨大 IT 企業の参入と競争 ......... 77 

4-4-1 無人店舗 .................................. 78 

4-4-2 京東集団のボーダレスリテール戦略 ............. 81 

4-4-3 アリババのニューリテール戦略―「盒馬鮮生」 ... 84 

4-4-4 テンセントのスマートリテール戦略「智慧超市」  .. 87 

4-5 アリババの新小売手法 ............................. 88 

4-5-1 アリババ流「新小売」の特徴 .................. 88 

4-5-2 アリババ流「新小売」に見られる新しい事業計画  .. 90 

4-5-3 アリババ流新小売手法の課題 .................. 94 

4-6 まとめ ......................................... 96 

第五章 小売業におけるアリババ経営戦略の変遷  .............. 98 

5-1 アリババグループ発展の経緯 ....................... 98 

5-1-1 会社概要 .................................. 98 

5-1-2 アリババグループの主な事業の展開 ............. 99 

5-1-3 アリババグループの企業規模と業績 ............ 101 

5-1-4 中国小売業におけるアリババグループの位置づけ  . 103 

5-1-5 ライバル企業のアリババ包囲網 ............... 107 

5-2 電子商取引時代を築くアリババグループの新手法  ...... 112 

5-2-1 AI フル活用 ............................... 112 

5-2-2 流通近代化の加速 .......................... 114 

5-2-3 決済手段の急変（キャッシュレス化、顔認証の導入な

ど） ........................................... 115 

5-2-4 小売の情報化（ビッグデータ利用） ............ 118 

5-2-5 「双 11」に見られる集約イベント型の販促手法  .. 120 

5-3 まとめ ........................................ 121 

第六章 時期別に見るアリババグループの経営戦略  ............ 123 

6-1 スタートアップ期：1999 年‐2005 年 ............... 123 



4 

 

6-1-1 EC 事業のスタート ......................... 123 

6-1-2 電子決済アプリ「アリペイ」の誕生 ............ 125 

6-2 成長期：2006 年‐2012 年 ........................ 126 

6-2-1 EC 事業の拡大 ............................. 126 

6-2-2 マーケティング支援プラットフォーム「アリママ」の

創設 ........................................... 127 

6-2-3 クラウドコンピューティングの開発 ............ 129 

6-3 成熟期：2013 年～現在 ........................... 130 

6-3-1 越境 EC 事業の拡大 ......................... 130 

6-3-2 物流プラットフォームの創設 ................. 132 

6-3-3 クラウドコンピューティング事業の成長  ........ 134 

6-3-4 O2O 事業の展開 ............................ 135 

6-4 時期別に見るアリババの成功要因分析  ............... 136 

6-5 アリババグループの新戦略 ........................ 139 

6-6 まとめ ........................................ 144 

第七章 小売業におけるアリババ経営戦略総括  ............... 146 

7-1 アリババ経営戦略の成果 .......................... 146 

7-1-1 アリババのクラウドコンピューティング・プラットフ

ォーム ......................................... 146 

7-1-2 ユニマーケティング・プラットフォーム「アリママ」149 

7-1-3 物流ソリューション・プラットフォーム「菜鳥」 . 152 

7-1-4 決済ソリューション・プラットフォーム「アリペイ」154 

7-2 アリババ経営戦略の限界と課題 .................... 155 

7-2-1 社会化物流プラットフォームの建設 ............ 156 

7-2-2 中国政府によるイノベーションとインターネット・ビ

ジネスを支援する環境 ............................ 157 

7-2-3 資金流における安全保障リスク ............... 159 

7-3 アリババ経営戦略の今後展望 ...................... 160 

7-4 まとめ ........................................ 164 

おわりに .............................................. 165 



5 

 

1、中国における小売業態多様性の背景と特徴  ............. 165 

2、中国におけるネット通信販売の現状と発展要因  ......... 165 

3、アリババ戦略の分析と検証 ......................... 166 

4、本研究の貢献 .................................... 167 

5、今後の課題 ...................................... 168 

謝辞 .............................................. 169 

参考文献 .............................................. 170 

英語文献 ........................................... 170 

日本語文献 ......................................... 170 

中国語文献 ......................................... 185 

 

  



6 

 

はじめに 

1-1 研究背景と目的 

1978 年 12 月に開かれた中国共産党の第 11 期会議第三次総会で、

経済の改革開放が国策として確立され、中国経済の大規模な発展がス

タートすることになった。1992 年始め、鄧小平の「南巡講話 1」を契

機として、新たに社会主義市場経済の旗印を掲げ、沿海部から内陸部

へ徐々に拡大していくという推進方式をとった。国の方向転換として

市場経済の必要性が強調され、さらに改革開放政策が加速化されてき

た。2001 年 12 月に中国はＷＴＯに加盟し、さらに中国市場の対外開

放度を高め、市場経済体制の発展および中国経済成長を促進した。  

近年、中国は「世界の工場」であると同時に「世界の市場」に変わ

りつつあり、近代化している流通が生産と消費を結ぶ要石になり、中

国流通の近代化が世界の注目を集めている。  

急速な経済成長を背景に、中国の小売市場に大きな変化が見られ、

小売業の多様化が急速に進んでいる。その背景におけるアリババの成

長スケールが世界中からもっとも注目されたのは、2014 年 9 月ニュ

ーヨーク株式証券取引所に上場した時である。史上最大の IPO(新規

株式公開 )となったこの上場は、世界中に大きな衝撃を与えると共に、

アリババの存在感を見せつけるものとなった。  

中国の金融サービスに大きな影響力を発揮したアリババグループは、

電子商取引会社からの脱皮を目指し、電子商取引以外でも、金融、物

流、デジタルマーケティングなどのモバイルインターネット業務、そ

してクラウドコンピューターなどから構成されたプラットフォームで、

巨大な「エコシステム」の構築を図っている。  

本論文では、アリババの成長プロセスについて分析しながら、アリ

ババ経営戦略の中心的部分への検証と解明を試みるのが目的である。  

その目的を達成するために、文献調査を中心とする研究方法で行う。  

 
1  1 9 9 2 年 1 月 1 8 日は当時の中国の最高指導者である鄧小平が北京から南に向けて出発

した日である。その後、湖北省、広東省、上海市を約 1 カ月かけて視察し、各地で改革

開放の加速を呼びかけた。これが、いわゆる「南巡講話」と呼ばれるものである。  
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とりわけ、卸売のプラットフォームからスタートして小売のプラッ

トフォームへと展開し、そして EC からコンテンツやオンラインとオ

フラインを融合した新しい小売へと進化し、さらに、異業種分野のプ

ラットフォームへと拡張され、市場の拡大を図っているアリババ経営

戦略の変化の検証を目指している。 

 すでに、アリババは、既存プラットフォームのなかの機能を充実す

るためのアプリケーションやオプションサービスであったものを成長

させ、独立したプラットフォームとして事業化することに成功してい

る。このような進化のかたちを、新しい市場を開拓することができる

だけでなく、既存プラットフォームのサービスの向上にもつながり、

市場浸透戦略として有効であると評価されている。 

 今後、IT の進化により、電子商取引業界の競争は必ず激しくなる。

アリババは競争優位を保ち、長期的に成長し続けるエコシステムを維

持するために、単に新事業を展開し、拡張することだけでなく、現存

のプラットフォームに存在している問題を解決し、さらに幅広く良質

のユーザーを獲得し、将来の展開のためによい基盤をつくることが極

めて重要である。 

  

1-2 論文構成 

 本論文では、先行研究の成果を踏まえた上で、論文の章別構成で述

べるような順に研究を進める。 

第一章では、小売業に関する先行研究を基づいて、小売業態におけ

る歴史的課題を検証してみた。各学者の学説に共通する問題点につい

て、理論的に捉え直せば、小売業態の射程にかかる課題が残ると指摘

している。 

 第二章では、中国における小売業発展の社会的・経済的背景の歴史

的変遷から､流通政策は各時期にどのように変革してきたかに焦点を

当てて分析し､その上､売業の発展の特徴を明らかにした｡  中国小売

業を取り巻く環境の考察を通じ、中国小売市場の発展に影響を与える

インパクトも明かにした。 
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 第三章では、中国におけるネット通信販売の現状と発展要因を分析

した上で、アリババが打ち出したキャッシュレス化による決済手段の

変化、近代的物流システムの確立、消費者ニーズの変化、法整備と消

費者保護制度の確立、信用・認証制度の確立など、各方面にわたる経

営革新とイノベーションの各側面について検証分析した。  

第四章では、小売新業態の成長の背景下で現れた「新小売」を中心

に、アリババが持つビッグデータ分析、スマート物流といったモノの

インターネット関連技術などを活用することを検証してみた。リアル

店舗の流通効率や運営能力が高まり、一部消費者のリアルチャネルへ

の回帰が期待できることと結論付けた。 

 第五章では、アリババの主な事業の展開、企業規模と業績、位置づ

け、集約イベント型の販促手法、ライバル企業のアリババ包囲網、な

どについて分析した。アリババ発展の経緯、現状と新手法も明らかに

した。 

 第六章では、先行研究のサーベイを行ったうえで、アリババの事例

を中心に、プラットフォームがどのように進化しているのか、その進

化のメカニズムはどのようなものであるかについて検証し若干の示唆

が得られた。 

 第七章では、アリババグループ焦点を当てて検証し、合わせてエコ

システムを構成するグループ企業の役割についても考察した。アリバ

バ経営戦略の狙いと成果、限界と課題および今後展望について検証し

てみた。 

 最終的な仕上げとして、また、本研究の内容的な総括としてアリバ

バ経営戦略に影響を与える要因について総合的に把握する上で必要な

フレームワークを提示し、まとめとして本論文の研究成果や意義につ

いて論じる。 
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第一章 小売業態に関する理論的研究 

 

1-1 小売業態の定義と先行研究  

 21 世紀に入り、経済と経営のグローバリゼーションが進行すると

ともに、小売業においても国際化が進展するようになってきた。また、

IT 産業の発達をはじめとする情報化の進行や物流技術の発展は、小

売業における業態の発展や多様化を一層活発化させてきた。  

小売業態では、顧客が要求する物品を扱うことはもちろんのこと、

買物をするのに来店した顧客への利便性の提供や商品の性質や品質を

認知するための情報提供（情報発信拠点）も行い、それらサービスの

対価も物品の販売価格に上乗せされる形となる。このため、廉価に販

売する業態ではセルフサービスの導入で価格を下げる一方、それほど

値引きはしないが品質維持に注力したアフターサービスなど付加価値

サービスを提供するなどの差別化戦略を展開している業者もあり、そ

のいずれもが商品を消費者に提供する流通の最後の段階を担っている。  

 小売業態の定義として従来、店舗の形、陳列方式、サービス・スタ

イルなど、つまり、小売店における小売要素のミックス (組合せ) 

のパターンであると言われてきた｡それはさらに百貨店、食品スーパ

ー、 総合スーパー、 スーパーストア、コンビニエンスストア、 デ

ィスカウントストア、専門店、通信販売店などの小売業の下位的形態

を指し、小売業の成長と発展は、業態の歴史的な変遷プロセスとして

捉えることができると考えられてきた｡   

 各小売業者は、各消費者の買い物起点 (自宅、勤め先、学校など) 

からの距離という制約のなかで、より多くの消費者を獲得すべく、小

売要素のミックスにおいて競合店に対する差別的優位性を追求してい

ると考えられる｡ そして、この競争のなかで、小売要素のミックスの

パターンとしての小売業態も進化し、成長し、あるいは衰退し、また

新たな小売業態が生まれてくると考えられる｡ このような時間の経過

にともなう小売業態の変遷、つまり小売業態の展開をいかに説明する

かは、古くからの小売研究の重要なテーマの一つであった｡  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%B7%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BB%E3%83%AB%E3%83%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%95%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%98%E5%8A%A0%E4%BE%A1%E5%80%A4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%98%E5%8A%A0%E4%BE%A1%E5%80%A4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B7%AE%E5%88%A5%E5%8C%96%E6%88%A6%E7%95%A5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B5%81%E9%80%9A
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1-2 小売業態に関する仮説 

 1980 年代までの小売業態発展に関する主要な先行研究については、

ブラウン（S.Brown）が試みたように、そのアプローチの違いによっ

て、「サイクル理論」、「環境理論」、「コンフリクト理論」に分類して

いる 2。 

 

1-2-1 「輪仮説」 

新たな革新的業者が登場し、小売業の革新が進んでいくというのが

小売の輪の理論仮説である。 

小売の輪とは、サイクル理論の先駆者である米国の経営学者マクネ

ア（McNair, M.P.）が提唱した小売業展開を説明する理論である 3。

マクネアは小売業態革新とは小売の輪の理論で唱えられている「革新

的小売業者は当初は、低コスト・低マージン・低価格を実現する革新

的業者の登場により実現する」というだけでなく、「業態が提供する

価値の革新性や適合性」という視点も必要であると述べた（図表 1-1

を参照） 4。 

つまり、このような革新的小売企業は、既存小売業の需要を奪って、

市場でのシェアを拡大することで市場地位を確立するが、それに伴っ

て、その成功が他社の新規参入生み出し、やがて企業間の競争も激化

し、類似手法をもちいた追随者が現れ次々と参入し、非価格訴求（サ

ービス、設備の向上、品揃えなど）に戦略転換してしまう。その結果、

新たなイノベーターが当初の低コスト・低サービス・低価格路線を高

コスト・高サービス・高価格路線にアップするように、新旧小売企業

の誕生と淘汰が繰り返す。このように輪のように小売業の発展が続く

とされている。 

 

 
2
B r o w n ,  S .  ( 1 9 8 7 ) " I n s t i t u t i o n a l  c h a n g e  i n  r e t a i l i n g :  a r e v i e w  a n d  

s y n t h e s i s " E u r o p e a n  J o u r n a l  o f  M a r k e t i n g  V o l . 2 1 ,  N o .  6 ,  p p . 5 - 3 6 .  
3
徳永豊『アメリカの流通業の歴史に学ぶ (第 2 版 )』、中央経済社、 1 9 9 2 年、 3 7 - 3 9 頁。  

 関根孝『小売競争の視点』、同文舘、 2 0 0 0 年、 5 1 - 5 9 頁。  
4
清水猛『小売の輪は回る』、有斐閣、 1 9 9 2 年、 1 7 頁。  
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図表 1 - 1  小売の輪仮説  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所： D . M . L e w i s o n ( 1 9 9 1 ) , R e t a i l i n g , 4 t h e d . M a c m i l l a n  P u b l i s h i n g , p . 7 3（清水

猛訳、『小売の輪は回る』、有斐閣、 1 9 9 2 年、 1 7 頁）に基づいて筆者作成。  

 

 しかしながら、この理論では、ショッピングセンターやコンビニエ

ンスストア、自動販売機など 1970 年代以降に増加する新たな小売業

態の現状を十分反映することができない。現に、新興国においては、

スーパーマーケットやほかの近代的な小売業態は主に高所得もしくは

中間層をターゲットとし、高価格で登場したため、小売の輪に当ては

まらないことが批判されている 5。 

 

1-2-2 「真空地帯仮説」 

 「真空地帯仮説」とは、小売業態の進展を説明する理論仮説のひと

 
5  渦原実男『小売マーケティングとイノベーション』、同文舘出版、 2 0 2 1 年、 5 3 - 5 7 頁。  

成熟小売業者肥大化  

保守的傾向  

R O I 減少  

革新的小売業者  

低ステイタス  

低価格  

最小のサービス  

貧弱な設備  

限定された製品提供  

伝統的な小売業者、洗練された施設  

期待された、基本的、人目を引くサービス  

高賃貸立地、ファッション志向  

高価格、提供商品の拡大  

変化  変化  

攻  

撃  

対  

象  

段  

階  

参  

入  

段  

階  

高  
級  化  の  

段  

階  



12 

 

つ、いわゆる成長循環理論である。 

 ニールセン（O.Nielsen）は図表 1-2 の図のように、「市場の変化

や進展によって既存の小売業態ではカバーできない真空地帯が生まれ、

そこを埋める形で新たな小売業態が出現するという考え方である。新

しい小売業態は激しい競争がなされていない空白の地帯に参入して発

展していくものとしたことから」という仮説を唱えた。  

 市場の変化や進展によって既存の小売業態ではカバーできない真空

地帯が生まれ、そこを埋める形で新たな小売業態が出現するという考

え方である。新しい小売業態は激しい競争がなされていない空白の地

帯に参入して発展していくものとしたことから、「真空地帯仮説」と

名づけられた 6。 

 「真空地帯仮説」は、消費者の評価を取り入れ、例えば、消費者が

最も評価している業態の品揃え、価格・  サービス水準へ接近しよう

とする動きが現れると仮定する。消費者が最も評価している価格・サ

ービス水準より高価格・高サービスの小売業では、低価格・低サービ

スへの移行を志向し、逆に、低価格・低サービスの小売業では、高価

格・高サービスへの移行を志向することになる。こうして、高・低の

いずれからも転換が行われるため、革新的な業態が出現する可能性も、

低サービス・低価格と高サービス・高価格の両極にあると主張するも

のである。新規業態は、消費者が最も評価している品揃えやサービス

水準を提供している業態、すなわち、競争の厳しいところではなく、

真空となった地帯に現れるというものである 7。 

 [真空地帯仮説]は小売の「輪仮説」より範囲が広く、格上げの導入

と小売業の国際比較において意味を持つことが指摘できる。 [真空地

帯仮説]の問題点としては、小売サービス全体を消費者選好の対象と

しているため、消費者選好分布曲線が既知のものとされているが、実

 
6  O . N i e l s e n“ D e v e l o p m e n t s  i n  R e t a i l i n g” , i n  M . K j a e r－ H a n s e n  （ e d .）

R e a d i n g  i n  D a n i s h  T h e o r y  o f  M a r k e t i n g、 N o r t h - H o l l a n d , 1 9 6 6 , p . 1 1 3 .  

青木均訳『小売業態の国際移転の研究』、成文堂、 2 0 0 8 年、 1 9 頁。  
7  青木均訳『小売業態の国際移転の研究』、成文堂、 2 0 0 8 年、 2 2 頁。  
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際には推定が困難である 8。またこの理論仮説による小売業態展開は、

検証の可能性について解明すべて大きな課題を残している。  

 

図表 1-2 真空地帯仮説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：向山雅夫「小売業態展開論の分析枠組（Ⅰ）」、『武蔵大学論集』、 1 9 8 9 年、 1 3 0 頁

に基づいて筆者作成。  

 

1-2-3 「小売アコーディオン仮説」 

「小売アコーディオン仮説」は、1963 年にブランド（E. Brand）

により展開され、1996 年にホランダー（S. C. Hollander）によっ

て名づけられた仮説である 9。総合的で広い品揃えをする小売業と、

専門的で狭い品揃えをする小売業とが交互に出現しながら小売業態化

寄進が進展するという考え方である。 

 

 

 
8
 楊陽『変化する中国の小売業』、専修大学出版局、 2 0 1 5 年 2 月 2 8 日、 1 2－ 1 3 頁。  

9
 金沢尚基『現代流通概論』、慶應義塾大学出版会、 2 0 0 5 年、 4 2 頁。  
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図表 1-3 小売アコーディオン仮説  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所： J . B .  M a s o n ,  M .  L .  M a y e r ,  a n d  J . B .  W i l i n s o n ,  M o d e r n  R e t a i l i n g :  

T h e o r y  a n d  P r a c t i c e ,  6 t h  e d . ,  R i c h a r d  D .  I r w i n ,  1 9 9 3 ,  p . 3 3 .に基づいて筆

者作成。  

 

ホランダーは、小売業が発展の歴史を振り返ると、取り扱う商品

ラインの幅の変化がアコーディオンのパターンとたとえる  1 0。この

仮説は、マーチャンダイジング・ミックスや小売機能の変化を用いて、

小売業態の変化を説明する 1 1 。商品ラインの幅が広いよろず屋の後

に、商品ラインの幅が狭い専門店が全盛になる（図表 1-3）。そして、

商品ラインの幅が広い百貨店が中心になる。その後、商品ラインの幅

が狭いブティックが現れる。更に商品ラインの幅が広いショッピング

センターが登場する。このような商品ラインの幅の変化が生じる原因

として、非経済的要因、制約、資本能力、必要コスト、消費者選好パ

ターンが挙げられる。しかし、ホランダーが指摘するように、歴史的

な統計がないため、このパターンの普遍性とその存在は明確に確認さ

れていない。 

 
1 0  H o l l a n d e r ,  S . C .“No t e s  o n  t h e  R e t a i l  A c c o r d i n g”, J o u r n a l  o f  

R e t a i l i n g ,  S u m m e r , 1 9 9 6 ,  p . 2 9 .  
1 1  田口冬樹『体系流通論』、白桃書房、 2 0 0 5 年、 2 1 3 頁。  
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1-2-4 「小売 3 つの輪仮説」 

 イズラエリ（D.Lzraeli）は、1973 年に「小売の輪」の仮説の普

遍性がないことに対して、既存の小売業の対応を論じていないことを

指摘した上で、「小売 3 つの輪仮説」を提唱する 1 2。 

 

図表 1-4 小売 3 つの輪仮説 

低水準の革新的業態 A と高水準の    ②既存業態  C と D の反応と革新的  

革新的業態 B の出現         業態 A と B の反作用  

 

③既存業態の革新      ④革新的業態  E と F の参入に  

よるサイクルの再出発  

 
出所： L z r a e l i ,  D．“ T h e  t h r e e  w h e e l s  o f  r e t a i l i n g : a  t h e o r e t i c a l  n o t e” ,  

E u r o p e a n  J o u r n a l  o f  M a r k e t i n g ,  V o l . 7 ,  N o . 1 , 1 9 7 3 ,  p p . 7 1－ 7 2 .に筆者は若干

修正をした。  

 

1 2  L z r a e l i ,  D .“ T h e  t h r e e  w h e e l s  o f  r e t a i l i n g : a  t h e o r e t i c a l  n o t e” ,  

E u r o p e a n  J o u r n a l  o f  M a r k e t i n g ,  V o l .７ ,  N o . 1 , 1 9 7 3 ,  p p . 7 0 .  
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イズラエリは、高価格・高サービス水準から市場参入し、格下げを

する小売営業形態の存在及び既存の小売営業形態の反応を革新の源泉

とみなして、小売の輪の理論の拡張を企図した。  

「小売 3 つの輪仮説」は、図表 1-4 に示されるように、輪 1 の A

は、低コスト、低価格の革新者である。輪 2 の B は、高コスト、高価

格の革新者である。輪 3 の C と D は，既存の小売業者である。第１

段階では、市場に既存小売業者 C、D が存在していた。革新者 A は低

価格と低コストで市場に参入する。革新者 B は高価格と高コストで市

場に参入する。第 2 段階では、革新者 A は格上げで、既存小売業者 C

を脅かす。C は市場シェアを回復するために、格下げをする。一方、

革新者 B は格下げで、既存小売業者 D を脅かす。D は市場シェアを回

復するために、格上げをする。第 3 段階では、革新者 A、B と既存小

売業者 C、D は統合し、同じ小売業態になる。第 4 段階では、E、F と

いう新しい革新者が登場し、前のパターンと同じに回る。しかし、

「小売 3 つの輪仮説」は、なぜ輪が 3 つなのかという説明が欠落し、

格上げと格下げの理由づけも不十分であることが指摘される  。 

 

1-3 小売業態の最新研究動向 

1-3-1 イノベーションの視点からの多様な研究  

1-3-1-1 矢作敏行の小売イノベーション・モデル論  

 矢作(2007)は具体的に業態を展開する事例を取り上げて、ビジネ

ス・システムにおける革新性を明かにした。同時に、小売業態の生成

につながる小売革新を捉える顧客関係、組織間関係、組織内関係とい

う 3 つの側面を提示し、機能と組織の 2 つの角度から小売経営革新行

動を抽出し、その行動体系を概念化したのが小売イノベーション・モ

デルだと指摘した。 

 機能面においては、顧客との対応関係で決まる小売業務システムと

商品・調達供給システムで二つ構成される。組織面においては、小売

イノベーション組織論は、小売業務遂行主体としての単一組織問題と
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商品調達・供給機能を担う小売・サプライヤー関係を扱う組織間関係

で構成されている。 

 

図表 1-5 小売事業モデルの枠組み  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：矢作敏行『小売国際化プロセス -理論とケースで考える -』  有斐閣、 2 0 0 7 年、 3 4

頁に基づいて筆者作成。  

 

すなわち、図表 1-5 のような顧客関係は顧客との対応関係で決ま

る小売業務システムであり、その生み出す便益は通常、品揃え、ロッ

ト・サイズ、立地、時間といった小売サービス基準として測定される。

小売サービス水準が高く、顧客の負担する費用水準が低いほど顧客価

値は高くなり、小売イノベーションは顧客価値を創造する新機軸とな

る。組織間関係の面においては、メーカーや卸売業者などとの取引関

係である。組織内関係の面においては、単一組織内での小売業務と商

品調達、供給(物流)である。このように、矢作氏は、小売システムの

イノベーションを、小売業務の革新、商品供給システムの革新、組織
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構造の革新の 3 つの角度で捉えている。  

 このような 3 つの機能的関係性は相互に関連つげられ、その小売業

態や取引関係などが異なる条件のもとで行われるとすれば、異なる市

場では、競争優位性を持つ多様な小売業態が生成・発展するようにな

るであろう。 

 

1-3-1-2 中西正雄の「新・小売の輪」仮説 

 中西（1996）は「小売の輪」仮説の欠陥を示し、技術フロンティ

ア（物流・情報技術および管理技術の水準に応じて、小売価格と小売

サービス水準の組み合わせが達成し得る限度をプロットした線）とい

う概念を導入することによって、真空地帯理論をも修正しようとした。

この技術フロンティアを突き抜けるような技術革新（イノベーション）

の必要性を主張した。このイノベーションには、「消費者の選好に直

接影響する革新」と「流通費用の削減に貢献する革新」があり、両者

が結びついて初めて技術フロンティアがシフトし、新業態が多くの顧

客集めに成功する 1 3。以上の議論をもとに、「新・小売の輪仮説」を

提唱した。 

 具体的には、以下のように、4 つの段階で構成される。 

 第１段階：イノベーションによって技術のフロンティアが突破され

る。そのイノベーターは業態間競争で優位に立つ。  

 第 2 段階：他企業が模倣によって参入してくる。業態内競争が起こ

り、新たな技術フロンティアが形成される。  

 第 3 段階：新旧フロンティア間の不連続が解消され、業態間競争

（企業間競争）が再燃する。 

 第 4 段階：新旧業態間の費用構造の差が消滅し、小売業全体の利益

率の低下と平準化が生じ、新たなイノベーションの動機づけとなる。  

 再び第 1 段階へ戻り、同じステップを繰り返す。 

 

 
1 3  中西正雄「小売の輪は本当に回るのか」、関西学院大学『商学論究』、 1 9 9 6 年第 4 3 巻

第 2・ 3・ 4 号、 2 1 - 4 1 頁。  
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1-3-1-3 田村正紀の業態モデル 

 田村（2008）は、図表 1-6 に示されたように小売業態の盛衰を引

き起こす基本的な動因に注目し、市場の拡大と売上高の向上のための

覇権市場への挑戦が生み出す動態として捉えている。また業態盛衰モ

デルを構築し、それによって明かになった業態盛衰の主要な過程を、

主要業態の事例研究を通じ、検証している。  

 

図表 1-6 業態盛衰モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：田村正紀『業態の盛衰－現代流通の激流』、千倉書房、 2 0 0 8 年、 4 9 頁に基づいて

筆者作成。  

 

田村モデルでは、業態盛衰の過程が次のように描くことができる。

まず、小売企業は、サービス品質の高いサービス・イノベータか、相

対価格の低い価格イノベーターか、あるいは両者の組み合わせのバリ

ュー・イノベーターのいずれかの形で、支配企業の商圏の外縁的部分

である辺境市場に登場する。また、イノベーターとして登場した新業

態企業は急速成長し、巨大小売企業が支配する潜在顧客数が最大であ

サービス  

イノベーター  

覇権市場の  

支配的企業  

バリュー  
イノベーター  

 

価格  

イノベータ

ー  

衰退企業  

高  

サ
ー
ビ
ス
品
質 

低  

低  高  相対価格（営業費用）  

倒産による市場

退出  

・吸収合併  

・持株会社の小

社会化  

辺境市場の  

イノベーター  

業
態
・
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
転
換 



20 

 

る市場領域で覇権市場への参入を目指す。その参入の過程において、

小売企業は最初にフォーマットを格上げあるいは格下げをすることに

よって、バリュー・イノベーターに転換する。しかし、バリュー・イ

ノベーターとして、覇権市場へ参入する際に、単純な格上げ・格下げ

ではなく、顧客価値を向上するためのバリュー・イノベーションを行

う必要である。覇権市場への参入が成功すれば、支配的企業の地位を

獲得することになる。しかし、革新を持続できない場合、新たなイノ

ベーターによってその市場地位を奪われ、衰退企業になる  。 

 

1-3-2 最近の主要な小売イノベーション研究  

 上記各学者の学説に共通する問題点について、理論的に捉え直せば、

小売業態の射程にかかる課題が残るということができる。この間の小

売業態にかかる研究には、次のような潮流があると指摘されている 1 4。

一つは、技術革新による業態革新、新業態の誕生・確立に注目する潮

流で、たとえば、革新的経営技術の臨界点として業態を捉える研究 1 5、

小売イノベーション・モデルを提唱する研究 1 6、業態のメゾ概念とし

てフォーマットやフォーミュラといった概念を提示する研究 1 7などが

挙げられる。もう一つは、消費者の業態・店舗選択行動の視点に基づ

いて潮流である 1 8。 

 こうした従来の研究は、向山（2009）の枠組みを借りて言えば、

たとえばコンビニエンスストアなどといった認識レベルの業態と、そ

の具体的な存在形態の発展・進化をいかに捉えるかにかかわり、総合

型や専門型、業態間ないし業態内戦略グループ間の差異に注目するも

のといえる 1 9。とくに、中国・東南アジアを舞台にした研究において

 
1 4  高嶋克義「小売業態革新に関する再検討」、『流通研究』、 2 0 0 7 年、 3 3 - 5 1 頁。  
1 5  石原武政「小売業における業態革新」、『商業組織の内部編成』、千倉書房、 2 0 0 0 年、

1 3 0 - 1 3 5 頁。  
1 6  矢作敏行『欧州の小売りイノベーション』、白桃書房、 2 0 0 0 年、 4 0 - 4 5 頁。  
1 7  田村正紀『業態の盛衰－現代流通の激流』、千倉書房、 2 0 0 8 年、 4 9 頁。  
1 8  池尾恭一 [小売業態の動態における真空地帯と流通技術革新 ]、『商学論究』、 V o l . 5 2、

2 0 0 5 年、 7 1 - 8 0 頁。  
1 9  向山雅夫「小売国際化の進展と新たな分析視角－業態ベースの小売国際化研究に向け

て」、『小売企業の国際展開』、中央経済社、 2 5 頁。  
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は、欧米系やアジアリージョナルの小売企業 2 0が、国・地域・都会ご

との独特な市場環境に合わせて、あるいは同一市場内の所得階層や民

族・宗教・文化の違いによってフラグメント化されたセグメントごと

に、さまざまなフォーマットないしフォーミュラを開発・出店してき

ていることに注目してきた。そこでは、いわば小売業態がいっそう分

化していくであろうことが、暗黙のうちに前提されているようにさえ

みえるのある。 

 さらに、近年急速に普及しはじめたインターネットなど通信手段、

技術革新の著しいキャッシュレス、顔認別、データ・クラウドシステ

ムなど、小売業に新しい変化をもたらす諸要素を取り上げる新しい学

説が相次いて出現し、これらを小売業態の変貌を検証する重要な理論

的根拠が業態の現実にまだ追い次いていない。  

上述に議論されてきた先行研究は、小売企業を中心に、小売業態を

分析する際に、その店舗運営、商品調達、商品供給など組織能力を加

えて分析はまだ少ない。同業態間の競争および異業態の競争において、

小売企業は既存業態を維持するか新業態を開発するか、また管理シス

テムなどで他社との差異化を図り、業態に対応する能力を高めること

で、企業の持続的に競争優位が保たれると考える。  

 中国の民間企業、特に中小企業は、政府系企業と比べて、資金力、

販路などにおいて不利な条件にあると言われてきた。中国政府も、産

業の底上げや、消費者の利便性改善などのために、中小企業を育成す

ることを課題意識として持っていた。本論文の焦点となるアリババで

は、決済、物流、金融、クラウドコンピューティングなどのビジネス

インフラを自ら投資して構築し、このビジネスインフラの上に中小企

業や個人事業者をパートナーとして呼び込んでいる。そしてこれらパ

ートナー企業が、電子商取引、教育、ヘルスケアといったそれぞれの

ビジネス領域で、「取引相手を見つけられる」、「料金回収リスクを回

避できる」、「商品を届けられる」など仕組みをアリババが提供し、中

 
2 0  アジアリージョナルの小売企業については、佐原・渡辺（ 2 0 1 3： 2 0 1 4）を参照された

い。  
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小企業の参入障壁を下げた。同時に、より多くの消費者をアリババ・

ビジネス生態系に呼び込むために、「双 11」を代表としてイベントや

先行投資型のプロモーションを行い、ネットワーク外部性を働かせた。  

そして、アリペイを起点として、大量の取引件数がもたらすデータを

分析して、企業や消費者の信用を可視化し、中国市場の課題であった

「取引信用コスト」 の低減を実現して、更なる取引を生み出す循環

をつくった 2 1。 

 以上で述べたように、本論文はさまざまな先行研究を理論的な土台

とするだけでなく、新しいイノベーターの出現を小売業態の進化とし

て捉え、その理論的検証を試みることにチャレンジしたい。 

  

 
2 1  山上聰「プラットフォームが席巻する世界  ～  テクノロジーがもたらす不確実な世界

にどのように適応するか  ～」、『ボイジャー』、 N T T データ経営研究所、 V o l . 3、 2 0 1 9 年

5 月、 6 頁。  
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第二章 中国小売業の発展への歴史的考察 

 

 1949 年 10 月 1 日に中華人民共和国が中国共産党により設立され

た。建国して以来、大きな変化が起きた。1978 年に改革開放政策を

国策として実施し、1997 年に香港、1999 年にマカオが中国に返還さ

れ、2001 年にＷＴＯに加盟し、2008 年に北京オリンピックを開催し、

2009 年に建国 60 周年式典を行った。建国して以来、中国は大きな成

長を成し遂げた。高度成長を持続させて経済発展を遂げた中国は、

2010 年に国内総生産（ＧＤＰ）で日本を抜いて、アメリカに次ぐ世

界第 2 位の経済大国となった。 

本章では、中国小売業を取り巻く環境の考察を通じ、中国小売市場

の発展に影響を与えるインパクトを明かにする。  

 

2-1 時期別に見る中国小売業の進化 

歴史から見ると中国の流通のプロセスを「改革開放前」、「改革開放

後～20 世紀末」と「21 世紀以降」の三段階に分けて考察することが

できる。これにより、中国小売業の背景や特徴が明確になると考えて

いる。 

 

2-1-1 改革開放前（1949‐1977 年） 

改革開放前まで、中国においては、対外閉鎖型、自給自足型の経済

発展戦略が原則であった。この間中国では「大躍進運動」、「人民公社

運動」、「文化大革命」などが展開されたが国民経済の発展にとってこ

れらは悪影響をもたらした。これと対比的に、その時期世界的には経

済は大きな変化を遂げた 2 2。  

1949 年に中国が成立し、1952 以降は新民主主義経済思想の方針が

中国で徹底的に実施された。新民主主義とは、すべての民主的階級を

連合する統一戦線であり、政権組織は人民代表大会で国家政策、方針

 
2 2  包振山「中国の流通業における対外開放」、『現代社会文化研究』 N o . 5 7、 2 0 1 3 年 1 2

月、 5 6 頁。   



24 

 

を決定し、政府を選出するという民主集中制を採用する 2 3。この時期

には、国家が国有経済を中心に行政管理、計画指導、市場調節、計画

指令などさまざまな手段で経済運営体制をコントロールしていた。  

経済においては、国家が銀行、鉄道、航空事業など国民の経済生活

を左右するような大規模な産業を経営、管理し、一方で、国民の経済

生活にとって有益な私的資本主義経済が自由に発展できること、及び

すべての正当な私有財産を保障し、所有形態において国家経営、私的

経営、協同組合経営の三つで構成されるようになった 2 4。そのとき、

中国中央政府の支持と保護のもとで、国有経済は国民経済の主導的地

位を占めていた 2 5。 

1949 年 11 月に、「中国人民政府貿易部」が設立された。その後

「対外貿易部」、「対外貿易経済合作部」などへの組織改造を経て、

2003 年 3 月に「商務部」として設立した。主な役割は貿易と国際経

済に関する協力関係の発展を促す政策の実施、国内市場の流通体制改

造、輸出入に関する管理、外資に関する政策の実施なである 2 6。 

 1950 年 7 月、中華全国合作社聯合総社が設立され、全国の供給、

消費、信用取引、生産、漁業などを統一管理する部門であり、農民を

対象にする合作経済組織でもある。 

 鐘（2009）によれば、「二大流通システムの大きな違いは、商業部

系統は国有企業を傘下に収めているのに対し、合作社系統は協同組合

形式による企業であり集団所有制がほとんどを占めていた。また、二

大流通系統以外にも多くの個人経営者が商品流通を担っていた」 2 7と

分析している。商業部系統は国内外の貿易を担い、国際経済合作の役

割を果たす部門である。一方の合作社系統は農民を主体とした集団所

 
2 3  滕鑑「中国の計画経済時代における体制改革」、『岡山大学経済学会』 V o l . 4 8、 2 0 1 6 年、

4 6 頁。  

2 4  滕鑑「中国の計画経済時代における体制改革」、『岡山大学経済学会』 V o l . 4 8、 2 0 1 6 年、

5 4 頁。  
2 5  『中華人民共和国経済档案資料選編（ 1 9 4 9 - 1 9 5 2）・工商体制巻』、中国社会科学出版社、

1 9 9 3 年、 9 7 6 頁。  
2 6  「アジアの扉サーチナ」、 h t t p : / / s e a r c h i n a . n e t、 2 0 1 0 年 1 0 月 2 0 日、閲覧日：

2 0 2 1 年 1 0 月 3 0 日。  
2 7鍾淑玲「中国流通の近代化プロセス」、『発展する中国流通』、白桃書房、 2 0 0 9 年、 1 7

頁。  
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有制の合作経済組織であり、農村の生産・生活面の需要を満たすため

に設立された販売生産機構であり、生活用品、農産品、副業産品など

を提供する商業機構の役割も果たしている。 

 この時期では、中国の流通業は完全に国家の管理の下で運営されて

おり、異なる業種を主軸に小売活動を行い、国有百貨店や食品店が主

要業態であった。 

 1956 年 10 月、『農村市場管理の緩和に関する指示』は国務院に公

表された。国家による自由市場の設置を通し、農村初級市場に出す農

産品の種類と数量の減少と物資の停滞など問題が解消され、農村自由

市場経済は活発になった。これにより個人経営の商業にもチャンスが

訪れたといえる 2 8。 

 しかし、1958 年の大躍進運動はバブル期をもたらした。さらに、

1966 年からの文化大革命により、個人経営企業の活動は大きく制限

されるようになった。農民の「副業」としての自由市場が「資本主義

のシッポ」として批判され、その多くは閉鎖される結果になった 2 9。 

 この時期では、個人経営の商業が時代の流れによって大きな影響を

受け、特に主要小売業態の一つである自由市場の発展は制限され減少

する傾向になり、国有百貨店国や食品店は引き続け主要な地位を占め

た。 

  

2-1-2 改革開放後～20 世紀末（1978‐2000 年） 

文化大革命が終わり、1978 年から「改革開放の時代」の時期には

いった。 

この時期、中国市場へ参入する外資企業に対し、国家政策として参

入条件を徐々に緩和することで、大きな参入促進となってきたにもか

かわらず、参入業種が限られていた。それまでの開放政策では、工

業・製造業を重点に政策を定めてきたが、流通分野の外資系企業への

 
2 8  鍾淑玲「中国流通の近代化プロセス」、『発展する中国流通』、白桃書房、 2 0 0 9 年、 2 0

頁。  
2 9  石田浩「中国社会主義と農業—社会主義は「開発独裁」の一手段化」、『關西大學經済論

集』 V o l . 4 2  N o . 3、 1 9 9 2 年 8 月 3 1 日、 3 8 7 - 3 9 8 頁。  
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参入は原則的には禁止されていた。 

 当時は個人経営の自由市場が復活した時期である。生産主導の時期

であったが、自由市場はその時から流通業開放のシンボルとして、中

国の小売市場での地位を築きはじめ、国有百貨店と食品店と同様の業

態として、自由市場が中国で合法的地位を得るようになった。  

改革開放の初期において、小売業態は主に百貨店と副食品店であっ

た。この階段は、国営小売企業は主導的な地位を占めた。しかも、主

に生鮮食品市場を中心に発展してきた。また、大都市や地方主要都市

などのような商業地域においては、対面販売という国営の伝統的な食

品店や百貨店が立地していた。当時、消費需要が少なく、多くの店舗

は単独の出店で、セルフサービスやチェーンストアの経営方式はなか

った 3 0。 

1979 年 7 月に、第 5 回全国人民代表大会第 2 次会議により『中華

人民共和国中外合資経営企業法』という最初の外資法が定められた。

北京市、上海市、天津市、広州市、青島市と大連市の 6 都市、および

深圳市、珠海市、スワトウ市、アモイ市と海南省の 5 経済特区に、各

1 社または 2 社の合弁・合作による小売外資の導入がテストケースと

して認められた 3 1。 

こうした参入規制の下で、中国国内の零細業者などの流通業は中央

政府の保護により成長してきた。 

 1992 年に入り、小売業の近代化が加速した。 1992 年 7 月、『商業

小売分野への外資導入に関する通達』が国務院より公布され、限定的

ながら小売業の一部が徐々に外資に開放された。後述のヤオハンに始

まり、百貨店、総合スーパー、ショッピングセンター、コンビニエン

スストアなどが相次いで中国に進出している 3 2。 

 1993 年 3 月、『国家第三次産業開発計画に関する基本方針』が国家

 
3 0  楊陽「中国市場における小売業態の多様化の発展プロセス－外資系小売企業の進出を

中心として」、『専修マネジメント・ジャーナル』、 V o l . 2  N o . 2、 5 8 頁。  

3 1  楊陽『変化する中国の小売業―小売業態の発展プロセス』、専修大学出版局、 2 0 1 5 年

2 月 2 8 日、 5 1 - 5 2 頁。  
3 2  柳偉達「中国の流通近代化に関する一考察」、『近畿大学短大論集』、 V o l . 4 9、 2 0 1 6 年

1 2 月、 5 0 頁。  
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発展計画委員会より公布された。この基本方針に従い、特定都市ある

いは地域においては、小売・供給・販売に従事する合弁企業を試験的

に創設できるようになった 3 3。  

前述の通り、中国の小売業における対外開放は 1992 年に本格的に

始まった。この時期、上海市にヤオハン・ジャパン、ヤオハン・香港

と上海市第一百貨による合弁の上海第一八佰伴デパートが誕生した。

一方、チェーンストアについては、1995 年 10 月に、北京市と上海市

にそれぞれ一店合弁企業によるチェーンストアの経営が「テストケー

ス」として認められた。 

1996 年 4 月、外資政策の拡大に伴い、外資小売業の進出先は沿海

地域から内陸地域へ発展するようになった。さらに、単店方式に限ら

ず、多店舗方式の出店、チェーン店方式の展開も次第に認可された。  

この時期から、外資系小売企業が中国に進出しはじめ、先進的な販

売方式を持つ小売業態海外から参入し、中国市場における小売業態が

多様化しはじめた。 

1997 年に入っても、中国政府は外資小売業の参入は依然として慎

重な態度を続けていた。同年 5 月、『非試点外資系企業の調査・調整

に関する商業部通達』が国務院より公布された。その後、国家計画委

員会、外国経済貿易部、国内貿易部、国家工商局は共同で地方政府が

認めた小売合弁企業を審査することになった。  

1998 年に『非試点外資系企業の調査・調整に関する商業部通知』

が国務院より公布された。その結果、地方政府認可の外資小売企業の

うち 42 社は引き続き経営を許可し、199 社は経営改善を要求され、

36 社の経営免許が取り消された。小売市場への外国企業の参入が増

加し、米フォーチューンによると中国におけるグローバル企業トップ

500 社の総合小売企業 13 社のうち 4 社がその時点で合弁企業を設立

 
3 3  柳偉達「中国の流通近代化に関する一考察」、『近畿大学短大論集』、 V o l . 4 9、 2 0 1 6 年

1 2 月、 5 0 頁。  
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していた 3 4。  

1999 年、『外商投資商業企業試点方法』が国家経済貿易委員会より

公布された。小売企業に対してはこの通達により、企業設立地域の制

限が緩和され、各省都､自治区首府､ 直轄市､計画単列市 3 5および経済

特区まで広げられた。また、店舗数が 3 店以下の合弁商業企業は、中

国側の出資比率が 35％を下回らないこととし、実質的に外国資本を

65％まで認めることとなった 3 6。 

上述の通達は認可した合弁企業の輸出入の権利を認め、中国の貿易

も促進された。同年、米中両国間の中国ＷＴＯ加盟問題を巡る『中国

ＷＴＯ加盟協議』が調印された。流通業では外資活動が認可され、大

規模な百貨店およびチェーンストアの合弁に関する規制が徹廃された

3 7。この時から、小売市場における新業態の地域的拡大が促進され、

小売業態の多様化が始まった。  

 以下は 4 つの方面から改革開放以前の国内小売企業を分析してみる。  

 

2-1-2-1 管理体制   

 改革開放以前は、中国の小売企業はほぼ国家によって所有され、中

央政府また地方政府が運営している。しかも小売管理体制としては、

商品ごとに管理部門が異なっている。政府が小売企業について極めて

細かく管理しており、市場メカニズムが機能する余裕は非常に少なか

った。  

 また、企業内部の組織管理が不足でチェーンストア経営の実施がで

きず、国内小売企業は競争優位性がなく、発展が鈍化し、長期的な発

 
3 4  扇常夫「中国小売業・卸売業の開放の現状と今後の見通し」、日中投資促進機構、

h t t p : / / w w w . j c i p o . o r g / s h i r y o u / k o u k i 1 . h t m l、 2 0 0 5 年 7 月 1 9 日、閲覧日： 2 0 2 1

年 1 2 月 3 0 日。  
3 5  計画単列市は、地域の中心都市であり、人口の集中や産業・経済活動の集積に伴い、

人・モノ・情  報・資本が行き交う交流拠点として、道路、鉄道、空港、港といった基幹

的交通インフラの整備を図り、国内各地域や国外との結節点としてのゲートウェイ機能を

果たしている。  
3 6  「『外商投資商業領域管理弁法』施行に伴う状況調査報告」、中小企業基盤整備機構、

2 0 1 0 年、 8 頁。  
3 7  この時点までの交渉において、中国政府は 2 万平米以上の百貨店、 3 0 店舗以上のチェ

ーンストアについては、外資独資の進出は不可としていた。  
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展が難しかった。  

 

2-1-2-2 消費者志向やマーケティング意識の欠如  

 当時、国家の計画により商品を生産するため、中国の流通市場は売

り手市場であった。小売企業はいかに消費者の求める商品を調達し、

消費者の求める条件でタイミングよく商品を売るかについて、まった

く無関心な状態が続いており、消費者志向やマーケティングという考

え方がなかった。  

 

2-1-2-3 管理システム 

 国内小売企業は体系的・科学的・近代的な管理システムや標準化さ

れた小売管理ノウハウをもっていなかった。ＰＯＳ情報システムやバ

ーコードシステム、バイヤーノウハウ、物流センター・配送技術、 IT

管理などの技術は外資系小売企業との落差が大きかった。また、商品

調達の方式は画一的な処理にとどまっていた。国内・省内での販売方

式では、商品調達が伝統的な方式で行われ、サプライヤーから直接各

店舗に配送する形を取っており、物流センター、サプライヤーの構築

はなかった。コスト削減や商品のタイミングのよい品揃え・競争関係

なども制限されていた。 

 また、国内小売企業はほとんど対面販売方式でセルフの利用がなく、

消費者の購買意欲を十分に引き出すことができなかった。  

 

2-1-2-4 企業文化に対する理解不足 

 当時、国内小売企業はほとんど国有か公営であった。小売企業は企

業文化の構築、企業イメージアップ、社員教育など、企業発展を推進

する重要なインパクトを認識しなかった。  

 改革開放政策を実施した以降は、先進な小売技術や業態、巨大資本

の導入によって、国内小売企業は脅威を感じている中、さまざまな刺

激を受け改革を行っている。  

 以下は 4 つ方面から改革開放政策を実施した以降の国内小売企業の
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経営方式変化を分析してみる。  

 

2-1-2-4-1 先進的な小売技術の学習 

 市場に参入した日中合弁のヤオハン百貨店、ワコール直営の専門店、

カルフールのハイパーマーケットなどの出現は国内小売企業にとって

革命的な出来事となった。合弁・合作を通じ、外資系小売企業の先進

的な管理技術、店舗デザインから、販売方式、仕入れシステム、品揃

え、商品陳列方式、顧客サービスの提供に至るまで、国内小売企業は

学習するチャンスを獲得した。小売国際化が進んでいる中、国内小売

企業は店舗デザインの学習、店名の模倣のような表面的な内容から実

質的な経営内容の学習に移行している。  

 

2-1-2-4-2 小売業態の多様化 

 国内小売企業は外資系小売企業の刺激を受け、国内資本の小売企業

新業態への投資が活発化しており、積極的に複数業態への出店を行う

ようになってきた。セルフサービスの導入は中国市場にとっては革新

的な販売方式になった 3 8。スーパーマーケット業態は外資系小売企業

の参入にとって普及が促進された。カルフールのハイパーマーケット、

ウォルマートのスーパーセンター、倉庫型のサムズクラブなどの業態

は消費者ニーズに適応し、次第に受容されるようになった。  

 外資系百貨店も先進的な技術を利用し、サービス提供の方法、消費

環境、売場レイアウト、品揃え、販売促進の方法などで、伝統的な百

貨店とは差別化し、消費者の関心を引き出し、受容されることに成功

した。中央政府は外資系百貨店と提携する中国百貨店企業に合弁チャ

ンスを通して学習させ、伝統的な百貨店が近代的な百貨店に転換させ

ることに成功した。  

 

 
3 8  楊陽『変化する中国の小売業―小売業態の発展プロセス』、専修大学出版局、 2 0 1 5 年

2 月 2 8 日、 4 3‐ 4 4 頁。  
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2-1-2-4-3 競争促進 

 同時には、競争意識がほとんど存在しなかった中国の小売業界では、

外資系小売企業の参入によって、競争の重要性を認識するようになっ

た。国内小売企業は外資系小売企業を学習しながら、自社の競争優位

性を構築しようとしている。企業発展のため、またより多くの市場シ

ェアを獲得するために、国内小売企業は自社の販売網を拡大する一方、

先進的な小売技術を応用し、さまざまな業態を展開している。  

 現在、中国においては、さまざまな競争関係が発生している。国内

小売企業と外資系小売企業間の競争、国内企業間の競争、外資系小売

企業間の競争などが存在している。このような競争関係は中国の流通

近代化を促進し、これにより国内小売企業の改革も推進されている。  

 

2-1-2-4-4 人材の育成 

 当時では、中国小売企業に勤務する従業員は入社してから定年まで

安定的な生活が維持され、小売技術を専門化する意識が欠如していた。  

 たとえば、企業改革を先行した中国系小売企業では、外資系小売企

業の社員教育、研修プログラムを導入した結果良いサービスの提供と

業務改善といったような改革成果が見られた。  

 またＷＴＯに加盟以降、転職という動きが頻繁に発生している。外

資系小売企業でトレーニングを受けた人は退職してからも小売技術を

持って、国内小売企業に大切な人材として雇用されることが多数存在

している。外資系小売企業は中国市場においては、中国人従業員の人

材開発、教育、研修を行うことで、中国小売業界の人材育成に大きく

貢献している 3 9。  

 このように、外資系小売企業の参入は、中国の消費市場に大きな利

便性や効率性を提供しただけでなく、中国の国内小売企業の近代化や

改革にも大きな役割を発揮してきたことが確認できる。外資系小売企

業の投資行動と経営技術が中国の国内小売企業に与えた影響の重要性

 
3 9  胡欣欣「国際小売企業の中国戦略 -カルフールとイトーヨーカ堂の事例比較」、日本経

済新聞社、 V o l . 2 0、 2 0 0 3 年、 4 4‐ 4 7 頁。  
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に加えて、国内外の小売企業が中国市場においては、政府の行政介入

と消費者ニーズの多様化、それに小売企業間競争の激化の要因の相互

作用関係を背景に、小売業態の発展と業態多様化を推進してきた実態

を明らかになった 4 0。  

 

2-1-3 21 世紀以降 

2001 年 12 月 11 日のＷＴＯ加盟により、中国の流通近代化は加速

した。2001 年以降、完全開放の政策が実施され、独資投資、Ｍ＆Ａ

（合弁と買収）、フランチャイズ方式などさまざまな参入方式が認め

られるようになった。2004 年 6 月に施行された『外商投資商業領域

管理弁法』により、すべての省級都市への出店が可能となり、一部中

小規模の外資系小売企業の進出に対し、地方商業主管部門による認可

も可能となった。小売業態は完全開放の時代を迎えた。  

 

図表 2 - 1  主要外資系小売業の参入時期  

小売企業名  本社所在地  中国参入年  中国初参入の地域  

ウォルマート  アメリカ  1 9 9 6  深圳  

カルフール  アメリカ  1 9 9 5  北京  

テスコ  イギリス  2 0 0 4  上海  

メトロ  ドイツ  1 9 9 6  上海  

大潤発  フランス  1 9 9 8  上海  

オーシャン  フランス  1 9 9 9  上海  

ワトソンズ  香港  1 9 8 9  広州  

マニングス  香港  2 0 0 4  広州  

イオン  日本  1 9 9 6  広州  

イトーヨーカ堂  日本  1 9 9 7  北京  

出所：各種資料より筆者作成  

 

また、同年 12 月には制限が撤廃され、小売業の全面的な市場開放が

始まった 4 1 。図表 2-1 は主要な外資系小売企業の中国市場への参入

時期をまとめたものである。 

 
4 0  楊陽『変化する中国の小売業―小売業態の発展プロセス』、専修大学出版局、 2 0 1 5 年

2 月 2 8 日、 1 1 0 - 1 1 9 頁。  
4 1  李雪「激変する中国の流通―メーカー、卸、小売に見る流通システムの変化―」、流通

情報、 N o . 5 1 0、 2 0 1 4 年、 7 - 8 頁。  
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 2007 年 12 月、『外資投資産業指導目標』が改訂され、小売業を

「奨励類」から「許可類」に変更した。沿岸地域では、外資系小売企

業に対する税制、立地、管理などの優遇政策をなくて、外資を積極的

に誘致する政策から内外小売企業を平等に競争させる政策に転換した。  

 

図表 2-2 小売企業の全般的状況  

 2 0 0 6 年  2 0 0 7 年  2 0 0 8 年  2 0 0 9 年  2 0 1 0 年  2 0 1 0／

2 0 0 6 増加

率  

法人企業数  2 3 , 6 6 3  2 6 , 6 9 1  4 1 , 5 0 3  4 2 , 6 1 5  5 2 , 3 0 6  2 2 1 . 0  

従業員数（万人）  3 1 9 . 4  3 5 5 . 3  4 2 2 . 1  4 3 6 . 7  5 0 1 . 3  1 5 7 . 0  

仕入高（億元）  

うち輸入高（億元）  

1 9 7 5 9 . 1  

2 8 2 . 7  

2 4 0 8 0 . 1  

4 0 5 . 3  

3 1 4 8 1 .

9  

4 6 4  

3 6 1 9 4 . 2  

6 0 8 . 8  

4 8 8 9 0 .

8  

1 1 4 1 . 6  

2 4 7 . 4  

4 0 3 . 8  

売上高（億元）  

うち輸入高（億元）  

2 2 4 6 0 . 5  

3 4 . 4  

2 7 1 2 1  

5 4 . 3  

3 7 9 6 9 .

6  

1 7 . 6  

4 3 3 3 1 . 6  

2 2 . 1  

5 7 5 1 4 .

6  

4 4 . 5  

2 5 6 . 1  

1 2 9  

期末在庫額（億元）  1 9 9 7  2 5 4 3 . 3  3 6 9 2 . 4  4 1 7 5 . 7  5 1 0 4 . 6  2 5 5 . 6  

小売店舗面積（万

㎡）  

1 2 3 9 7 . 6  1 6 0 9 1 . 1  1 9 0 7 5 .

5  

2 2 7 2 7 . 9  2 6 1 8 9 .

8  

2 1 1 . 2  

 出所：中国統計局（ 2 0 1 2）『中国統計年鑑』に基づき筆者作成。  

 

21 世紀に入り、中国の国内総生産（ＧＤＰ）伸び率は、高水準に

あるものの鈍化傾向にあり、2011 年第 4 半期に前年同期比 8.9％増

を記録したが、2012 年には 8％を割り込んだ。そうした中で注目さ

れたのは、ＧＤＰ増加に対する消費の貢献率が投資を上回り、ここ

10 年で消費が初めて経済成長を牽引するトップの要素の躍り出たこ

とである 4 2。  

こうした消費の活発化は小売構造の変化をもたらし、それがまた消

費を刺激することになった。図表 2-2 のように、2010 年の小売業の

法人企業数は、2006 年比で 221％と倍以上に増加した。これ自体高

い水準にあるといえるが、仕入高、売上高、期末在庫額の増加はそれ

を上回る水準にある。ここから企業数増加と並行して企業規模拡大が

進んでいることがわかる。また、仕入高のうち輸入高の増加率が高く、

売上高のうち輸出高の増加率が低水準のあることも注目された。  

 次に、小売業態別の動向について分析してみる。図表 2-3 は 2010

 
4 2  『 2 0 1 2 年中国消費者市場発展報告』、中国商務部、 2 0 1 2 年、 8 - 9 頁。  
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年時点の業態別にみた小売企業の基本状況である。いまだ伝統的な専

業店や専門店が各指標とも高い構成を示しているが、スーパーマーケ

ットおよび大型スーパー（両者の区別は店舗面積で、前者は 6,000

㎡未満、後者は 6,000 ㎡以上）が従業員数、店舗面積、売上高、仕

入高で 10％前後から 20％前後を占め、業態として確固たる地位を築

いていることが確認できる。 

  

図表 2-3 業態別小売企業の基本状況（ 2010） 

 

出所：中国統計局（ 2 0 1 2）『中国統計年鑑』に基づき筆者作成。  

 

経済の急成長を背景に、消費者のニーズが高級ブランド品、贅沢品

の需要へと高度化し、小売業界に新しい発展のチャンスをもたらした。  

 そして、外資系小売企業は、独資投資の制限緩和を受け、 2 回目の

投資ブームが訪れ、著名な大手外資系百貨店企業が中国市場に進出す

ることが可能になったと同時に、すでに参入を果たしていた外資系百

貨店も積極的に多店舗展開を進めるようになった。  

 以上の通り、各開放時期における業態の選択は異なる特徴を持って

いる。テスト時期においては、進出企業の業態は主に百貨店であった。

調整時期に入り、百貨店、総合スーパー、スーパーマーケット、コン

ビニエンスストア、ウェアハウスクラブなどの業態が発展するように

なり、小型スーパーマーケット、コンビニエンスストア、ホームセン

ターなどは発展時期の主流業態であった。拡張時期においては、ホー

ムセンター業態が発展し、競争時期に入って、専門店と百貨店が再び

小売業態 企業数 店舗数 従業員数（万人） 店舗面積（万㎡） 売上高（億元） 仕入高（億元）

コンビニエンスストア 94 14202 7・5 107.2 246.6 224.6

ディスカウントストア 3 701 0.7 21.4 36.1 31.7

スーパーマーケット 400 32818 49.9 1924.5 2766.9 2311.9

大型スーパー 158 6322 38.6 1843.7 2919.1 2296.5

倉庫型会員店 7 272 1.2 54.4 171.8 155.4

百貨店 97 4239 25 1480.6 2671.5 2132.9

その他（専業店・専門店） 1602 118238 102.2 7325 18573.3 16891.7

合計 2361 176792 225.2 12756.8 27385.4 24044.6
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注目を浴びるようになった。 

 

2-2 中国における小売業発展の特徴 

 中国では､政府の流通開放政策の実施により小売業を取り巻く環境

が激変し、かつて先進国で経験した小売業態の多様化が中国でも同じ

ように起こっているのか｡ 中国小売業の発展の特徴はいったいどこに

あるのか。以下の視点から分析してみる。  

 

2-2-1 小売業の資本形態の変革 

 中国では外資開放政策の面では､1992 年以前には農業と工業が主な

開放分野であったが、1992 年に初めて外国の投資が流通分野におい

ても条件付きで認められるようになった。そして、中国政府の流通開

放政策によって、以前禁止されていた小売業の自由参入を認めるよう

になった。その後、特に個人資本の小売業の新規参入が急速に増加し

続けている｡ このように、流通業の一連の改革により、中国の小売業

に大きな変化が現われた。また、中国の経済発展とともに、国有企業

は経営合理化の一環として人員のリストラ策を実行し続けている。そ

のため、第 3 次産業がその人員の受け皿として大量の従業員を吸収し､

特に小売業に従事する者が著しく増加している 4 3。 

 このように、小売業は著しく発展し、小売業の資本形態の変革をも

たらした。その結果、経営主体は多様化して、非公有制小売企業は急

速な発展してきた。図表 2-4 の中国小売業の所有形態をみると､ 

1992 年からの流通開放政策の実施によって、小売業における国有企

業と集団所有企業に占める割合は 69.2％に低下し、1996 年にはそれ

がさらに 45.6%に低下した。逆に、同軍の私営・個人所有などの比率

は 54.4%と過半数を超えるシェアを持ってようになった。 2007 年に

は国有と集団企業数が 9.1%までに低下した。 

 

 
4 3  趙曄「中国における小売業の発展の社会・経済的背景と特徴」、  『現代社会文化研究』  

N o . 4 6、 2 0 0 9 年 1 2 月、 7 2 - 7 3 頁。  
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図表 2-4 中国小売業の所有形態  

 1 9 8 8 年  1 9 9 2 年  1 9 9 6 年  2 0 0 7 年  

社会消費財小売総額  7 , 4 4 0  1 0 , 9 9 3  2 4 , 7 7 4  2 7 , 1 2 1  

国有企業  3 9 . 4  4 1 . 3  2 7 . 2  6 . 9  

集団所有  3 4 . 4  2 7 . 9  1 8 . 4  2 . 2  

私営企業  ‐  ‐  ‐  2 6 . 6  

個人経営  1 7 . 8  2 0 . 3  3 2  ‐  

共同経営  0 . 4  0 . 7  0 . 5  0 . 6  

株式制企業  ‐  ‐  ‐  2 0 . 1  

有限責任公司  ‐  ‐  ‐  2 9 . 6  

外資企業  ‐  ‐  ‐  8 . 1  

港、澳、台企業  ‐  ‐  ‐  3 . 9  

その他  8 . 0  9 . 8  2 1 . 9  2 . 0  

 出所：中国統計局『中国統計年鑑』より各年鑑データに基づき筆者作成。  

 

 つまり、中国の小売企業における資本の所有形態は、公有制と非公

有制資本の地位が逆転したわけである｡  このように、非公有制企業の

発展から 1992 年の流通開放政策を受けて、小売業では私有制の許容

が明確にされ、規制の緩和がさらに進められていることができた。  

 

2-2-2 新業態の導入 

 近代小売業の歴史における最大の特徴は、小売業態の多様化である。

中国においては、政府の流通開放政策の実施により小売業を取り巻く

環境が激変し、かつて先進国で経験した小売業態の多様化が中国でも

同じように起こっている。 

小売業の発展は先進国においては 100 年以上かけて､ しかも段階を

踏んでさまざまな業態を発展させてきたという経緯がある。 19 世紀

以前は一般小売店舗の時代で、1852 年に出現した百貨店が 20 世紀初

期までリーダーの地位にある。1930 年世界中初めて典型的なスーパ

ーマーケットが出現し、同 50 年代に世界中流行した。1950 年代初期

にアウトレットが出現したのに続き、その後の 1960 年代にコンビニ

エンスストアが出現し、1970 年代にショッピングセンターが出現し

た。このように、世界の小売業においては、最近の 40 年に新た業態

が相次いで出現した。百貨店→スーパーマーケット→チェーンストア
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→無店舗経営形態など、各国の社会事情や経済の発展段階によって、

時が経つにつれて、順次登場した 4 4｡ 

 

図表 2 - 5  中国の小売業態の変遷  

 

出所：中国統計局『中国統計年鑑』より各年鑑データに基づき筆者作成。  

 

 中国では、1979 年に始まる政府の改革開放政策の実施によって、

中国における流通業を取り巻く環境が激変した。中国の経済改革は、

最初に計画配給体制の打破から始まった。そして、1992 年までの流

通改革においては所有制度の根幹に手をつけず、農産物流通の自由化、

流通市場の非国有経済の自由参入、経営請負制などの企業内部改革な

どの ｢迂回戦略｣が採用された 4 5。それ以来、とくに 1992 年、中国

共産党第 14 回全国代表大会は社会主義市場経済体制を創設すること

で従来の改革方向を調整し、経済政策(特に流通業の開放政策が実施

された)、国営企業、外資導入など領域での改革が強化されている。

また、同年以降 ｢社会主義市場経済｣の旗印のもとで国有企業の所有

制度、そして政府の機能に関する改革がなされた。地域や商品分野に

よって改革の進展状況はさまざまであるが､流通体制全体に共通した

 
4 4  李飛  ･王高『中国零售発展歴程』、社会科学文献出版社、 2 O O 6 年、 8 0 - 8 5 頁。  
4 5  黄リン『 W T O 加盟後中国市場流通と物流がこう変わる』、蒼蒼社、 2 0 0 2 年、 1 8 0 頁。  
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変化が見られた。こうした状況の中で小売業が著しく変化し、流通チ

ャンネルの短縮化、業態の多様化が急速に進んでいる。しかし、中国

では、先進国の国々とは異なって、｢同時業態多様化」という特徴が

ある。特に、外資の主導で小売業界の革新が盛んに行われ､多資本､多

様態の小売業は一気に大都市部に登場し、お互いに競争しながら発展

している。百貨店を除けば、すべての近代的な業態特徴を具備してい

る小売業態はほぼ 1990 年代に登場した(図表 2-5 参照)。その後、中

国の経済成長によって、消費財小売販売額が増加し、多業態の間で競

争しながら発展している｡   

 こうした 1990 年代から、中国の小売業は政治的な環境要因の促進

により急速に発展している。特に、政治的な環境要因である公的権力

の介入が小売業の同時業態多様化という特徴を作り出した 4 6。 

 

2-2-3 小売業の競争 

 近年、中国の小売業は発展・成長過程を経て、再編成の時代に入っ

てきている。ＷＴＯ加盟したからの象徴的な動きは、以下の通りであ

る。 

 まず 2001 年、華潤集団による万佳百貨股份有限公司の吸収合併、

および広州市友誼商店股份有限公司による新大新百貨店の吸収合併、

広州百貨店大厦による南方大厦その他 2 つの小売グループの統合が起

きた。同年、北京のチェーンストアは 13 社の共同出資により、「首都

商業聯鎖集団股份公司」が設立された 4 7。 

 同年 12 月には「天客隆」と「超市発」の合併があり、さらに 2002

年 7 月に聯華股份有限公司が浙江省最大のスーパーマーケット集団

「杭州華商集団」の過半数の株式を取得した。同年 8 月、中国チェー

 
4 6  趙曄「中国における小売業の発展の社会・経済的背景と特徴」、『現代社会文化研究』  

N o . 4 6、 2 0 0 9 年 1 2 月、 7 5 頁。  

4 7  具体的は、北京新燕莎集団、供销集団、第二商業集団、東方達泰資産経営公司、物美

集団、宏潤投資経営公司、城市之光商業有限公司がそれぞれ所有する店舗の一部を現物出

資し、それに中国華潤総公司、北京市国有資産経営公司、西単友誼集団ほか 6 社の出資

を加えて、設立された会社である。総資産が 1 0 億元以上に達し、店舗数も 5 0 0 以上保有

することになる。  
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ンストア業界第 5 位にランクされている華潤万佳が同 6 位の江蘇州蘇

果超市を吸収合併した。2003 年、上海第一百貨店集団、華聯集団、

友誼集団、物資集団の四大流通グループの統合による「上海百聯集団」

の設立が発表され、上海市小売業界のいわゆる「超大型空母」がつい

に姿を現した。 

 以上の合併統合案件には、主に行政指導型のものと自発的なものに

二つに分けることができる。その背景としては、急速な小売国際化に

直面し、外国巨大資本との戦いに国内小売業者がどこまで耐えられる

のかという危機感が政府と業界の双方にあった。  

実際、一部沿岸地域の政府は大型合併を促進することで、外資系に

対抗できる地元系小売企業を育成しようと政策を立てている。しかし、

合併統合の試みは必ずしもすべて成功しているとは言えない。政府の

行政指導による統合は国際化への対応策として、どこまで有効性を持

っているかに対して、疑問の声もある。  

 

2-2-4 小売業の課題 

 前述のように、中国における小売業発展の社会・経済背景の歴史的

変遷から､流通政策は各時期にどのように変革してきたかに焦点を当

てて分析し､その上､売業の発展の特徴が明らかになった｡  結果的に

は､中国政府による流通業の改革､流通開放政策の実施によって､小売

業の近代化が急速に発展した。 

 政府主導による小売業近代化の促進策は小売業の著しい発展を促進

し､変革をもたらした。また､この小売近代化の促進により､中国にお

ける小売業態の多様化は促進された。それに伴い､中国の流通環境が

急速に変化し､小売業の規模拡大が急速に進んでいる。 

 こうした環境の変化に伴って､中国の小売業がさまざまな競争によ

り､今後とも発展するということが考えられる。このことから､小売業

に影響する環境の変化に伴って､ 今後政府の公的権力の介入は市場経

済の原理によって､弱められるということも予想される｡   

 しかし､ＷＴＯ加盟後の流通開放の進展について､外資系小売企業の
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勢力範囲が拡大し、中国小売業におけるその存在感もますます高めら

れてきている。中国国内では､急速な外資拡張による国内企業の危機

感 が次第に強まり､｢流通開放をし過ぎた｣といった批判がなされて

いる｡ 外資に対する規制強化を求める声が高まっている。このような

批判の台頭は､中国企業が危機感を強めていることを表し､当然政府部

門の政策づくりにも反映されることとなった。このことから､今後国

内流通業に対する政府の圧力が強まるということも考えられる 4 8｡  

 今後市場の発展の動きと政府の対応の強さがどのようなものとなっ

ていくか、この点について詳しく分析検証する必要がある。  

 

2-3 電子商取引の隆盛と進化 

 1990 年、国連は企業間の電子データ交換（EDI） 4 9の基準

（UN/EDI-FACT）を公表した。この基準の公表によって電子商取引は、

世界的規模で展開された。中国政府も専門部門を設けて国連 EDI シ

ステム基準を研究した。1993 年 9 月頃に中国の国務院は電子商取引

の発展を促進させるために「三金プロジェクト」 5 0というプロジェク

トを実施し、これを機に中国の EC ビジネスが本格的に展開されるよ

うになった。 

 1994 年９月、中国郵政は CHINANET を立ち上げることで中国にも

インターネットが導入された。1995 年 1 月から、中国電信という会

社が一般消費者向けインターネットの接続サービスを提供することで、

中国にもインターネットが普及するようになった。それから、インタ

ーネットをベースにした電子商取引企業も相次いで現れた。たとえば、

当時「中国イエローページ」という企業があり、インターネットを通

して中国本土の企業と海外の企業との橋渡しをするなど、国際貿易の

仲介サービスを提供していた 5 1。 

 
4 8  趙曄「中国における小売業の発展の社会・経済的背景と特徴」、  『現代社会文化研究』  

N o . 4 6、 2 0 0 9 年 1 2 月、 7 8 頁。  
4 9  E l e c t r o n i c  D a t a  I n t e r c h a n g e。  
5 0  金橋プロジェクト  G o l d e n  B r i d g e  P r o j e c t ) ､  金関プロジェクト  ( G o l d e n  

C u s t o m e r s  P r o j e c t ) ､  金カード・プロジェクト  ( G o l d e n  C a r d  P r o j e c t )  である。  
5 1  宋玉・伊澤、「中国電子商務発展歴史与現状」、『経済管理』、 N o . 3、 2 0 1 6 年、 9 8 頁。  
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 また、中国電子商務研究センターによれば、1997 年から 2009 年

までの中国における電子商取引の発展段階は「萌芽期（1997-1999

年）」、「調整期（2000-2002 年）」、「回復期（2003-2005 年）」、「高度

発展期（2006-2007 年）」、「転換期（2008-2009 年）」という 5 つの

時期に分類されるという。 

 2000-2002 年の調整期では、ドットコムバブルの崩壊が原因で中

国の電子商取引業界は不況を迎えた。特に海外企業との貿易に依存す

る中国本土の電子商取引企業はその影響を強く受けていた。  

 2003 年頃の中国には、大規模な重症急性呼吸器症候（ SARS）が発

生し、一般民衆の外出が控えられる状況になった。そのため、インタ

ーネット関連 B2B、B2C 電子商取引企業が売上を伸ばし、電子商取引

業界は「回復期」に入った。 

 2006-2007 年に入ると、インターネットの接続環境が改善され、

各 EC サイトの利用者が増加し、電子商取引業界は「高度発展期」に

入った。特に 2007 年に、中国国務院による電子商取引発展の「十一

五計画 5 2」の公表とアリババが 16.9 億ドルの融資 5 3を獲得するとい

う 2 つの事件が電子商取引の発展を促進し、電子商取引企業と EC サ

イトの数が急速に増加した。しかし、2008 年世界金融危機の影響で

国際貿易に強く依存する多くの B2B 電子商取引の成長が一時的に停

滞した。 

 しかし、B2B 電子商取引の成長は停止していなかった。中国電子商

取引研究センターの調査によると、2008 年と 2009 年の 2 年間で

75.4％の EC サイトが B2B 業務に移行したという。この時期は電子商

取引の「転換期」といえる 5 4。 

 この時期における電子商取引の急成長には、3 つの原因があると考

 
5 2  第 1 1 次 5 ヵ年規画は 2 0 0 1 年に中国が念願の世界貿易機関（ W T O）加盟を果たした後、

初めて策定する 5 ヵ年規画だったこともあり、対外的に中国はもはや計画経済体制では

なく、市場経済国になったとアピールしたかった時期にあたる。  
5 3  「阿里巴巴 3 次上市」、

h t t p s : / / z i x u n . g p b c t v . c o m / z i x u n / 2 0 2 1 0 4 / 1 5 2 1 8 1 . h t m l、更新日： 2 0 2 1 年 4 月 5

日、閲覧日： 2 0 2 2 年 1 月 1 5 日。  
5 4  『中国経済と日本企業白書』、 2 0 1 4 年、 2 6 2 頁、 h t t p s : / / w w w . j p c i c - s h . o r g、閲

覧日 2 0 2 1 年 1 2 月 3 日。  

https://www.jpcic-sh.org/
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えられる。第 1 に、電子商取引は時間と空間の制限を突破することで

ある。インターネットをベースにする電子商取引は時間と空間の制限

を突破し、根本からビジネスモデルを変えた。それによって、電子商

取引経営者は営業時間と店舗選択に制限されずにビジネスを展開でき

る。第 2 に、電子商取引は消費者に自由で便利な買物環境を提供する

ことである。消費者は時間と空間に制限されずに実店舗より便利に買

い物をすることができる。第 3 に、電子商取引は低いコストでビジネ

スを展開することである。電子商取引コストが低いため、販売される

商品価格も抑えられる。それによって大量販売が実現でき、さらに商

品単位当たりのコストを下げることができる。  

 このような背景で成長した電子商取引は、伝統的小売業に大きな衝

撃を与えた。中国商務部の調査によれば、小売連鎖トップ 100 社が

社会消費品小売総額に占める割合は 2003 年の 7.8％から 2011 年に

は 11.2％まで拡大したのであるが、2012 年には 9.0％に下落した 5 5。

小売連鎖トップ 100 社の中の 87 社の実店舗売上高成長率は、2010

年の 21.8％から 2015 年には 3.2％まで落ちた 5 6。 伝統的小売業の

中でも、特に百貨店、ハイパーマーケットなどの業態が大きな影響を

受けた。 

 なぜなら、百貨店やハイパーマーケットは電子商取引と取り扱い商

品で競合するが、既存店舗は電子商取引に比べて価格、商品種類、サ

ービスの面において劣っているからである。  

（1）価格。ノンストアの電子商取引に対して、既存店舗は店舗維持

コストや人件費等の所要コストが高い。そのため、相対的に商品販売

価格が高くならざるをえない。 

（2）商品種類。実店舗の提供する商品は限られている。それに対し

て、電子商取引においては消費者が空間に制限されずに多様な商品を

 
5 5  「 2 0 1 2 年度零售業発展報告」、

h t t p : / / l t f z s . m o f c o m . g o v . c n / a r t i c l e / l / b s / b u / 2 0 1 3 0 7 / 2 0 1 3 0 7 0 0 1 8 6 2 1 9 . s h t m l、

更新日： 2 0 1 3 年 7 月 4 日、閲覧日 2 0 2 1 年 1 月 2 3 日。  
5 6  張之楠「中国小売市場における外資系小売企業の発展経緯」、『経営学研究論集』、  

N o . 5 0、 2 0 1 9 年 2 月、 1 2 0 頁。  
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同時に比較できる。 

（3）サービス。電子商取引の発展によって商品選択や決済、配送、

返品などのサービスが充実してきた。電子商取引における消費体験の

向上によって消費者はリアル店舗よりも電子商取引を選択しつつある。   

 このようなことから、2012 年から伝統的小売業の閉店が増え続け

ている。商聯網の統計データによれば、 2013 年に全国主要小売業

（百貨店、ハイパーマーケット）では 35 の大型店舗が閉鎖し、2014

にはさらに 201 店舗が閉鎖した 5 7。また 2014 年にウォルマートは 16

店舗、LOTTEMART は 6 店舗、華潤萬家、カルフール、テスコはそれ

ぞれ 4 店舗を閉鎖した 5 8。 電子商取引の衝撃によって、伝統的小売

業も事業モデル転換の重要性を認識し、電子商取引に進出している。

2012 年 6 月まで、中国小売連鎖トップ 100 社の中で、59 社は既に

電子商取引に携わり、70 店舗以上のオンラインショップを展開した 5 9。

例えば、アメリカのウォルマートは 2010 年末に傘下の Sams club27

のオンラインショップを開店し、中国での新たな経営方式を探ってい

る 6 0。ドイツのメトロは 2012 年 5 月に公式 EC サイトを開設し、新

たな経営方式を模索している 6 1。 

 このような状況に対して、中国政府は伝統的小売業の事業モデル転

換を促進するために、電子商取引の発展を政策面から推進した。特に、

越境電子商取引に関する諸法案を公布したことは、飽和化しつつある

中国市場を鑑み、電子商取引の国際化を図ったことで注目されている。  

 2012 年に、電子商取引の対外貿易能力を引き上げるために、商務

部は『電子商取引プラットフォームを利用することによる対外貿易を
 

5 7「 2 0 1 4 年主要零售企業閉店統計」  、

h t t p : / / w w w . l i n k s h o p . c o m . c n / w e b / a r c h i v e s / 2 0 1 5 / 3 1 5 6 8 3 . s h t m l、更新日： 2 0 1 5

年 1 月 2 2 日、閲覧日： 2 0 1 0 年 2 月 1 5 日。  
5 8  この時期では、外資系企業の閉店率はやや高いであったが、その原因は 3 つがあると

考えられる。具体的に（ 1）マクロ経済の低迷、（ 2）店舗賃金、人件費等コストの高騰

（ 3）電子商取引の発展による売上高の低下、という 3 つの原因が挙げられる。  
5 9  「零售商開展網絡零售研究報告」、中国連鎖経営協会、 2 0 1 2 年。

h t t p : / / w w w . c h i n a i r n . c o m / n e w s / 2 0 1 2 0 6 2 8 /  8 7 8 0 0 2 . h t m、閲覧日： 2 0 2 1 年 2 月 1 5

日。  
6 0  h t t p : / / w w w . 0 4 6 0 . c o m / v i e w / 1 7 4 2 5 5 . h t m l、閲覧日： 2 0 2 1 年 2 月 1 5 日。  
6 1  h t t p s : / / b a i k e . b a i d u . c o m / i t e m /麦 +  网上商城 / 2 3 8 9 7 6 2 ? f r＝ a l a d d i n、閲覧日：

2 0 2 1 年 2 月 1 6 日。  
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展開するに関する意見』 6 2を公布し、国際市場の開拓を後押しする方

針を明らかにした。 

 2013 年、国務院が『商務部の越境 EC 小売輸入を支持する関連政策

意見』 6 3を発表し、越境 EC の発展に方向性を示した。この通達では、

3 つの電子商取引の経営主体を確定した。それは、①自社で越境ＥＣ

プラットフォームを構築する企業、②第三者越境 EC プラットフォー

ムによって輸出越境 EC を展開する企業、③輸出越境ＥＣを展開する

企業に第三者越境 EC プラットフォームを提供する企業である。この

政策によって、多くの企業が公式 EC サイトを開設するか、電子商プ

ラットフォームを開設し電子商取引に携わるようになった。  

 さらに、この通達では、輸入商品の通関について、前述した 3 つの

経営主体が輸入商品の申請リストを一つにまとめて申告できる制度を

導入した。これにより、輸入企業は申告費用が抑えられ、輸入商品の

コストを抑えられるようになった。2015 年に、国務院による「中国

における越境 EC 総合試点（テストケース） 6 4」政策を実施した。 こ

れによって、中国杭州が中国における初めての越境 EC 総合試点（テ

ストケース）として認可された。2016 年に、中国国務院は『天津等

12 都市で越境 EC 総合試点（テストケース）の設立に関する回答』を

公布し、新たな試点（テストケース）都市を発表した 6 5。それによれ

ば、天津市、上海市、重慶市、合肥市、鄭州市、広州市、成都市、大

連市、寧波市、青島市、深圳市、蘇州市等 12 都市で越境 EC 総合試

点（テストケース）の設立が認められた。試点（テストケース）の設

立は、越境 EC の発展を促すとともに、新たなビジネスの発展を推進

した。2018 年になると、政府の政策的推進によって多くの伝統的小

売業が新たな電子商取引策を検索するようになった。例えば、 2012

 
6 2  「関於利用電子商平台開展外貿的若干意見」、中国商務部 2 0 1 2 年 8 月公布。  
6 3  「関於実施支持跨境電子商零售出口有関政策意見的通知」、中国国務院 2 0 1 3 年 8 月公

布。  
6 4  『国務院関与同意設立中国（杭州）跨境電子商務商総合試験区的批复』、中国国務院

2 0 1 5 年 3 月公布。  
6 5  『国務院関与同意在天津等 1 2 个城市設立跨境電子商総合試験区的批复』、中国国務院

2 0 1 6 年 1 月公布。  
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年に経営不振で中国の 7 店舗を閉鎖した The Home Depot はその後

経営方針を変換し、EC サイト（T-MALL、2013 年 6 月参入）を通じ

て中国での経営拡大を図っている。 

 2015 年にカルフールは公式 EC ショップを開店し、さらなる発展を

模索している 6 6。また、越境 EC の発展は外資系企業の中国進出に新

たな参入手段を提供した。例えば、中国で実店舗を開店する前に、先

に電子商取引を通じて中国でビジネスを展開する手法がその一つであ

る。アメリカのコストコは 2014 年に、オーストラリアのウールワー

スは 2015 年に、ドイツのアルディは 2017 年に、それぞれに中国最

大級の EC サイトである T-MALL 国際に参入した。この中国最大の

B2C サイトを入口として、2017 年までに、コストコ、メイシーズ、

Victoria's Secret、LG、マツモトキヨシなど 74 か国・地域の 1

万 8,000 ブランドが相次いで T-MALL 国際でビジネスを展開している。 

 

2-4 まとめ 

 本章では、上述したように、歴史から見ると中国の流通のプロセ

スを改革開放前、改革開放後～20 世紀末と 21 世紀以降の 3 つに分け

ることより考察した。これにより、この三つの時期における中国小売

業発展の背景や特徴が明らかになった。  

 中国政府による小売業への対外開放政策から、外資系小売企業の導

入決定に至るまでのプロセスを検証した結果、中国小売業の新しい変

化の過程が見られるようになった。これらの変化は国内企業への小売

の新業態や経営技術の移転を刺激することにもなり、流通の近代化を

大きく促進したこと、さらに中国の伝統的な小売業態である国有百貨

店、食品店および自由市場の存在に対して、新たな小売業態が出現し、

競争関係は生み出したことがこの時期における中国小売業の最大の変

化と言えよう。 

第三章 中国小売業に進化をもたらす経営環境の変化  

 
6 6  「商務部： 2 0 1 7 年重点監側 2 7 0 0 家典型零售企業銷售額同比增長 4 . 6 %」、

h t t p : / / w w w . 1 9 9 i t . c o m / a r c h i v e s / 6 7 5 0 0 2 . h t m l、閲覧日： 2 0 2 1 年 2 月 2 4 日。  
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 2019 年に中国商務部が発表したデータによると、中国の消費水準

を図る社会小売消費総額は 1952 年の 277 億元から 2018 年の 38 兆

元まで拡大し、建国して以来の消費市場の急激な拡大ぶりを明らかに

した。中国の消費が経済成長への寄与度は 2014 年から 2018 年まで

5 年連続で 50%を超えている 6 7。「世界の工場」から「世界の市場」へ

と推進している中国では、日々めまぐるしい変化が生じている。  

 近年、中国におけるインターネット小売販売の市場規模が急速に拡

大している。その中で、改革解放後に生まれ育ち、市場的な取引関係

のもので成長し、旺盛な消費意欲をもち、インターネットに慣れ親し

んだ「80 後」（1980 年代生まれ）および「90 後」（1990 年代生まれ）

世代が消費の主流となり、ネット通販の拡大を大きく支えている。  

 こうした世代の消費者の多くは、一般に価格に対する感度が高いと

言われている。中国電子商務研究センター（ 2013） 6 8で言及されてい

る調査データ（2011 年実施）においても、ネット小売を選択理由と

して（図表 3-1）、2 位の「家まで届けてくれるため便利」（ 25.7％）、

3 位の「品揃えで選択余地が大きい」（13.1％）を大きく引き離して

「実店舗で買うより値段が安い」（48.4％）が一位となっている。ネ

ット小売は、こうした消費者の価格志向の強さに対応した価格設定を

行いやすいビジネスモデルであるがゆえに、消費者の支持を集めてい

る。 

 また、一部の大都市を除いて、都市内公共交通機関を中心とする交

通インフラが未整備であるため、消費者はリアル店舗へのアクセスが

悪いことも、消費者がネット小売を選好する重要な要因として挙げら

れる。なお、ネット小売に必要な宅配システムについては、 2013 年

6 月末時点で中国において登録されている物流業者は約 70 万社、宅

 
6 7  リサーチ＆アドバイザリー部中国調査室、「中国における消費市場の拡大とラ、イフス

タイルの変貌～携帯アプリでの暮らし方」、 M U F G  バンク（中国）経済週報、 2 0 1 9 年 1 1

月 6 日、 1 頁。  
6 8  「関於編制《 2 0 1 3 年度電子商務 /互連網金融系列研究報告》的通知」、

h t t p : / / w w w . 1 0 0 e c . c n / z t / 2 0 1 3 b g d z h /、閲覧日： 2 0 2 1 年 1 0 月 2 7 日。  
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配業者は 7,500 社以上存在し、利益度外視の激しい価格競争が展開

されている。その結果、宅配件数の増加にもかかわらず、宅配単価が

低下しており、ネット小売市場の成長を後押しする要因となっている

という 6 9。 

 

図表 3-1 ネット通販を選択理由  

 

出所：「中国消費者報告」、 2 0 1 3 年 1 1 月 1 日。  

( h t t p s : / / w w w . d j y a n b a o . c o m / p r e v i e w / 2 7 4 0 5 8 4 ? f r o m = s e a r c h _ l i s t )  

 

3-1 ネット通販の発展と利用者数の急増 

 EC 業者によるセールキャンペーンは消費者に影響を及ぼし、普通

の買い物よりオンラインショッピングが安くて便利だとの認識は特に

若い消費者層で広がっている。オンラインショッピングで、一・二線

都市 7 0に住んでいる消費者にとっては、実店舗より安い商品を購入で

きる。そして、三・四線 7 1都市、さらに農村に住んでいる消費者にと

っては、現地の実店舗にない商品を買える。  特に最近、支払い手段

が増え、サービスもかなり良くなってきている。物流環境が整備され、

 
6 9  渡辺達朗『中国・東南アジアにおける流通・マーケティング革新』、白桃書房、 2 0 1 5

年 3 月 3 日、 4 0 - 4 1 頁。  
7 0  一線都市とは全国の政治経済など社会活動の中で、重要な地位を持ち、指導的作用と

影響力を持つ大都市。二線都市とは一定の経済基礎があり、商業活動が相対的に活発で、

大都市、大ブランド、優秀な人材の（誘致に）一定の吸引力がある都市。  
7 1  三線都市とは経済規模が比較的大きい地方の中小都市を指しており、国際的影響力が

ほぼない都市である。四線都市とは、水道や電気などの基礎インフラが整えている、三線

都市に比べれば劣る。  
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モバイルインターネット技術も成熟してきたため、ネット通販を利用

する人がますます多くなってきている 7 2。 

 2008 年ごろ、中国のインターネットユーザー規模が 50%以上の増

加率で拡大していた。中でも、モバイルインターネットのユーザー比

率は 2006 年末の 10.5%から 2009 年末の 60.8%へと急速に拡大した

が、2011 年末までに一度停滞していた（図表 3-2）。一方、世界的に

みると、2009 年からスマートフォンのプレゼンスが急上昇するよう

になり、年間出荷台数の伸び率は最高で 90%を超えていた。中国にお

いても、スマートフォンの市場シェアは 2011 年から 2014 年まで急

速に拡大した（図表 3-3）。世界におけるスマートフォーンブームは、

停滞していた中国のモバイルインターネットの使用率をさらに促進し、

モバイルインターネットの利用比率は再び上昇に転じている 7 3。  

 

  図表 3 - 2  中国インターネット       図表 3 - 3  スマートフォン市場    

   の推移利用者規模の推移  

 

 

出所： W I N D よりリサーチ＆アドバイザリー    出所：中国工業と情報化よりリサーチ

＆一部中国調査室より作成            アドバイザリー部  中国調査部作成  

 
7 2  馮嘉会・汪志平「中国におけるネットショッピングの発展」、『札幌大学総合論叢』、

N o . 4 7、 2 0 1 9 年 3 月、 1 1 9 頁。  
7 3  リサーチ＆アドバイザリー部中国調査室、「中国における消費市場の拡大とライフスタ

イルの変貌  ～携帯アプリでの暮らし方」、 M U F G バンク（中国）経済週報、 2 0 1 9 年 1 1 月

6 日、 4 - 5 頁。  
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 図表 3-4 は、2008 年から 2013 年までの中国におけるネット小売

販売総額の拡大状況と、チェーンストア上位 100 社の売上総額と社

会消費財総額の推移を表している。2013 年におけるネット小売の市

場規模は、前年比 42.8％増の 1 兆 8,851 億元に達し、社会消費財小

売総額に占める割合は 2003 年の 0.06％から 8％超に急拡大している。

これに対して、2013 年の中国チェーンストア上位 100 位の売上総額

は前年比 9.9％増の 2 兆 400 億元、社会消費財小売総額に占める比

率は 8.6％と、かろうじてネット小売を上回るにとどまっている 7 4。 

 

図表 3-4 中国におけるネット小売市場の拡大  

 

出所：中国電子商務研究センター、中国聯鎖経営協会、中国統計局の調査データをもとに

筆者作成。  

 

 さらに、後述の中国ネット企業最大手のアリババグループは、毎年

11 月 11 日（独身の日）に B2C サイトと C2C サイト淘宝で「双 11」

イベントセールを実施しているが、2013 年の同一日だけで売上総額

350 億 1,900 万元に達した。これは、チェーンストアランキング大

 
7 4  渡辺達朗『中国・東南アジアにおける流通・マーケティング革新』、白桃書房、 2 0 1 5

年 3 月 3 日、 4 0 - 4 1 頁。  
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手の永輝超市グループの年間売上（2013 年）に匹敵的規模であった

7 5。さらに、2014 年には 517 億元に達し、しかも、モバイル端末か

らの発注の比率が売上全体の 42.6％を占めたことが特徴的であった。 

 

3-2 ネット通販とキャッシュレス化による決済手段の変化  

 近年では、スマートフォンでアプリケーションを用いて二次元コー

ド（QR コード）を読み取るだけで決済が完了できるモバイル決済の

利用が急速に拡大し。消費者の利便性向上を追及した「キャッシュレ

ス」が普及しつつある中国社会の動向が、世界中から注目されている

7 6。 

 キャッシュレス化とは単に決済を簡素化するだけでなく、新たな商

品やサービスを生み出す効果がある。 

 一方中国では、銀行でキャッシュカードを作れば自動的にデビット

カード機能も付帯されるため、クレジットカードよりもデビットカー

ドが一般的である。店頭での支払時に暗証番号とサインがあれば、直

接銀行口座から利用額を引き落とすことができる。インターネット通

信販売の普及と共に浸透した後述の「アリペイ」、ほとんどの中国人

が利用 する イン ス タント メッ セー ジ ングア プリ 上で 提 供され る

「 WeChat Pay」 7 7など、これらのアプリと銀行口座情報とを紐付け

すれば、銀行口座から直接、企業や個人、友人との間で金銭のやり取

りが可能である。銀行を介さずサインも不要、携帯電話の指紋認証機

能を使えば暗証番号すら入力せず瞬時に支払いが完了し、個人利用の

範囲なら手数料もかかりません。こうした決済手段の普及により、さ

まざまなサービスがキャッシュレスで展開されるようになった。 

 中国のキャッシュレス化は主にモバイル決済が中心であり、これは

 
7 5  渡辺達朗『中国・東南アジアにおける流通・マーケティング革新』、白桃書房、 2 0 1 5

年 3 月 3 日、 4 4 頁。  
7 6  朱永浩「中国におけるキャッシュレス化の現状と課題― O 2 O マーケティングの可能性」、

『 E R I N A  R E P O R T  P L U S』、 N o . 1 4 6、 2 0 1 9 年、 1 頁。  
7 7  W e C h a t (ウィーチャット )という、中国国内で 9 億人もの人が利用するコミュニケーシ

ョンツール (アプリ )の情報をもとにしいている。 W e C h a t  P a y とは、 W e C h a t  P a y は

W e C h a t 電子決済サービスである。  
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従来型である上記の 2 つの決済手段とは異なる新しい仕組みによるも

ので、2000 年以降のインターネットとスマホの普及によって迅速な

発展を遂げている。モバイル決済は、通常、携帯電話などに設定され

た「ウォレット」と呼ばれる領域で、スマホと QR コードを利用し中

国独特な決済方法である。また、他の国と比べて、中国版キャッシュ

レス化は規模拡大が速い 7 8。例えば、2012 年に 2.3 兆元（約 36.8

兆円）であったモバイル決済総額は、 2017 年には 202.9 兆元（約

3246.4 兆円）にまで増え、決済回数も 2015 年から急増している 7 9 。 

 前述のように、中国では、 QR コードをスマホで読み込む決済を行

う方式が主流であるため、バーコードリーダーなどの特別な装置がな

くても決済が可能である。そのメリットとして、店舗側は導入費用が

抑えられ、また、消費者も現金を用意する必要がなくなることから、

双方に利便性をもたらしている。現在、中国のモバイル端末で使われ

ているアプリの使用用途は、多岐にわたり、音楽、旅行、デリバリー、

ホテルの予約、タクシーの配車など数多く挙げられる。また、これに

合わせて、多種多様なモバイル決済アプリも開発されており、買い物、

飲食、娯楽、タクシー、公共料金の振り込みなど、多くの都市の至る

ところでモバイル決済が使用され、スマホが財布としての役割を果た

している。つまり QR コードさえあれば、消費生活のほぼすべてにお

いて「アリペイ」や「 WeChat Pay」などを用いて対応することが可

能となっている 8 0。 

 中国のキャッシュレス化のもう一つの特徴は「第三者決済」を利用

している事である。第三者決済とは、ある程度の規模と信用を有する

独立した第三者決済機関が、銀行と契約を結ぶことによって、銀行の

支払決済システムと接続した決済プラットフォームを提供するという

 
7 8  孟丹「中国におけるモバイル決済の実態分析」、『立正経営論集』、 V o l . 5 2、 2 0 1 9 年 9

月、 8 2 頁。  
7 9  西村友作「中国ではどうやってモバイル決済が広まったのか」、日経ビジネス、更新

日： 2 0 1 9  年 2 月 1 9 日。

h t t p s : / / b u s i n e s s . n i k k e i . c o m / a t c l / s e m i n a r / 1 9 / 0 0 1 0 9 / 0 0 0 0 3 /、閲覧日： 2 0 2 1

年 1 2 月 1 0 日。  
8 0  孟丹「中国におけるモバイル決済の実態分析」、『立正経営論集』、 V o l . 5 2、 2 0 1 9 年 9

月、 8 4 頁。  

https://rissho.repo.nii.ac.jp/?action=repository_opensearch&creator=%E5%AD%9F+%E4%B8%B9
https://rissho.repo.nii.ac.jp/?action=repository_opensearch&creator=%E5%AD%9F+%E4%B8%B9
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非銀行決済である 8 1。 

 一方、キャッシュレス化が広く社会に浸透するとともに、多くのユ

ーザーが懸念する個人情報に関するセキュリティ対策、プライバシー

の保護意識が今まで以上に求められる。そのため、中国政府による規

制強化の動きが近年加速している。 

 

3-3 ネット通販と近代的物流システムの確立  

 キャッシュレス化急拡大する中国では、ネット通販取引規模の急拡

大に対し、物流・ 配送がボトルネックとなった。これまでネット通

販の物流は、労働力の大量投入によって支えられてきた。さらに、こ

の物流では、運賃の安さが優先され遅延、荷物の破損、紛失などの問

題を先送りされていたが、消費者はこのような問題の改善を求めるよ

うになった。ネット通販事業者は消費者ニーズに対応して他社よりも

早く届ける物流サービスで差異化するため、物流センターの自動化や

店舗から迅速なバイク配送など、さまざまな取り組みを進めている。

以下の実例から検証してみる。 

 

3-3-1 無店舗型ネット通販物流システム 

(1) 菜鳥網絡 

 菜鳥網絡は 2013 年に広州省深圳市において、アリババグループを

中心に百貨店系大手の銀泰、宅配便系大手の申通・園通グループなど

が連携して設立し通販サービスネットワークである。  

 アリババは、かつては宅配便事業者に配送を委託していたが、菜鳥

は宅配便事業者を含む多くの物流事業者を巻き込み、物流に関連する

各種データやその分析の利用を中心とした物流プラットフォームの構

築を進めている。菜鳥はアリババのプラットフォームを土台にして、

自動化設備を有したスマート倉庫のネットワークを形成しており、こ

れらの倉庫を拠点として全国 1,000 以上の地域においてネット通販

 
8 1  中国投資銀行部中国調査室「中国第三者決済業界の規範化が進む「網聯」の登場によ

り新たなステージへ」、 M U F G バンク（中国）経済週報、 3 5 9 期、 2 0 1 7  年 8 月 2 日、 2 頁。  
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のための当日配達、翌日配達を行っている 8 2。 

(2)  京東物流 8 3 

 直営型の京東は、モール型事業者と比べ自社物流体制の構築に力を

注いできた。2007 年に配送まで含めた自社物流体制の整備を始めた。

2010 年には、午前 11 時までの注文で当日配送、午後 11 時までの注

文で翌日配送するという「211 限時達」の速配サービスを大都会で開

始した。 

 現在、全国にインテリジェント物流センター 14 か所、一般貨物輸

送センター30 か所、冷蔵センター7 か所、大型 TC7 か所、倉庫 500

か所、配送拠点 7,000 か所、荷物受渡所数 10 万か所、配送 65,000

人を配備し、中国全人口の 99％を自社配送ネットワークでカバーし

ている。2018 年には、物流部門を分社化して京東物流を設立した 8 4。 

 

3-3-2 物流センターの自動化 

3-3-2-1 アリババ 

（1）スマート倉庫 

 モール型ネット通販である T-MALL では、原則として同サイトに出

店する各事業者が自身で在庫管理や出荷を行っている。しかし、アリ

ババ自身が売主となる T-MALL スーパーでは、菜鳥のスマート倉庫を

利用している 8 5。 

（2）AGV（無人搬送機）の活用 

 保管のための立体自動倉庫、仕分けのための高速自動仕分け機（物

流ロボット）が導入されている。アリババの AGV は上海のロボット

メーカーが製造したもので、AGV を運用するシステムは菜鳥が自社開

 
8 2  林克彦「中国における E C プラットフォーマの物流革新」、『日本物流学会誌』、 V o l . 2 7、

2 0 1 9 年 6 月、 1 9 0 頁。  
8 3  中国 E C 2 位で京東集団（ J D . c o m）の物流企業である。  
8 4  中国情報ブログ、「京東商城特徴や読み方、京東全球購（ J D  W o r l d w i d e）について解

説」、 h t t p s : / / w w w . c b n . c o . j p / a r c h i v e s / 2 5 7 5 更新日： 2 0 2 1 年 1 月 1 8 日、閲覧日：

2 0 2 2 年 2 月 2 0 日。  
8 5  「中国：アリババ系のスマート物流倉庫が稼働、広州で 1 日 1 0 0 万件処理」、

h t t p s : / / j p . r e u t e r s . c o m / a r t i c l e / i d J P 0 0 0 9 3 3 0 0 _ 2 0 1 6 0 8 1 6 _ 0 0 3 2 0 1 6 0 8 1 更新

日： 2 0 1 6 年 7 月 1 6 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 2 月 1 8 日。  
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発している。2018 年 8 月現在、AGV が導入されている菜鳥のスマー

ト倉庫は全国で 4 か所ある。スマート倉庫の投資回収期間は短く、2

年から 3 年で回収することができるという 8 6。 

 物流センターでは、商品の出荷頻度によって商品をパレート分析で

分類し、出荷頻度が多い A 商品を対象としてピッキング方式と、出荷

頻度が相対的に少ない B・C 商品を対象としたピッキング方式とが区

別されている。 

 A 商品は、高層の棚の一番下の棚に置かれている。 AGV はピッキン

グのために商品が置かれた棚を自動搬送する。 3 段のラックには、計

9 個の段ボール箱がセットされている。ピッキング作業員は、一定間

隔に配置されており、自動走行してきた AGV が特定の商品の置かれ

ている棚の前に止まると、その棚の前にランプが点灯して数字が示さ

れる。作業員はその棚の場所に移動して、点灯した商品を数字で示さ

れた数だけ取り出す。棚のディスプレイには AGV のラックの段ボー

ルの番号が表示されおり、その番号の段ボールに取り出した商品を入

れる。 

 これとは別に、 B・C 商品を対象としたピッキングエリアが設定さ

れている。ここでも AGV が使用されているが、ピッキング方式は A

商品のものとは異なっている。ここでは、AGV はあらかじめ商品が積

み込まれたラックを作業員のところに自動搬送する。作業員は定まっ

た場所で留まり、そこに AGV が商品の詰め込まれたラックを搬送し

てピッキング作業を行う。 

 作業員は、手前のディスプレイに示された指示に従って、 AGV によ

って運ばれたラックから必要な商品をまとめて取り出し、手元の通い

箱に入れていく。通い箱に投入された商品は、複数の注文があったも

のを束ねてピッキングしたものであり、 B・C 商品はピッキングが 2

 
8 6  日経ビジネス「  製造、物流、ホテルまで中国経済の隅々に広がるアリババ経済圏」、

h t t p s : / / b u s i n e s s . n i k k e i . c o m / a t c l / N B D / 1 9 / s p e c i a l / 0 0 7 6 9 / ? P = 2 更新日： 2 0 2 1

年 4 月 2 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 2 月 1 9 日。  
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段階に分けて行われている 8 7。 

 ファーストピッキングが完了した通い箱はラックに載せられて、再

び AGV によって別の作業員のもとに自動搬送される。そして次のピ

ッキングエリアでは、注文単位の段ボール箱に商品を入れていく。  

 2018 年 8 月時点では、作業員はピッキングエリアで 80 人から 90

人程度が作業していた。また、340 台の AGV が嫁働していた。 

（3）検品・包装作業 

 注文単位で段ボール箱にピッキングされた商品は、次の段階で検品

と包装が行われる。検品・包装のエリアでは、100 人程度の作業員が

割り当てられる。 

（4）自動化の効果と課題 

 AGV の導入によってピッキング作業の効率性は、A 商品では 2 倍程

度、B・C 商品では 3 倍程度高まった。ただし、検品・包装に多くの

作業員を投入する必要があるため、物流センター全体の効率性は従来

に比べて 30％程度の上昇に留まる。完全嫁働するようになれば、作

業員は 300 人以上必要となり、特に検品・包装のエリアでは、 200 人

の作業員が必要となる 8 8。 

 

3-2-2-2 京東物流 

（1）アジア一号倉庫 

京東物流には、ロボット技術、 AI（人工知能）、ビッグデータなど

の開発部門であるＸ事業部が設置されている。2014 年の上海を皮切

りに、複数の主要都市で無人倉庫（アジア一号倉庫）の展開を開始し

た。 

（2）AGV の活用 

 北京アジア一号倉庫では、ファーストピッキングを小型 AGV で行

っている。ファーストピッキングでは、小型 AGV が商品ラックを、

 
8 7  林克彦「中国における E C プラットフォーマの物流革新」、『日本物流学会誌』、

V o l . 2 7、 2 0 1 9 年 6 月、 1 9 2 頁。  
8 8  林克彦「中国における E C プラットフォーマの物流革新」、『日本物流学会誌』、

V o l . 2 7、 2 0 1 9 年 6 月、 1 9 2 頁。  
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固定作業場所にいるピッキング作業員の前に搬送する。AGV が搬送す

るラックは、 WMS 8 9の情報と連動させることで品目を分類して、 AGV

ラックの利用率を高めようとしている。ピッキングと同時に、どの商

品を補充するかを決めている。 

 ファーストピッキングで通い箱に入れられた商品は自動立体倉庫に

いったん収められる。セカンドピッキングでは、自動立体倉庫から排

出された通い箱の中の指示された商品をピッキングして、オーダー単

位に仕分けている。包装された商品は、クロスベルトソーターで方面

別に仕分けられる。 

 北京アジア一号倉庫のファーストピッキングのエリア面積は 8,000

㎡、管理在庫は 8,000SKU 9 0である。嫁働中の AGV は 217 台である。 

（3）自動化の効果と課題 

 AGV を導入することで、ピッキング作業員は 10 人で済み（従来型

のピッキングでは 52 人）、1 時間当たり 612 件（従来型のピッキング

では 1 時間 137 件）、56,545 品目のピッキングが可能となった。 

 また、より大型の AGV の導入も進められている。小型 AGV は棚を

移動させるが、大型の AGV はベルトコンベアが上部に取り付けられ

ており、上に載せた荷物をベルトコンベアに直接移送される。  

 一方、荷物の搬出入と積み下ろしに人手がかかるという課題が依然

として残っている。この倉庫では、到着したトラックへの積み下ろし、

倉庫への搬入、トラックへの積み込みは人手によって行われている 9 1。 

 以上のようにネット通販においては、これまでの物流とは異なる、

商流、物流、情報流へのニーズが生まれてくる。取引単位が個人ベー

スとなり、取引回数が増大し、配送距離は長くなるなか、輸送時間の

短縮、一層の物流コストの低減と効率化などさまざまな課題に直面す

る。この分野では創造的な発想を自由に展開できるようなビジネス環

 
8 9  W M S とは、倉庫管理システム ( W a r e h o u s e  M a n a g e m e n t  S y s t e m )の略称で、倉庫への

貨物、資材、商品の入出庫管理や在庫管理などの機能を搭載したシステムである。  
9 0  S K U とは、 S t o c k  K e e p i n g  U n i t（ストック・キーピング・ユニット）の略で、受発

注・在庫管理を行うときの、最小の管理単位である。  
9 1  林克彦「中国における E C プラットフォーマの物流革新」、『日本物流学会誌』、

V o l . 2 7、 2 0 1 9 年 6 月、 1 9 3 頁。  
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境が必要であり、国・政府がこうした環境を整備できるかが問われて

いる。これは中国のみならず、世界のどの国にとっても大きな課題で

あろう。 

 

3-3-3 ネット通販の消費者行動変化 

 ネット通販が活発になっていると同時に、消費者の購買行動がイン

ターネットの普及により変わってきた。  

 2015 年中国は、過去 30 年あまり続けてきた高度成長から、 7〜

8％程度の GDP 成長率を目指す経済目標転換を明確に打ち出した。こ

れからは経済成長が穏やかな安定成長下での新しい状態、すなわち

「新常態」 9 2の時代に入っている。このような経済の安定化に対し、

2014 年、中国の社会消費品小売総額（生活者や社会団体へ直接販売

する小売総額）の成長率は 12％に抑えられ、2004 年以来の最低水準

となったが、それでも二桁成長を保っている。さらに、GDP 増加への

貢献率から見ると、2014 年は、消費が約 51.2％、投資は 48.5％と、

消費が初めて投資を上回る結果となった 9 3。 

 「新常態」の時代において、拡大する消費市場は、今後の中国経済

成長の牽引役として最も注目されている。現在の中国は、経済の量的

拡大よりも質の向上を重視するようになり、その結果、産業や需要、

そして所得分配の面において、経済構造の改善が見られている 9 4。 

 「新常態」時代に入り、消費は質的にも以下のように変化してき

ている。 

（1）政府補助金が廃止される。以前まであった家電や自動車などへ

の政府による直接的な消費補助政策が打ち切られた。例えば中国政府

は 2018 年 2 月 14 日、電気自動車（EV）とプラグインハイブリッド

 
9 2  中国経済が高度成長期を終えて中高速成長期という新たな段階に入っていることを示

す経済用語である。  
9 3  任意飛 [急速に進化する中国消費革命― E C マーケティングで先行する中国デジタル社

会の実像 ]、『高千穂論叢』、 V o l . 5 3、 2 0 1 8 年 1 1 月 2 5 日、 1 6 9 頁。  
9 4  関志雄「中国経済の新常態」、 R I E T I（独立行政法人経済産業研究所）、 2 0 1 4 年 8 月。  

h t t p s : / / w w w . r i e t i . g o . j p / u s e r s / c h i n a - t r / j p / s s q s / 1 4 1 0 0 3 s s q s . h t m l 閲覧日：

2 0 2 2 年 2 月 1 5 日。  
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車（PHV）に対する販売支援を目的とした補助金制度を見直すと発表

した。2018 年から国が自動車メーカーに対して支払う補助金を従来

比で約 3 割減額した。国の補助金減額に続き、各地方都市がメーカー

に対して別途支給する補助金も減額する見通しである。中国では

2016～2017 年前半にかけ、多額の補助金を狙って不正受給が相次ぎ、

その結果、販売は急増したが、政府は事態を重くみて補助金を減額す

る方向で調整し、18 年は大きな減額に踏み切った 9 5。今後、政府の方

針転換によって、大規模な補助金政策は廃止されるようである。これ

は消費市場に対して、政策的な刺激策による成長から、自発的自立的

市場に転換させる狙いもある。 

 (2)公的部門の浪費という不健全な消費の割合が減少しつつある。

かつての政権下では、中国の消費市場で「三公消費」（公費による飲

食、公用車の私用、公費による出張・旅行）の占める割合が非常に大

きかった。しかし、習近平政権下の中国政府の『反汚職取締』『贅沢

禁止令』などで、このようないびつな消費行動が減少してきた 9 6。 

（3）所得水準の上昇に伴い、消費者ニーズは多様化・高度化すると

見込まれる。中国の消費者のライフスタイルは、多少高くても手が届

く範囲ならより良い商品を手に入れようとする、いわゆる品質を重視

するものに変わりつつある。しかも、2013 年以降インターネットの

普及により、インターネット通販を利用して、個性的な商品、オーダ

ーメイド商品、輸入品など、さまざまな商品を誰でも容易に購入でき

るようになった。さらに今日では商品だけではなく、レジャーや宿泊、

通信などのサービスに対する需要が特に大きく拡大している。  

（4）IT の進化によって中国はインターネット普及の恩恵を存分に受

けている。中国のインターネット経済の対 GDP 比は、2010 年の時点

では 3.3％と多くの先進国に後れを取っていたが、2013 年には

 
9 5  日本経済新聞「中国、 1 8 年の E V 補助金を減額 1 7 年 3 割減に」、 2 0 1 8 年 2 月 1 4 日、

閲覧日： 2 0 2 2 年 2 月 1 5 日。  
9 6  中国の党・国家が展開する腐敗撲滅キャンペーンのこと。官僚などの公職にある者が

自らの地位や職権・裁量権を濫用し、収賄、横領などの涜職行為に手を染める汚職腐敗現

象の蔓延に対して、法規制の強化、綱紀粛正、涜職官僚の摘発などを進める運動をさす。  
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4.4％に上昇し、先進国並みの水準に達し、インターネット関連の消

費市場も急成長している。中国における EC での商品購入の伸び率は、

2015 年時点で年平均 50％以上と急激な成長を遂げている 9 7。 

 「理性的な消費」が 2014 年の「新常態」を生じさせた。ここ数年、

中国の急速な経済成長は、一方で社会のひずみを拡大した。貧富の差

が広がり、物価も継続的に上昇している。中国の各メーカーは、中国

の富裕層相手の高級市場を狙い、高価な商品をラインナップに加えた

が、あまりにも高額な商品であるため、一般消費者はなかなか手が届

かない状態であった。 

 「新常態」に入ると、贅沢品販売が減速する傍ら、大衆向け商品は

著しい伸びを示した。  たとえば、日本のファーストリテイリング

（ユニクロ）は、「価格に対する品質最大化」を目標に、商品の値ご

ろ感、お得感を提供し続けた結果、短期間で急速に中国事業の拡大を

実現した。このような大衆消費によって中国全体の消費レベルが向上

し、消費市場の支えとなって、今後も中国経済を牽引する役割を果た

すと見られている 9 8。 

 

3-3-4 ネット通販をめぐる法整備と消費者保護制度の確立  

 中国のネット通販小売企業が長期・短期・中期的要因、政府規制の

変化によってビジネスモデル全般的革新を求められている。デジタル

市場競争の拡大に伴い、競争法の運用に新たな課題が突き付けられた。  

 2005 年 11 月に策定された『2006-2020 国家情報化発展戦略』で

は、経済の情報化によって投資が牽引する成長パターンに転換する方

向性が打ち出された。具体的には、①国民経済の情報化推進、②電子

政府の実施、③社会主義に適合した健全なインターネット文化構築、

④教育・科学研究・医療・社会保障など社会の情報化、⑤情報インフ

ラの整備、⑥生産・流通・金融・人口・生態環境など全社会の情報資

 
9 7  任意飛 [急速に進化する中国消費革命― E C マーケティングで先行する中国デジタル社

会の実像 ]、『高千穂論叢』、 V o l . 5 3、 2 0 1 8 年 1 1 月 2 5 日、 1 7 1 頁。  
9 8  郷裕・杜蓉・劉思瑋「中国消費市場の変化と日系企業の対応のあり方」、『  知的資産創

造』、 2 0 1 5 年 7 月、 4 7 頁。  
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源発利用、⑦情報産業の競争力向上、⑧国家の情報安全保障体制（情

報とネットワークのセキュリティ）、⑨国民の情報技術応用能力向上

と人材育成を規定した。この中で、言論統制は③に含まれている 9 9。  

前述の通り、インターネット上の有害サイトブロック、個人のアク

セス監視や個人情報管理を行う Great Firewall と呼ばれるシステ

ムが 2003 年から稼働している。また、中国政府はインターネットサ

ービス企業に対し、特定の情報の遮断や利用者情報収集などについて

協力を要求している。Google は、この協力を拒否して 2010 年 3 月、

中国本土の検索サービスから撤退した。   

2010 年 10 月に全人代で決定された『第 12 次 5 カ年計画（2011-

2015）』でも引き続き、情報インフラ整備の加速、経済・社会の情報

化推進、ネットワークと情報の安全保障強化を列挙している 1 0 0。 

 EC の特別法に相当するといわれる『電子商務法（草案）』は、 2016

年 12 月から全国人民代表大会常務委員会で審議が始まった。 2018 年

6 月には草案の第 3 次稿がパブリックコメントに付された 1 0 1。 

 全国人民代表大会憲法・法律委員会の説明によれば、第 3 次草案の

消費者問題に関する主な修正案のポイントは以下のとおり。  

（1）WeChat や網絡直播などのソーシャルネットワーク媒体も EC 事

業者に含む。 

（2）消費者から保証金を預かる EC 事業者は、保証金の返還方式、

順序を明示すること。保証金返還に不合理な条件を設定してはいけ

ない。 

（3）EC 事業者で、技術優位、顧客数、関連業界のコントロール能

力、EC における取引上の依存度などの要因で市場支配的な地位にあ

 
9 9  藪内正樹「電子商取引からデジタル中国へ―中国の政治・経済・社会の変革」、『敬愛

大学研究論集』 N o . 9 3、 2 0 1 8 年 6 月 2 7 日、 5 3 頁。  
1 0 0  佐野淳也「第 1 2 次 5 カ年計画」の主要目標と実現に向けた施策― 7％成長を掲げた

背景」、『環太平洋ビジネス情報』、 V o l . 1 1  N o . 4 3、 9 7 頁。  
1 0 1  急速な発展と調整の過程で生じるモバイル消費のリスク（中国）

h t t p s : / / w w w . j e t r o . g o . j p / b i z / a r e a r e p o r t s / 2 0 1 8 / f 7 f b 8 e 1 1 7 4 1 6 f 6 0 0 . h t m l、閲

覧日： 2 0 2 2 年 2 月 1 0 日。  

https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
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る者は、市場支配的な地位を乱用した、排除、競争制限をしてはい

けない。 

（4）プラットフォーム事業者が、プラットフォームで販売する商品

またはサービスが生命・財産の安全の要求を満たさない、その他消

費者の合法的な権益・行為を侵害すると知っている、または知り得

ながら必要な措置を取らない場合は、出店事業者と連帯責任を負う

1 0 2。 

 2010 年頃から既にデジタルプラットフォーム型競争に対応するた

めの法規制の枠組みの構築を始めた。当時の中国では既に『中華人民

共和国反壟断法』（日本の独占禁止法に相当する法律）が制定されて

いた 1 0 3。しかし、ビジネスモデルや技術革新が予測できないほど速く

進化し続けるデジタルプラットフォーム型の競争市場において、倫理

観が希薄なままに経済だけが急成長を遂げ、先行して優位を獲得した

デジタルプラットフォームによる不公正な取引慣行や支配的地位の濫

用が蔓延していた。その後、反壟断法を基本としつつ、補完法である

『中華人民共和国反不正当競争法』を 2017 年に改正し、更にデジタ

ルプラットフォーム型取引市場の環境整備に特化した『中華人民共和

国電子商務法』を 2018 年に制定し 2019 年から施行した。このよう

に、デジタルプラットフォーム型競争の到来に備えるための競争法整

備という分野において、中国は早くから準備を始めていた 1 0 4。 

 2014 年 6 月、『社会信用体系建設計画要項（2014-2020 年）の通

知』により、以下の方針が策定された。   

（1）信用を守ることの奨励が不足し、信用を守らないコストが低す

ぎる。 

 
1 0 2  藪内正樹「電子商取引からデジタル中国へ―中国の政治・経済・社会の変革」、『敬愛

大学研究論集』 N o . 9 3、 2 0 1 8 年 6 月 2 7 日、 5 4 頁。  
1 0 3  姜連甲「デジタルプラットフォーム競争における排他的取引を巡る中国の法整備の考

察」、『商学討究』、 V o l . 7 1、 2 0 2 1 年 7 月、 1 0 7 頁。  
1 0 4  モバイル消費のリスク（中国）

h t t p s : / / w w w . j e t r o . g o . j p / b i z / a r e a r e p o r t s / 2 0 1 8 / f 7 f b 8 e 1 1 7 4 1 6 f 6 0 0 . h t m l ? _ p r

e v i e w D a t e _ = n u l l & r e v i s i o n = 0 & v i e w F o r c e = 1）閲覧日： 2 0 2 2 年 2 月 1 0 日。  

https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf


62 

 

（2）現代市場経済は信用経済。健全な社会信用体系の構築は、市場

経済秩序の規範化、市場信用環境の改善、取引コスト削減、経済リス

ク回避の重要な施策であり、そのために、経済への行政の干渉を減ら

し、社会主義市場経済体制構築が切迫した課題である。  

（3）国家の情報安全保障、企業の商業秘密、個人のプライバシーを

保護する前提で、2020 年までに信用情報の共有メカニズムを構築す

る。 

（4）生産安全、流通・サービス・金融における不正防止、公正な税

務・政府調達など経済活動における信用体系、電子商取引主体の信用

スコアリングシステムを構築する 1 0 5。  

 2015 年 3 月には『インターネットプラス行動計画』が策定され、

協同製造（Collaborative Production Commerce、ICT 1 0 6によるサ

プライチェーン構成企業のビジネスプロセス統合）、現代農業、スマ

ートエネルギー、インクルーシブファイナンス（貧困層を包摂する金

融）、公共サービス、高効率物流、電子商取引、新交通システム、グ

リーンエコロジー、AI などの新産業モデルを発展させるとした 1 0 7。 

 2015 年 4 月、中国南西部の貴陽市にビッグデータ取引所が開設。 9

月には国務院『ビッグデータの発展を促進する行動要項』では信用情

報もビッグデータであることを正式に定義された。 2014-2015 年は、

ビッグデータが個別のビジネスやサービスを越えて、社会全体を管理

する手段として政策的に位置付けられる転換点となった。  

 2015 年 1 月には、中国人民銀行から『個人信用調査業務の準備に

関する通知』が出され、アリババ、テンセントなど民営大手 8 社が信

用評価機関として認定され、システム開発や試験導入を行うよう要請

された。それを受けて、同月中にアリババが顧客の信用スコアリング

業務を行う「芝麻信用」の業務が開始された。  

 
1 0 5  藪内正樹「電子商取引からデジタル中国へ―中国の政治・経済・社会の変革」、『敬愛

大学研究論集』 N o .  9 3、 2 0 1 8 年 6 月 2 7 日、 5 3 頁。 
1 0 6  I n f o r m a t i o n  a n d  C o m m u n i c a t i o n  T e c h n o l o g y（情報通信技術）。  

1 0 7総務省、「中国の I C T 政策の動向」  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / h 2 7 / h t m l / n c 3 8 b 3 1

0 . h t m l、閲覧日： 2 0 2 2 年 2 月 1 1 日。  

https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
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 ここでもまた、政府の政策立案と企業の実行が連携しながら同時進

行している。改革開放後の中国は、新たな政策は大枠のみを決め、実

行しながら見直し、細則は後から詰めることが常だった。その結果、

途中で方針変更があることも避けられない。信用スコアリングシステ

ムもまた、方針変更の事例となった。  

2015 年 10 月に全人代で決定された『第 13 次 5 カ年計画（2016‐

2020）』では、経済発展戦略としてインターネットプラス行動計画の

実行、IoT 1 0 8やシェアリングエコノミーの発展、インターネットと社

会の融合発展の促進、国家ビッグデータ戦略の実施、インターネット

による各種革新の推進を戦略的目標として上げている。さらに、社会

的重要情報管制の強化・革新として、国家人口基礎データベースと統

一社会信用ナンバー・実名登録制度、社会信用体系、社会心理のサー

ビス体系・誘導メカニズムや危機管理メカニズム、治安総合管制メカ

ニズム、重大政策決定の社会安定リスク評価制度、社会矛盾検出予防

と緩和対応メカニズム、矛盾・紛争の予防・緩和などの重要措置も打

ち立てられた。 

 ビッグデータの管理統制は、インターネットサービスを通じて収集

されるマーケティング情報であるばかりでなく、全国民のデータを整

備し、治安維持さらには社会心理の誘導にまで活用しようというもの

である。信用スコアリングシステムを民間委託から政府直轄へ方針転

換した背景として、電子商取引を促進するための信用システムを、政

治的管理にも活用しようという政策的進化があったと考えられる『第

13 次 5 カ年計画』を、経済政策の面から見ると、あらゆる産業の情

報化推進が明確に打ち出されている。その背景として、改革開放以来

の経済発展は、労働分配率を抑えて投資を増やすことで牽引されてき

たが、その結果、生産能力過剰と不動産投資加熱が構造化したこと、

そのため成長のエンジンを投資から消費に転換することが課題となっ

ていたことがある。2004 年から最低賃金を毎年のように大幅に引き

上げ、その後の 10 数年で中国の賃金水準は 3 倍以上になり、購買力

 
1 0 8  I n t e r n e t  o f  T h i n g s（モノのインターネット )。  
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は格段に強まった 1 0 9。同時に、高止まりした家賃によって実店舗の価

格が割高となったため、さまざまなサービスや環境の整備に伴って電

子商取引が爆発的に拡大した。 

 

3-3-5 ネット通販をめぐる信用・認証制度の確立  

 Wong・Ye・Xiang（2004） 1 1 0や Yu（2006） 1 1 1などの先行研究で

明らかにされているように、中国のネット通販における最大な課題の

一つは、ネット取引安全問題である。 

 金（2007） 1 1 2によると、中国大手ネット通販サイトとして「淘宝

網」は C2C 取引プラットフォームを立ち上げてから間もなく、 2003

年 10 月に中国最大の国有商業銀行と協力して、第三者によるエスク

ロー機能付きのオンライン決済ツール「アリペイ」、「クレジット・デ

ビット」両方対応を無料で提供しはじめたという。  

 淘宝網の決済システムでは、「アリペイ」が、売買双方に対して、

第三者として代金の保管サービスを提供している。その仕組みとは、

取引時に、「アリペイ」が、いったんユーザーから代金を預かり、取

引が成立すれば、「アリペイ」からネットショップに、商品代金が仕

払われるが、商品に問題がある場合は、返品が必要となり、「アリペ

イ」から、ユーザーに商品代金が返金されるという。  

 2005 年初に、「アリペイ」が導入され、エクスクロー機能付き決済

手段の提供は、ユーザーの心理的懸念を解消し、ネット詐欺の問題を

解決したのである。2007 年 12 月までに、「アリペイ」のユーザーは

 
1 0 9  藪内正樹「電子商取引からデジタル中国へ―中国の政治・経済・社会の変革」、『敬愛

大学研究論集』 N o . 9 3、 2 0 1 8 年 6 月 2 7 日、 5 6 頁。  
1 1 0  W o n g X i a o d o n g , D a v i d C . Y e n , X i a n g F a n g“ E - C o m m e r c e  D e v e l o p m e n t  I n  C h i n a  

a n d  i t s  I m p l i c a t i o n  F o r  B u s i n e s s” , A s i a  P a c i f i c  J o u r n a l  o f  M a r k e t i n g  

a n d  L o g i s t i c s .  2 0 1 4 年 1 0 月、 5 0 頁。  
1 1 1  Y u J u n ,“ B 2 C  B a r r i e r s  a n d  S t r a t e g i e s―  A  C a s e  S t u d y  o f  T o p  B 2 C  

C o m p a n i e s  i n  C h i n a” , J o u r n a l  o f  I n t e r n e t  C o m m e r c e , p p . 2 7 – 4 3 .  M a t t h e w  K .  

O .  L e e  a n d  E f r a i m  T u r b a n（ 2 0 0 1“ A  T r u s t  M o d e l  f o r  C o n s u m e r  I n t e r n e t  

S h o p p i n g” ,  I n t e r n a t i o n a l  J o u r n a l  o f  E l e c t r o n i c  C o m m e r c e . F a l l 2 0 0 1 ,  

V o l . 6 ,  N o . 1 ,  7 5 – 9 1 頁 .  
1 1 2  金堅敏『中国における電子商取引企業のビジネスモデル』、富士通総研経済研究所、

2 0 1 7 年 7 月、 4 9 頁。  

https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
https://www.u-keiai.ac.jp/media/No.93.pdf
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6,900 万名を超え、一日の取引額は 3.5 億元（52.5 億円）、件数は

144 万件を超えるほどになっている。 

 また、「淘宝網」は、サイト内で第三者による会員信用認証システ

ムを確立している。すべてのユーザーに信用記録が公開されており、

取引前に相手の信用記録を閲覧することができるシステムになってい

る。 

 さらに、「淘宝網」は、エスクロー機能付きのオンライン決済機能

と物流機能の融合を試み、売買双方に配達サービスを提供しはじめて

いる。具体的には、中国最大の速達ネットワークである中国郵政所属

の「中国速達サービス会社」（EMS サービス）と協力して電子商取引

向けの「e 郵宝」（「eEMS」）サービスを開発して C2C の売り手に安価

な EMS サービス（通常価格の半額も可能）を提供している。  

 また、「アリペイ」のような「全額弁償制度」の導入も 2005 年半

ばになってやっと導入された。また、Ebay（China）も、米国での信

用評価システムを移植しているが、会員企業から不満の声が多いとい

う。なぜなら、Ebay の評価システムは、サイト内での実際の取引の

結果によって行われているからである 1 1 3。 

 しかし、企業の成功は、いつまでも続くものとは限らない。競争の

激しい中国ネット通販市場では、いままで通用していたビジネスモデ  

ルが、一夜にして崩壊するかもしれない。中国が経済的インフラを改

善し続けていけば、3 つの障害から生じた束縛は次第に消えていくと

予想されるため、消費者にとって、現在、「淘宝網」が提供している

さまざまなサービスは、他社でも少しずつ提供できるようになったの

も事実である。実際に、「淘宝網」は、現状に危機感を抱いて、新し

い収益モデルへの模索を始めている途中にあるし、その成果は、いま

だに未知数である。 

 

3-4 まとめ 

 
1 1 3  張華「中国ｅコマース企業のビジネスモデルに関する研究  ～淘宝網（タオバオ）の

事例を中心に～」、『現代ビジネス研究』、 2 0 1 1 年月 1 日、 1 2 頁。  
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 本章では、中国におけるネット通信販売の現状と発展要因を分析し

た上で、キャッシュレス化による決済手段の変化、近代的物流システ

ムの確立、消費者ニーズの変化、法整備と消費者保護制度の確立、信

用・認証制度の確立などの方面に問題発生とその原因を明らかにする

ことを目的とするものであった。 

 中国におけるネット通信販売の発展経緯を考察してみると、ネット

通信販売の発展を支える環境基盤が未熟のまま、ネット通信販売が米

国から導入された初期に、熱狂、困惑の段階を経た。その後、中国の

経済成長、伝統小売業発展の遅れ、電子商取引人材教育重視の背景で、

ネット通信販売が成長期に入る。 

 また、海外ネット通信販売会社は中国の巨大のネット通信販売市場

への参入が加速し、プラットフォーム化、価格をめぐる不正当競争の

白熱化などがあった。  

 ネット販売が発展するとともに、各物流企業の信頼欠如問題、配送

問題などを考察した。その上で、問題発生の原因については、情報の

非対称性、社会信用環境の未熟性、通信販売の初期発展における経営

戦略の偏向、ネット通信販売会社の不信行為、消費者の購買習慣の問

題を分析した。 

 今後、ネット販売においては中国のみならず世界の消費者を対象に

グローバルな市場においてこうしたポジションをどのように実現して

いくのか注目していきたい。 
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第四章 「新小売」の発展経緯と課題 

 

 本章では、「新小売」を中心に、市場競争に備えた小売戦略を打ち

出した企業がビジネス展開の拠点作りに成果を上げてきたのか、とい

う課題に着目しながら、「新小売」戦略の特徴を検証・分析している。 

 今後の展望として「新小売」時代におけるオンラインとオフライン

の連携を強め、両者の強みを生かしたうえで、顧客体験の向上に取り

組み、オムニチャネルによる業務配置を実現することを、「新小売」

戦略を展開する中国の小売業者は市場からさらに強く求められる。  

  

4-1 「新小売」出現の背景 

 2001 年に、中国のＷＴＯ加盟を契機に、国内市場の対外開放と相

まって、中国小売業におけるグローバル化が加速した。  

この時期は特に、ハイパーマーケットとコンビニの伸長が著しい。

なかでもハイパーマーケットの店舗数増は 2001 年から 2006 年の 5

年間で約 7.6 倍、売上高でも約 5.5 倍増で、最も成長している業態

である 1 1 4。 

2004 年 4 月に『外資投資商業領域管理弁法』が公布され、中国に

おける外資小売企業の出店地域、店舗数、出資比率に関する規制など

が撤廃された。これにより中国の小売市場が外資に対して全面開放さ

れた。そのあと、海外小売企業も中国市場への関心を高め、積極的な

進出と展開の姿勢を示した。 

こうした小売新業態の成長の背景には、都市部のみならず農村部に

も共通する個人所得の伸びがある。明かに、この時期において、ハイ

パーマーケットとコンビニは中国の小売業の中で最も成長が著しい業

態となり、文字通り「新興市場」として現れている。  

さらに、近年、中国政府はオンラインとオフラインの融合や、 IoT

 
1 1 4  「イオン、コンビニで中国進出」、

h t t p s : / / w w w . j m r l s i . c o . j p / t r e n d / c m t / c m t 0 9 0 5 . h t m l、更新日： 2 0 0 9 年 5 月 1 9

日、閲覧日： 2 0 2 0 年 1 0 月 4 日。  

https://www.jmrlsi.co.jp/trend/cmt/cmt0905.html
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関連技術の活用によるリアル店舗のスマート化などを促進する政策を

発表している。 

（1）国務院は 2015 年に発表した「72 号文件」『オンラインとオフ

ラインの協働を推進し、商貿流通の革新と転換を加速させることに関

する意見』により、オンラインとオフラインの融合を促進する。リア

ル店舗がインターネットを通じて商品・サービスを紹介・販売するな

ど、消費者にオムニチャネル・全時間帯のサービス提供を推進する方

針を示している 1 1 5。 

 この方針はさらに、小売関連の技術革新を支持する。ビッグデータ

分析、IoT、クラウドコンピューティング、位置情報サービス、バイ

オメトリクスなどの新技術を、消費者識別や商品販売、決済、物流な

どへの応用を推進することを明らかにしている。  

 また、小売企業による PB 商品・オーダーメイド商品の販売や、イ

ンターネット関連技術の利用による店舗のスマート化を促進する。大

型店舗における外食・レジャー・文化施設の増加による消費体験の向

上や、中小型店舗における料金支払代行、店頭受取などのサービスの

展開を推進するなども示されている。 

（2）国務院は 2016 年に発表した「24 号文件」『インターネット+流

通行動計画の深度実施に関する意見』により、消費者ニーズに応える

ために、オムニチャネルの展開や、リアル店舗における体験型とサー

ビス業態の導入などを推進する。デジタル化・インターネット化・ス

マート化などを通じたリアル店舗のグレードアップを促進する方針を

示した 1 1 6。 

 
1 1 5  劉家敏「オンラインとオフライン連携推進による流通の革新・モデル転換・高度化の

加速に関する意見」、みずほ総合研究所、 2 0 1 5 年 1 1 月 4 日、 1 頁。  
1 1 6  三井住友銀行（中国）企業調査部「中国小売業界の動向〜足元の消費の実態と「新小

売」に向けた各社の取り組み〜」、 2 0 1 8 年 1 2 月、 3 4 頁。  
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また、コールドチェーンの整備(特に農産物産地における冷蔵倉庫

の建設等)に加え、IoT 技術の利用を通じて、スマート流通に関する

インフラ建設を強化することも強調されている。  

（3）国務院は 2016 年に発表した「78 号文件」『リアル小売の革

新・モデル転換の推進に関する意見』により、出店地・品揃え選定、

プロモーションなどにおけるビッグデータ分析の利用や、消費者分析

を踏まえてカスタマイズしたサービスの提供を促進することと 1 1 7、ネ

ット企業とリアルの小売企業が戦略提携や株式の持ち合い、 M&A など

の形で融合し、経営資源を共有することを促進することを示している

1 1 8。 

 このように、中国市場における小売業の各業態の発展段階において、

政府主導により各業態が短期間で、ほぼ同期に中国市場に導入され成

長し、小売業態の多様性が加速している。  

 技術と環境の変化に伴い、伝統的な小売業界は、デパート、スーパ

ーマーケット、コンビニエンスストア、ショッピングセンター、 e コ

マース、モバイルショッピングなどの時代へと進化する中で、「新小

売」時代が現れた。 

 

4-2 「新小売」とは何か 

 2016 年、中国の EC 最大手アリババの会長ジャック・マーは、「新

小売」という新たなコンセプトを発表し、「新小売」を含む「五新

（新小売、新金融、新製造、新技術と新エネルギー）」戦略を打ち出

した。ジャック・マーは、「純電子商取引の時代がまもなく終わり、

10～20 年後の将来に EC がなくなり、代わりに『新しい小売』の時

代に突入していく。これはオンライン、オフラインと物流の結合であ

 
1 1 7  三井住友銀行（中国）企業調査部「中国小売業界の動向〜足元の消費の実態と「新小

売」に向けた各社の取り組み〜」、 2 0 1 8 年 1 2 月、 3 5 頁。  

1 1 8  王淑翠・俞金君・宣峥楠「我国“新零售”的研究総述与展望」、『科学学与科学技術管

理』、 V o l . 4 1  N o . 6、 2 0 2 0 年 6 月、 9 1 頁。  
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り、具体的にはオンラインとオフラインのさらなる融合に加え、現代

物流、ビッグデータ、クラウドコンピューティングといった新技術の

協働により生まれた新しい小売モデルのことである」 1 1 9と指摘した。  

 ジャック・マーは、「EC 自体が古い概念に変わりつつある」という

メッセージを発表し、「新小売」とは「消費者の体験を中心とするデ

ータ駆動型の小売形態」と定義されている 1 2 0。 

これは、まったく新しい小売業のかたちを構築するというものであ

る。具体的には、ビッグデータを活用して消費者の需要を分析、把握

し、それに合った商品を販売すると同時に、物流インフラも革新して

新たな消費体験を提供することを目指す、との目標を掲げている。  

伝統的な小売業（オフラインからオンライン）と異なり、「新小売」

はオンラインからオフラインに重点が置かれている。  

伝統的な小売業は商品を中心として、生産された商品をより多くの

消費者に売り出して利益を上げることが目的であり、実店舗であれネ

ットショップであれ、単なる販売チャネルに過ぎない 1 2 1。 

「新小売」は商品を中心ではなく、消費者を中心として、消費者の

ニーズ、消費体験を満たすことが狙いである。どのようなチャネルを

通じても、ショッピング行動が一本化され、同じようなショッピング

体験を享受できるようになり、すべての消費シーンにおける消費行為

の追跡が可能になることから、顧客ニーズの把握や顧客体験の最適化

を図り、それに基づいて商品生産を調整することが可能になる 1 2 2。 

 アリババが「新小売」戦略を打ち出した背景には、 14 憶を超える

人口を有する中国においても、ネットユーザー数の伸び率は鈍化して

 
1 1 9  「新小売」時代における小売業の発展動向～消費者主導時代をどう勝ち抜くか」、

B T M U（ C h i n a）経済週報、第 3 4 4 期、 2 0 1 7 年 4 月 1 0 日、 2 頁。  
1 2 0  加藤康二「新小売へのチャレンジ E C 消費のインパクト」、ジェトロセンサー、 2 0 1 7

年 7 月、 4 7 頁。  
1 2 1  韓彩珍・王宝義「“新零售”的研究現状及趨勢」、『中国流通経済』、 V o l . 3 2  N o . 1 2、

2 0 1 8 年 1 2 月、 2 6 - 2 7 頁。  
1 2 2  加藤康二「新小売へのチャレンジ E C 消費のインパクト」、ジェトロセンサー、 2 0 1 7

年 7 月、 3 頁。  
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おり、主要事業である EC の成長に限界が見えてきたことがある。し

かし統計のあるリアルチャネルでみれば、中国の小売市場における

EC の売上シェアは年々伸びているとはいえ、実は 20％に満たないた

め、まだ成長する余地がある 1 2 3。 

 

図表 4 - 1  ネットショップ取引伸び率の推移（単位：兆元）  

 

出所： i R e s e a r c h のデータを基に筆者作成。 

図表 4 - 2  中国百貨店業界の市場規模と小売業界におけるシェア率の推移（単位：億元）  

 

出所：国家統計局のデータを基に筆者作成  

 

図表 4-1 から見ると、ネットショッピング市場の取引規模は 2011

年の 8,000 億元から 2016 年の 5 兆円に上がってさらに 2018 年の 

7.5 兆元まで拡大しているが、伸び率は 70％の高水準から 25.4％に

 
1 2 3「中国、米国の小売・ E C 市場データから見る、日本の E C 市場の未来」、  

 h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 8 9 7、更新日： 2 0 2 1 年 8 月 2 6 日、閲覧

日： 2 0 2 1 年 9 月 2 6 日。  
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低下し、ネットショッピング伸び率の鈍化をしている。 ネットショ

ッピング利用者が増えると取引規模の拡大という成長期が終わり、オ

ンラインだけの消費は消費市場を拡大し続けることは困難になったこ

とが分かる。 

 図表 4-2 の統計データは、中国の小売業界に大きな変化が生じた

実態を明かにしている。これは、百貨店業態は店舗閉鎖に伴い、市場

規模が 2016 年から 2018 年まで連続で大幅減少したことと、利便性

に対する要求水準が高い消費者はリアル店舗へ流入し、コンビニの市

場規模が成長を維持すると共に、ネット通販へも顧客が流出すること

などである。  

アリババは「体験」を重視する「新小売」戦略を通じて、リアルの

領域に進出して集客を図り、消費者をオンラインに誘導した。その一

環として無人コンビニエンスストアや生鮮食品を豊富に扱う食品スー

パーを相次いで出店し、リアルの領域への進出を加速していったので

ある。従来の小売店舗では得られなかった斬新な買物体験を提供する

ことで、来店を促している。オンラインとオフラインを融合させた

「新小売」モデルは小売業の主流となってきた。  

 

4-3 「新小売」市場の動向について 

 2019 年、中国の EC が飽和状態になっている。中国のインターネッ

ト通信販売の売上高は 2010 年の 5,091 億元から 2016 年の 5 兆

1,556 億元に増加し、2016 年の中国小売業売上総額 29 兆 6,518 億

元に対し 17.4%を占めたものの、成長率が前年の 33.3%から 7.1%の

低下となり、2 年連続で前年の成長率を下回った。中国のインターネ

ット通信販売は売上高が急成長する成長期を過ぎて、落ち着いてくる

成熟期を迎えたといえよう 1 2 4。 

 

 
1 2 4  洪涛「新零售与電商未来趨勢」、『商業経済研究』、 V o l . 8、 2 0 1 7 年、 5 4 頁。  
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4-3-1 現在の小売業における需要面の変化 

 中国の小売業は現在、急激な変革期にある。ビッグデータ、クラウ

ドコンピューティング、モバイルインターネットなどの IT が次々に

小売業に導入され、電子商取引と実店舗販売は一体化し、新ビジネス

モデルが続々と登場しており、消費者に斬新な買い物体験を提供して

いる。 

 2018 年に米国著名ベンチャーキャピタルの Kleiner Perkins の

Mary Meeker の調査レポート「Internet Trends」 1 2 5が発表されて、

2017 年時点で中国の小売の EC 化率がかなり高くなって、EC 化率は

20%を超え、世界が注目するトップに立っていることが紹介された 1 2 6。 

ネットショッピング市場の取引規模は拡大しているが、伸び率は鈍

化をしている。インターネット通信販売事業で大成功を収めてきたア

リババ社などには新たな取り組みにチャレンジすることが求められた

のである。 

 

4-3-2 販促キャンペーンからみる新動向 

アリババグループのショッピングキャンペーン「双 11」が 2009 年

にスタートしてから、毎年 11 月 11 日は、中国小売市場で最も影響

力のあるショッピングの祭典となった。その後、京東、蘇寧

（Suning、スーニン）など各 EC プラットフォームも「JD618」「蘇

寧 618」など各種キャンペーンを行うようになった。 

以下では、アリババグループの販促キャンペーンを例に、売上向上

に不可欠となる店舗運営の具体策について検証してみる。  

 アリババグループの代表格大手ネット通販サイト T-MALL の「双

11」の流通総額は毎年、驚異的なスピードで伸びている。 2021 年の

 
1 2 5  インターネットの成長、重要なトレンド、インターネットが主要市場に及ぼす影響ま

で、さまざまなテーマを網羅しているレポートである。  
1 2 6  艾瑞諮詢「 2 0 1 7 年中国網絡経済年度分析報告」、

h t t p s : / / w w w . a s k c i . c o m / n e w s / c h a n y e / 2 0 1 7 0 5 2 7 / 1 1 2 0 3 5 9 9 1 0 5 . s h t m l、更新日：

2 0 1 7 年 5 月 2 7 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 7 日。  

http://www.kpcb.com/internet-trends
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流通総額は 5,403 億元（9 兆 7,25 セルフ決済円）に達し、過去最高

を更新した。大多数の店舗で「双 11」当日の流通総額が各店舗の年

間流通総額の 30％を占めた。多くの店舗にとって「双 11」は極めて

重要なキャンペーンとなっている 1 2 7。 

 熾烈な競争を繰り広げられる中国の EC 業界において、各企業は全

力で「双 11」以外にも、多くのキャンペーンをアリババグループは

実施している。販促キャンペーンは、その影響力によって以下の 3 種

類に分けられる。 

（1）S 級 1 2 8大規模キャンペーン：「三八女王様フェスティバル」、

「618 年半ビッグプロモーション」、「99 ジュ・ファ・スァン（アリ

ババ傘下の共同購入サイト）」、「ダブル 11 グローバルショッピングカ

ーニバル」、「ダブル 12 ショッピング」キャンペーンなどである。  

（2）A 級 1 2 9大規模キャンペーン：「恋人の日」、「88 会員感謝デー」、

「狂暑シーズン」、「520 ママ＆ベビーデイ」、「グローバルお正月フェ

スティバル」などである。 

（3）商品カテゴリーのキャンペーン：ホーム用品類の「インテリア

優待フェスティバル」、家電製品類の「グローバル着信キャンペーン」

などは、商品カテゴリーごとにキャンペーンも異なる 1 3 0。 

 EC プラットフォームのさまざまな大型キャンペーンが実施され、

消費者の買い物の場、企業の出店先といった選択肢が広がっている。

EC プラットフォームのキャンペーンに慣れ親しんでいる消費者の販

路拡大を狙う小売業者にとって、販促キャンペーンなどを活用して売

り上げを伸ばすことは必要不可欠なことになった。以下は、「双 11」

を例に集客率アップ 4 大ポイントについて分析してみる。 

 
1 2 7  ジェトロ海外調査企画課「ダブルイレブン、アリババの販売額は過去最高を更新」、

h t t p s : / / w w w . j e t r o . g o . j p / b i z n e w s / 2 0 2 1 / 1 1 / b 9 e 9 6 6 6 d e a 8 5 f 7 4 7 . h t m l、更新日：

2 0 2 1 年 1 1 月 2 1 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月 1 4 日。  
1 2 8  S はスーパーという意味で、大規模キャンペーンと意味である。  
1 2 9  A は優良という意味で S 級キャンペーンのほかは、ランク付けで A -の上に、 A 級さら

に A＋級を表現している。  
1 3 0  ジェトロ海外調査企画課「ダブルイレブン、アリババの販売額は過去最高を更新」、

h t t p s : / / w w w . j e t r o . g o . j p / b i z n e w s / 2 0 2 1 / 1 1 / b 9 e 9 6 6 6 d e a 8 5 f 7 4 7 . h t m l、更新日：

2 0 2 1 年 1 1 月 2 1 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月 1 4 日。  
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（1）検索ネットトラフィックの最適化 

 注目度が高まる人気商品（在庫が確保され、クリック率や購買転化

率が高く、注目度の高い商品）を選出し、その商品のディスクリプシ

ョンタグの最適化を図る施策を行い、店舗ページや商品ページのＰＶ

1 3 1の増加を図る。 

 「双 11」の 3 か月前である 8 月から継続的にタイトルタグを最適

化していき、各種キャンペーン活動を介して販売件数と商品レビュー

数を積み重ねている。そして、「双 11」で売り上げの激増を実現させ

る 1 3 2。 

（2）コンテンツチャンネルのネットトラフィックを取得  

 コンテンツがトップページに表示された際、クリック数が飛躍的に

増えるので、このトラフィックを得たいと強く望んでいる出店企業は

少なくない。 

 ここ数年、中国ではコンテンツチャネルからのトラフィックの割合

が次第に拡大しており、多くの店舗がコンテンツチャネルの活用に重

きを置いている。そのため、コンテンツチャネルである、「有好貨

（ヨウハオホア）」「ライブ放送」などのコンテンツチャンネルの運用

の関心が強まっている。 

 予算が限られている場合、1～2 つのチャンネルを活用し、素人の

記事・枠を通してターゲットを絞り込んだ宣伝・アプローチを行うこ

ともできる。もちろん予算を充分に用意できる場合は、全てのチャン

ネルを活用することでより幅広い集客を行うことができる 1 3 3。 

（3）DSR 評価 1 3 4の重要性 

 DSR 評価は商品の詳細が的確だったか、コミュニケーション、発送

のスピードという 3 分野における販売者サービスについて、消費者が

 
1 3 1  プロモーションビデオ（ p r o m o t i o n  v i d e o）の略称である。  
1 3 2  李芸媛・馬春霞「天猫“双 1 1”営銷策略分析」、『商業流通』、 V o l . 3、 2 0 1 9 年、 1 6 -

1 7 頁。  
1 3 3  「中国 E C で成功するための販促キャンペーン対策＆集客を伸ばす 4 つのポイント」、

h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 6 9 0 4、更新日： 2 0 1 9 年 1 0 月 2 1 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
1 3 4  D e t a i l e d  S e l l e r  R a t i n g s、セラー詳細評価である。  
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評価を行える制度である。DSR 評価が高いショップは、検索エンジン

の評価も高くなり、キャンペーン時の商品露出率が高くなる。消費者

がモール内で行う検索行為の数値代も、競合商品・店舗に勝つための

重要な評価となる 1 3 5。 

（4）ショーピングカート投入数とお気に入り登録数の活用  

 キャンペーン期間中、優良認定されている店舗はより良い広告枠を

獲得できる。リアルタイムで商品のショーピングカート投入数とお気

に入り登録数をアリババグループが評価するため、より良いプロモー

ションスペースを獲得できる。 

 たとえば、10 月 20 日からはショーピングカート投入数とお気に入

り登録数が急激に増えるので、プレセール期間に「早く買ったら商品

が激安」という消費者心理を上手く利用し、「限定発売」「予約限定ク

ーポン」などの特典手段を設定することで、プロモーションスペース

を獲得する企業は多いため、プレセール期間に相当なコレクション量、

購買量と転化率を維持することが必要となる。  

 出店企業はプラットフォームのキャンペーン情報を正確に把握し、

またネットトラフィックツールを活用することができれば、販促キャ

ンペーンという激戦区でも勝つことができるのである 1 3 6。 

 

4-3-3 将来の小売市場の発展動向 

顧客データの活用はあらゆる業界で行われる。小売業においても、

顧客データ活用は売上や集客に大きく影響するため、「新小売」はオ

フライン小売業で蓄積されたデータを活用することを狙う。  

 「新小売」は、オンラインの取引データから、商品情報を把握し、

そこで、アリババが持つ物流システムと連携し、実店舗での品揃えを

 
1 3 5  王楽鹏・何一凡「天猫“双 1 1”商家营销環境分析与対策」、『上海電力学院学報』、

V o l . 3 0、 2 0 1 4 年 1 1 月、 6 7 頁。  
1 3 6  「中国 E C で成功するための販促キャンペーン対策＆集客を伸ばす 4 つのポイント」、

h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 6 9 0 4、更新日： 2 0 1 9 年 1 0 月 2 1 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
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オンラインでの売れ筋中心に見直せるようにした。「顧客がオンライ

ンで購入する前に、家やオフィスに近い店舗で商品を実体験できるよ

うにすることで、店舗と消費者が Win-Win の関係に近づける」（ソン

グ氏） 1 3 7という考え方である。 

 アリババクラウドはビッグデータを活用するため、セキュリティ強

化が求められている。アリババクラウドは世界中のさまざまなセキュ

リティ認証を受けている。2018 年 5 月に始動した GDPR 1 3 8に対しても

2016 年から準備を進めてきた。 

 2018 年ソング氏は「アリババクラウドは小売り事業者の顧客デー

タに触れることなく、メソッドとテクノロジーだけを提供することで、

顧客データを保護している」と強調した 1 3 9。 

 アリババクラウドは世界一流の技術を提供し、プライム・ストラテ

ジー 1 4 0は KUSANAGI 1 4 1開発元の技術力で、アリババクラウドの技術を

顧客に適したソリューションとサービスになるよう構築している。  

 現在、中国 WeChat Pay とアリペイは最大のモバイル決済手段とし

て使われている。オフラインで購入情報を獲得するためには、ビッグ

データを利用し実店舗小売業とオンラインを結ぶ必要がある。ビッグ

データによって消費行動を分析することで、顧客ニーズに応え、ショ

ッピング体験を最適化することが求められている。現状保有している

データより緻密なデータを収集できれば、自社アプリや WEB サービ

スでの広告価値も高まる。 

 

4-4 「新小売」における巨大 IT 企業の参入と競争 

 
1 3 7  アリババクラウドジャパン  カントリーマネージャー  本部長  宋子暨（ソング  ズジ）  
1 3 8  E U 一般データ保護規則。  
1 3 9  池田真也「アリババが推進する「ニューリテール」時代の顧客体験とは？テクノロジ

ー &データが牽引する小売の未来」、  

h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 5 5 4 5 更新日： 2 0 1 8 年 6 月 2 5 日、閲覧日：

2 0 2 0 年 8 月 2 0 日。  
1 4 0  サーバー構築・保守運用まで一貫体制である会社。  
1 4 1  W o r d P r e s s によって構築されたウェブサイトの表示速度を高速化することから多く

の企業に採用され、数年前から熱い注目を集めているシステムである。  

http://www.aliyun.com/
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4-4-1 無人店舗 

 2017 年、中国の大手小売業者として京東集団が初開発したコンテ

ナ型、セルフ決済方式の無人店舗をオープンした 1 4 2（図 4-3 に参照）。 

 店舗入口にある QR コードを本人認証済みの WeChat アプリで読み

取り、ドアが解錠され入店が可能となり、RFID 1 4 3タグ認証による会

計できる。認証技術の向上と品揃え、陳列場所最適化への挑戦である。  

図 4-3 京東の無人店舗  

 

出所：百度百科  

 京東集団が当初、無人コンビニはテナント料が安く、人件費も少な

いため、すぐ儲かるという話題で小売の未来を提示した。それを理由

に、2018 年まで 500 店の目標を掲げていたが、現状はそれとは程遠

い状況である。中国の無人店舗が減少した理由には顧客体験上の問題

点があると思う 1 4 4。 

 中国で展開された無人店舗は、多くが商業街に立地している。周辺

は複数の小売店が顧客の選択肢となり、入店時にスマホ操作の煩雑さ

を嫌う顧客は無人店舗を敬遠してしまう。セキュリティのための入店

システムが顧客のストレスになっている現状がある。  

 
1 4 2  中国人民網「京東初の無人スーパー・コンビニ  北京にオープン」、 
h t t p : / / j . p e o p l e . c o m . c n / n 3 / 2 0 1 7 / 1 0 1 8 / c 9 4 4 7 6 - 9 2 8 1 6 3 3 . h t m l、更新日： 2 0 1 7 年

1 0 月 1 8 日、閲覧日： 2 0 2 0 年 8 月 2 0 日。  
1 4 3  電波を用いて I C タグの情報を非接触で読み書きする自動認識技術である。  
1 4 4  石橋忠子「京東集団‐無人超市」、『激流』、 2 0 1 8 年 3 月、 3 4 頁。  
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 また、無人運営に必要な RFID タグのコストが、商品価格へ跳ね返

っている点も見逃せない。タグ自体に 1 枚 5 円ほどのコストがかかり、

全商品へと設置する必要があるため、商品の数だけコストがかかる。

商品価格への影響は免れない。RFID タグのコストを下げるため、画

像識別技術をレジに採用する店舗が出てきている 1 4 5。しかし、データ

不足を理由に商品が認識されないか、トラブルが続々に起きている。

利益の出にくい、売上が上がらないなどの原因で、大手小売業者はそ

の後、無人店舗数を減らしつつある 1 4 6。 

 北京、上海の大都市でも一時は無人コンビニに無人ジム、無人カラ

オケなどが続々出現していたが、今は閉鎖が増えている。投資に見合

う収益を確保できないと商品不足といったオペレーションの問題が失

敗の要因である 1 4 7。 

 しかし、これに対し、試行錯誤のうえ、2017 年 2 月上海に一号店

をオープンしたマートコンビニ「便利蜂」は大きな成功を収めた（図

4-4 に参照）。 

 「便利蜂」は、無人コンビニというよりもレジが無人化されている

スマートコンビニと説明するのがより正確な表現である。「便利蜂」

の自社アプリを用いて自分の手元で商品をスキャンして決済する形に

なる。またアプリで手元で決済ができるとなると、混雑時に並ぶとい

う行為が不要となって、利便性が高まると言える。  

 「便利蜂」はレジの無人化にとどまらず、惣菜商品の提供や在庫補

充に、高度なデジタル化とデータ活用を行っていることも特徴である

 
1 4 5  張儀・姚亜男「京東無人超市存在的問題及改進策略探析」、『物流及供應鏈』、 V o l . 2 9、

2 0 1 8 年、 1 7 2 頁。  
1 4 6  張儀・姚亜男「京東無人超市存在的問題及改進策略探析」、『物流及供應鏈』、 V o l . 2 9、

2 0 1 8 年、 3 5 頁。  
1 4 7「無人コンビニにまさる注目を集める」、  

 h t t p s : / / t h e b r i d g e . j p / 2 0 1 7 / 1 2 / c h i n a - s t a f f l e s s - g y m s - s t a r t u p s - g r a b -

i n v e s t o r - c a s、更新日： 2 0 1 7 年 7 月 2 3 日、閲覧日： 2 0 2 0 年 8 月 3 0 日。  

https://thebridge.jp/2017/12/china-staffless-gyms-startups-grab-investor-cash
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1 4 8（図 4-4、4-5 に参照）。 

  

図 4-4 便利蜂の外観とドリンクコーナー  

 

出所：百度百科 

図 4-5 便利蜂のレジコーナー 

 

出所：百度百科  

 

現在、「便利蜂」の 1 店舗あたりの商品は約 2,500 種類に上り、毎

週平均 150 種類の商品を入れ替えている。このような大量の商品を

 
1 4 8  廖興诚「探析便利店的新零售発展模式—以便利蜂为例」、『価格理論与実践』、 V o l . 1 1、

2 0 2 0 年、 1 4 7 頁。  

http://app.xue66.net/cdown?filename=uhnTwE0NnRFalR0LTdney4EMORlT5MzMDJmTrV0UrMXcEJkTKpFctl1aZFmRM9kRsJjR3dXcLZnSzpXcBRFOSVTM6VDWRZ2Kx80brEWZR1kYyMkShVVRrZ1VC10VvoEZktSOTNUTBNWWS9yKjhWWDZzb5hlRox0c&tablename=CJFDLAST2020&ddata=JGLS201909005|CJFQ|%E9%9B%B6%E5%94%AE%E4%BC%81%E4%B8%9A%E6%8A%80%E6%9C%AF%E5%88%9B%E6%96%B0%E5%AF%B9%E5%93%81%E8%B4%A8%E6%B6%88%E8%B4%B9%E7%9A%84%E5%BD%B1%E5%93%8D%E7%A0%94%E7%A9%B6%E2%80%94%E2%80%94%E4%BB%A5%E9%9B%B6%E5%94%AE%E4%BC%81%E4%B8%9A%E4%BE%BF%E5%88%A9%E8%9C%82%E4%B8%BA%E4%BE%8B|%E9%A9%AC%E4%BC%9F%E4%BC%9F;%20%E4%BE%9D%E7%BB%8D%E5%8D%8E|%E4%BB%B7%E6%A0%BC%E7%90%86%E8%AE%BA%E4%B8%8E%E5%AE%9E%E8%B7%B5|2020-01-06%2017:01
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扱う店舗でありながらも、商品の発注、陳列、価格設定など多くのプ

ロセスはスマート化されている 1 4 9。  

 データ活用とデジタル化は、お惣菜の調理・管理でも行われている。

「便利蜂」の強みとして、高品質で温かいお惣菜を販売しているとい

う点がある。 

 中国人は温かい食品を好んで食べると言われている。「便利蜂」店

舗の温かい食事エリアには、18 種類のお惣菜が用意され、毎週 2-4

種類入れ替わる。 

 独自の管理システムである鮮度 PAD と呼ばれるシステムに情報を

打ち込むと、調理すべき個数や加熱時間が表示され、完成から 4 時間

後には廃棄を知らせるアラームが鳴る。このようにしてシステムによ

って作成工程と鮮度が管理されることで、誰が作っても一定の品質が

保たれるのである 1 5 0。 

 これにより、顧客が満足する質の高いものを安定して出し続けるこ

とが可能になるばかりでなく、スタッフの業務は簡略化され、研修時

間も節約できるというわけである。 

 無人店舗がブームの中で創業した「便利蜂」であるが、無人を目的

化することなく、デジタル化とデータ活用で良いユーザー体験を提供

し拡大している。拡大のスピード感と高度なデジタル化・データ活用

は、利用客に「新小売」実感をさせている 1 5 1。 

4-4-2 京東集団のボーダレスリテール戦略 

 京東集団は、2017 年 7 月中国で初めて「RaaS（Retail As a 

 
1 4 9  滝沢頼子「中国無人コンビニブームの結末と、新興スマートコンビニ「便利蜂」の強

み 」、 h t t p s : / / n e w s . y a h o o . c o . j p / b y l i n e / t a k i z a w a y o r i k o / 2 0 2 0 0 6 2 9 - 0 0 1 8 5 4 5 8 、

更新日： 2 0 2 0 年 6 月 2 9 日、閲覧日： 2 0 2 0 年 8 月 3 0 日。  
1 5 0  滝沢頼子「中国無人コンビニブームの結末と、新興スマートコンビニ「便利蜂」の強

み 」、 h t t p s : / / n e w s . y a h o o . c o . j p / b y l i n e / t a k i z a w a y o r i k o / 2 0 2 0 0 6 2 9 - 0 0 1 8 5 4 5 8 、

更新日： 2 0 2 0 年 6 月 2 9 日、閲覧日： 2 0 2 0 年 8 月 3 0 日。  
1 5 1  原榕・石飛「従地理中心到無界零售 :  新零售的布局選址及影響机制—以南京市三類便

利店為例」、『城市問題』、 V o l . 8、 2 0 2 1 年、 7 9 頁。  
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Service） 1 5 2」の概念を用いたボーダレスリテールを発表し、小売業

デジタルインフラプロバイダーとなることを宣言した。消費者にいつ

でもどこでも境界線なく快適に消費できる、オンライン、オフライン

と物流を融合させた「ボーダレスリテール」（利用シーンは無限で、

荷物には国境が無く、人と企業の間には壁がないこと）を提唱してい

る。 

 ボーダレスリテール戦略を活用することで、小売業界の事業効率お

よびコストは大幅に改善される。商品ありきであった伝統的小売業は、

「顧客中心」へと移行し、消費者側は「自分自身よりも小売業者が⾃

分の欲しい商品を理解してくれている」という消費体験のアップグレ

ードを実現することができる。 

 京東集団は AI やビッグデータ、顔認証などの先端技術を活用して

無人スーパーや倉庫の無人化、ドローン配送導入を急速に進めている。

そのもとは自社物流がある。京東集団は物流をすべてに分社化し、ビ

ジネスとしても拡大し始めている。例えば「京東到家」はネットスー

パーなど、スーパーやコンビニが手掛けるネット事業の配達を請け負

って急成長を遂げている。 

 AI を活用した在庫の適正化など、物流効率を高めるための技術革

新も進められている。2017 年、無人の技術を活用して、上海郊外に

世界初の完全無人倉庫が開設された。その後すべての倉庫を限りなく

無人に近い自動倉庫にしていく計画で、すでに 27 ヵ所で実施してい

る。そのうち六種類のロボットは独自に開発したものである 1 5 3（図

4-6 に参照） 。 

 
1 5 2  革新的な仕組みを持つ小売事業者が、 I T 事業者と協業して、他の小売事業者へのサ

ービスを提供する新たなサービスのこと。  

1 5 3  従行健「浅析自動化技術在智能物流系統中的応用－以京東無人倉庫为例」、『中国戦略

新興産業』、 V o l . 4、 2 0 1 8 年、 5 3 頁。  
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図 4-6 京東倉庫とドローン配送  

 

 

出所：百度百科 

 

 京東集団は特区を活用して、倉庫から配送ステーションに 3 ㎏まで

の荷物を運ぶドローンの実用実験を始めた。倉庫間の移動に使う大型

ドローンも開発し、1 トンまでの荷物を運べるものも実用実験が開始

した。また大学の敷地内などで活用する無人配送ロボットはすでに実

用階段に入って、河北省の雄安新区では一般道路で無人配送車の実用

実験も行っていた。 

 さらに、ボーダレスリテール戦略を実現するために、京東集団とウ

ォルマートとの関係を強化し、在庫の共有化を始めていた。ウォルマ

ートの店舗の在庫を共有して京東ドットコムの顧客に最寄りの店から
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迅速に届けることが可能になる 1 5 4。 

 今後、伝統的なスーパーマーケットを京東集団が保有する強力なサ

プライチェーンネットワークとロジスティックに加え、テンセントが

保有する WeChatpay などを中心とするテクノロジーが相互に連動し

新しい形のニューリテール戦略を生み出して行くことになる。  

 

4-4-3 アリババのニューリテール戦略―「盒馬鮮生」  

 上述のような EC 市場の飽和感を打破し、更なる成長をするために

は、売上比率が非常に低いと言われる生鮮食料品の売上を伸ばすこと

が求められる。しかし、生鮮食品をオンラインで販売するためには、

生産拠点から消費者までの全てのプロセスの流通スピードをアップし、

配送経路全てに冷蔵施設を導入する必要があり、莫大なコストが必要

となっている。野菜や魚といった生鮮食品は、工業製品と異なり品質

の個体差が大きいため、消費者としては、自分の目で確かめて買いた

いという心理があることもオンラインでの生鮮食品購買を避けがちな

理由となっている 1 5 5。 

 2017 年に、「新小売」を体現する食品スーパー「盒馬鮮生」が登場

した。1,000～2,000 平方メートルの店内にはメインの生鮮食品コー

ナーのほか、スーパー、惣菜、生活サービスなどのエリアが設けられ

ている 1 5 6。 

 「盒馬鮮生」は、ビッグデータ、モバイルインターネット、モノの

インターネット、自動化といった技術によってサプラインチェーン、

倉庫管理と配送の最適化を実現し、新たな小売ビジネスモデルの代表

者として注目を集めている 1 5 7。 

 
1 5 4  石橋忠子「京東集団自社物流に続き無界小売りへの挑戦」、『激流』、 2 0 1 8 年 3 月、

3 0 - 3 4 頁。  
1 5 5  王惜凡・周捷・顧意剛「新零售背景下智慧物流調配模式研究—以阿里盒馬鮮生為例」、

『物流工程与管理』、 V o l . 4 2、 2 0 2 0 年、 2 3 頁。  
1 5 6  「盒馬鮮生の新業態」、日本経済新聞、 h t t p s : / / 3 6 k r . j p / 2 0 5 6 5 /更新日： 2 0 1 9 年

5 月 2 3 日、閲覧日： 2 0 2 0 年 9 月１ 0 日。  
1 5 7  リサーチ＆アドバイザリー部  中国調査室「中国における消費市場の拡大とライフス

タイルの変貌  ～携帯アプリでの暮らし方」、『 M U F G  バンク（中国）経済週報』、 2 0 1 9

年 1 1 月 6 日、 1 0 頁。  
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図 4-7 盒馬鮮生の店内 

 

出所：百度百科 

 

浸透率が低いネット通販と異なり、「盒馬鮮生」は、新鮮で、豊富

な食品が揃って、選択肢が増え、利便性、効率性を向上させた。テイ

クアウトだけではなく、店内にイートインコーナーも設け、さらに店

内調理も可能になり、必要な調味料、スープ、食材が一括注文できる。

利用者の体験感を向上させて、店内で滞在時間も延長になって、店舗

の売上を上げることができるようになっている（図 4-7 に参照）。 

 決済手段は原則としてアリババのアリペイとなり、ビッグデータに

より、利用者の情報収集ができて、店舗運営にとってメリットがある。

また、店内商品の値札はすべて電子値札を活用し、商品値段変動に効

率的に対応ができて、その場でスキャンし注文も可能になる 1 5 8。 

 

 

 

 

 
1 5 8  馬明瑞「通過盒馬鮮生看新零售対伝統電商発展的影響」、『数字経済』、 V o l . 2 9、

2 0 2 2 年、 1 8 9 - 1 9 0 頁。  
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図 4-8 盒馬鮮生のレジコーナーと店内物流 

 

出所：百度百科 

 

 「盒馬鮮生」は独自のシステムに優位性があるため、オンライン注

文できて、短時間（30 分以内）の配送が可能になる。注文から 10 分

で店内のスタッフが商品を集め梱包し、 20 分で配送する。売り場の

スタッフは各自の携帯端末に入ってくる注文情報に基づき、担当する

売り場の商品を専用バッグに入れる。商品の入った専用バッグは、店

内天井にあるベルトコンベヤーで倉庫に運ばれ、そこで梱包作業が行

われる。通常のネットスーパーでは 1 つの注文を 1 人のスタッフが対

応し、店内各所を回って商品を集め梱包するが、「盒馬鮮生」はそう

した作業を分業化することで時間の短縮を可能にしている 1 5 9。これで

効率的な配送を実現できる（図 4-8 に参照）。 

 また、会員登録制をしており、ビッグデータによって利用者購買行

動や購買情報を把握できる。このように利用客の地域、性別、年齢な

どのデータを把握することにより、利用者の好み商品や購買時間など

今まで集積できていなかったデータを集めることが可能になる。  

 

 
1 5 9  三井住友銀行（中国）企業調査部「中国小売業界の動向」、 2 0 1 8 年 2 月、 1 6 頁。  
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4-4-4 テンセントのスマートリテール戦略「智慧超市」  

 2017 年にアリババがニューリテールを打ち出して以降、同年 11 月

にテンセント陣営も同様のコンセプトであるスマートリテール「智慧

超市」を立ち上げ、大規模に小売業のアップグレードを推進した。ス

マートリテールでは、スマートスクリーンを活用したデジタルマーケ

ティングである。 

 テンセントは、数多くの小売業界の企業と提携しスマートリテール

戦略を推進している。天虹スーパー 1 6 0とも提携しスマートリテール店

舗を展開しているが、さらに 2018 年 11 月に深圳市でオープンした

「天虹 WeChatPay スマートリテール」がスマートリテールへアップ

グレードされている。 

 「天虹 WeChatPay スマートリテール」の店舗は、セルフ決済や顔

認証決済が導入され、ショッピングシーンの多くのプロセスがデジタ

ル化されている。店内のあらゆる場所にスマートスクリーンが活用さ

れており、ユーザーがスマートスクリーンの QR コードをスキャンす

ると、ユーザーのスマホ画面に、そのユーザーに即した広告が表示さ

れ、同時にプロモーションやクーポンが表示されるようになっている。

この仕組みは、WeChat に蓄積されたユーザーごとのデータを活用し

て配信されており、ビッグデータを活用した最適化マーケティングが

進化した形となっている 1 6 1。また、スマートスクリーンに表示される

売れ筋ランキングも、学生、主婦、ホワイトカラーなどユーザーの属

性を鑑みたランキング結果が表示される。ユーザーのビッグデータと、

プロモーションや広告表示が融合し、ユーザーの購買意欲を掻き立て

るようなデジタルマーケティングの仕組みが構築されている。  

 
1 6 0  天虹スーパーは、既に上場しており中国国内で多数のスーパーマーケットを展開し、

小売業のデジタライゼーションに以前から取り組んでいる企業として有名である。  
1 6 1  黄雅娟・常郝「 R F I D 技術在智慧超市中的応用」、『福建電脳』、 V o l . 2、 2 0 1 7 年、 8 4

頁。  
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 アリババとテンセントのニューリテール戦略の共通点は、双方とも

オンラインとオフラインの融合を狙い、デジタライゼーションによる

ショッピングシーンのアップグレードすることである。  

 しかし、企業文化を反映した相違点も多く存在する。アリババ経済

圏では、すべてのリソースを導入し、一連のエコシステムとしてデザ

イン融合する。アリババが主導する形で、小売業界のアップグレード

を推進したり、アリババ独自の直営店舗「盒馬鮮生」を持ったりして、

重要ノウハウをアリババ自身で開発する。それと同時に、伝統的な小

売企業との提携戦略も活用する 1 6 2。アリババ経済圏から取得されるビ

ッグデータの解析をアリババグランドが担当し消費者のニーズを解析

する。 

 これに対し、テンセントは直営店舗を持たず、伝統的な小売企業に

出資を行い、テクノロジーサポートやノウハウ提供を目指す。

WeChat をベースとしたテンセント経済圏から取得されるビッグデー

タを活用して、消費者のニーズを解析する。  

このように、アリババ、テンセントと京東集団の中国 3 大 IT 企業

の企業文化の違いが鮮明に出ており、今後、これら 3 つの企業間の協

力提携、事業統合、新事業の共同推進などの可能性を探り、これによ

り、国際化への対応、競争優位の維持、収益性の向上などを研究して

いきたい。 

 

4-5 アリババの新小売手法 

4-5-1 アリババ流「新小売」の特徴 

 2009～2018 年の間、ビッグデータ、クラウドコンピューティング、

モバイルインターネットといった新しい商業インフラが形成しつつあ

 
1 6 2  李 智 慧 「 ア リ バ バ 、 テ ン セ ン ト 、 ア ン ト ・ グ ル ー プ の 戦 略 転 換 と そ の 背 景 」、

h t t p s : / / w w w . n r i . c o m / j p / j o u r n a l / 2 0 2 1 / 0 5 2 5、更新日： 2 0 2 1 年 1 月 2 5 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 5 月。 
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り、消費行動のデジタル化が進んでいる。また、 VR（仮想現実）、AR

（拡張現実）、モノのインターネット、AI（人工知能）などの技術の

成熟と普及に伴い、ネットに接続する方式、消費者と商品のリンク関

係を大きく変え、デジタル化とスマート化の水準が向上し、新たな革

新的な消費革命をもたらすことが見込まれる。  

 アリババ流「新小売」の毎年 11 月 11 日に行われるネット通販イ

ベント「双 11」における国民的消費行為は、「安売り商品探し」から

「品質で選ぶ」へ、衝動型消費から合理型消費へと大きな転換が生じ

ており、こうした消費理念の転換は、企業のイノベーション加速のた

めの重要な原動力となりつつある 1 6 3。 

 2009 年に始まった「双 11」は当初、多くの企業にとって在庫整理

かバーゲンセールの機会ととらえられ、消費者にとっても割引の代名

詞であったが、今に至って、消費・小売・技術のグレードアップの象

徴となっている。 こうした中、ネット通販企業の販売モデルは過去

の「商品を売る」から、オフラインとより深く結合した、「新小売」

モデルの実験場となり、消費者のショッピング体験およびサービス水

準の向上に重点を置くようになっている。  

 ビッグデータ、AI、生物識別、モノのインターネット（ IoT）、モ

バイル決済を代表とした技術革新は、小売業全体のコスト・効率・体

験の最適化を推進し、業界の変化を促している。  中国で消費が全面

的に高度化するこの 10 年は、インターネットのデジタル化およびオ

ンライン消費が好調な発展を遂げた 10 年でもある。「双 11」が誕生

した 2009 年、オンラインとオフラインの小売市場が分立していたが、

モバイルインターネットの出現に伴い、オンライン消費の方式と場面

が変化・拡大し続け、高度化の担い手の一つになっている。また、ビ

ッグデータ、クラウドコンピューティングといった技術の進歩はオン

ラインサービス、オフライン体験と物流ネットワークの融合を推進し、

 
1 6 3  王宝義 [“新零售”的本質、成因及実践動向」、『中国流通経済』、 V o l . 3 1  N o . 7、

2 0 1 7 年 7 月、 4 頁。  
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新しい消費時代により多くの可能性を広げた 1 6 4。 

 「双 11」における売上高の絶え間ない上昇は、中国が依然として

巨大な消費潜在能力を有していることを証明し、中国経済の活力を十

分に体現している。良好な実績の裏に、「新小売」の環境下、各 EC 

企業はいずれも小売業態の変革に力を入れており、「双 11」販促の手

段や形態を見直しすることで、オンラインとオフラインの融合と協働

によって両方の売上増加を実現した。また、ビッグデータや無人技術

といったスマート化ソリューションの運用により、人力・物力が大幅

に節約されたことは、物流技術水準の進歩を証明した。科学技術の持

続革新は消費形態の変革、サプライチェーンの最適化、TAMLL モデル

の海外輸出を推進し、インターネットが牽引する中国「新経済」には

大きな潜在力と可能性が潜んでいる。  

 

4-5-2 アリババ流「新小売」に見られる新しい事業計画  

 2021 年度アリババグループ投資家大会がオンラインで開催され、

アリババは投資家に対して、「内需」、「グローバリゼーション」、「ク

ラウドコンピューティングとビッグデータ」というグループの三大戦

略の下で、将来に向けた投資の継続による成果、アリババエコシステ

ムの相乗効果による巨大なマーケットチャンスについて提言した。 

 現在、アリババグループの会長兼 CEO ダニエル・チャン（張勇）

は、かつて、決算発表電話会議において自社の業績について「我々は、

常に自信をもって能力開発、価値創造、多様なエンジンによる成長を

続けていくことによりお客様と投資家の皆様に中長期的な利益をもた

らすことができると確信している」と述べた。 

 アリババグループは投資家大会において、「新小売」における新規

事業への投資と戦略上の主要分野の業績の要点が公開された。 

（1）M2C 1 6 5モデルが中国の新興地域の市場を打開  

 
1 6 4  孫元捷「消費高度化が進む新消費時代の到来～アリババ「双 1 1」の 1 0 年を振り返

る ]、 M U F G バンク（中国）経済週報、 2 0 1 8 年 1 1 月 2 8 日、 7 頁。  
1 6 5  M a r k e t  t o  c u s t o m e r。  

https://www.alibabagroup.com/en/ir/investorday
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 アリババグループは 2 年足らずの間に、新興地域に特化した E コマ

ース分野における「淘特」と新しいコミュニティ E コマース事業の

「淘菜菜」を相次いで設立した。「淘特」は、豊富なコストパフォー

マンスの高い商品を打ち出し、一方の「淘菜菜」は、効率が良く、コ

ストの低い「翌日セルフピックアップサービス」を提供できるネット

ワークを構築している。 

 「淘特」と「淘菜菜」は、M2C モデルにフォーカスし、中国国内の

新興地域において、新規ユーザーを獲得し、スティッキネス（サービ

スに対するユーザーの愛着心、利用時間や頻度で測られる）も高めて

いる。9 月までの四半期末に、「淘特」と「淘菜菜」の重複ユーザー

を除く年間アクティブコンシューマー数は、前年同期比 200%増の 7

億に達し、重複ユーザーを除いた 1 日あたりの平均注文数の成長率は、

前年比 400%以上となっている 1 6 6。 

 この 2 つの事業によって、新興地域に向けてサービスを提供すると

いうアリババの新たな事業を構築し、新興地域の消費者に対してタイ

ムリーに低コストで良質な商品を届けている。 

（2）アリババエコシステムの相乗効果で新興地域にサービスを提供  

 M2C モデルによる商品力、フルフィルメント力、運営力、この 3 つ

のコアとなる能力を構築することで、「淘特」はわずか 2 年で輝かし

い成績を収めることができた。「淘特」の最新の年間アクティブコン

シューマー数（AAC）は 2.4 億を超え、年間注文数の成長率は前年比

290%を上回り、工場からの M2C の年間注文件数は 11 億件、農産物の

年間注文規模は 1.8 億件に達した。 

 一方の「淘菜菜」は 2021 年 9 月の四半期末までに、「淘菜菜」の

地域配送センターの面積の増加率は、過去 6 ヶ月間で 350％を上回り、

GMV（流通総額）の成長率は 530％を越えた。前述した「菜鳥物流」、

「菜鳥ステーション」、「菜鳥農村物流」の能力に依拠している「淘菜

菜」はフルフィルメント効率を向上させ、97%の注文を翌日の 12 時

 
1 6 6  馬婉妮「浅談社区電商発展意義—以淘菜菜為例」、『商業現代化』、 V o l . 4、 2 0 2 2 年 6

月、 3 3 - 3 4 頁。  
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までに配達可能にし、各家庭が新鮮な食材を用いて昼食を作れるよう

なサービスを提供する 1 6 7。 

 また、「淘菜菜」は、コミュニティ E コマースの特徴であるチャネ

ル力、すなわち、コミュニティチャネルを広げることでそのサービス

を享受する住民に、より便利なサービスを提供している。過去 5 年間

でアリババの LST 1 6 8は、100 万単位の店舗に対しサービスを浸透させ

た。 

 アリババエコシステムの運営力では、「淘菜菜」、「淘特」、前述した

「淘宝」という三者の組み合わせは、異なるターゲットに対して高水

準のリーチとユーザー体験に優れたインターフェイスを提供する。そ

して、このすべては、アリババクラウドの代表的なデジタルベースと

アントグループが誇る決済金融ベースの上に構築される。  

（3）ローカルサービス事業の顕著な相乗効果  

 Research の予測データによると、2025 年までに、中国のローカ

ルライフサービス市場の規模は 2020 年の 20 兆元から 35 兆元までに

増加し、オンラインデジタル化の浸透率は 2020 年の 24%から 31%ま

でに上昇すると予測される 1 6 9。中国のデジタルローカルサービス市場

の急速な成長が見込まれる。 

 2021 年 9 月までの四半期に、ローカルサービスの年間アクティブ

コンシューマー数（AAC）は 3.5 億に増加し、年間アクティブマーチ

ャント数は約 280 万に成長した。  

 アリババの数十年にわたる飲食業界以外での E コマースの経験が活

かされた結果、非飲食店からの注文数は前年比 79％増で、より配送

時間が重視されるアルコールと飲料、医薬品の注文数は前年エーマッ

 
1 6 7「 2 0 2 1 投資家大会アリババの新規事業が台頭、持続可能な発展に期待」、  

h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 1 _ i n v e s t o r d a y _ d a y 1 /更新日： 2 0 2 1 年 1 2 月 1 0

日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月。  
1 6 8  アリババ集団が展開する「 L S T（零售通： L i n g  S h o u  T o n g）」とは、地方の中小の小

売店や家族経営で成り立っている零細の小売店、いわゆる“パパママストア”に対して、

飲料・食料などを含む日用品・消費財分野で、仕入れ、物流、デジタルマーケティングな

どの機能をプラットフォームとして提供し、会員組織（ネットワーク）化したものだ。  
1 6 9「 2 0 2 1 投資家大会アリババの新規事業が台頭、持続可能な発展に期待」、  

h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 1 _ i n v e s t o r d a y _ d a y 1 /更新日： 2 0 2 1 年 1 2 月 1 0

日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月。  
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プは、旅行や目的地でのサービスに対するユーザーの強いニーズを満

たすために、ナビゲーションサービスを基盤として、現地の生活サー

ビスを提供する他のビジネスと連携し、配車、ホテル予約、グルメ探

し、チケット購入、ガソリンスタンド、充電サービスなど、目的地周

辺のさまざまなローカルサービスを提供しようとしている。2021 年

10 月、口コミがエーマップ 1 7 0経由で獲得した GMV（流通総額）が前

年同期比で 500%を超える成長を達成し、フリギーはエーマップ経由

で 50％超の GMV（流通総額）の成長を達成したことで、サービス間

の提携による相乗効果が明らかになった。 

（4）「菜鳥」のグローバル事業の売上が増加、さらなるグローバル化

へ 

 「菜鳥」のグローバル事業は輸入サプライチェーン、輸出ネットワ

ーク、さらには国際貨物ネットワークを含む 3 つのグローバルロジス

ティクスネットワークサービスに進展を進んでいる。 2021 年の上半

期、売上高は前年同期比で 40％以上増加した。 

 ロジスティックスハブに関しては、2021 年に「菜鳥」はマレーシ

アのクアラルンプールとベルギーのリエージュで 2 つの物流拠点

「eHub」 1 7 1を完成させ、正式に稼働を始めた。そのあとはヨーロッ

パで 15 の大型配送センターの展開に着手し、その内 7 つがすでに建

設された。さらに、「菜鳥」は幹線と通関への投資を増やし、ヨーロ

ッパのいくつかの国でセルフピックアップロッカーを設置し、ユーザ

ー体験と効率性を向上させている 1 7 2。 

 また、「菜鳥」ネットワークは近い将来、ラストワンマイルが顧客

体験と効率におけるひとつのボトルネックになると考えられる。同時

に、「菜鳥」は物流テクノロジーをアップグレードし続けている。

 
1 7 0  アリババなどが提供する中国版ウェブショッピング・プラットフォームのこと。  
1 7 1  e コマースの H u b 拠点である。  
1 7 2  「アリババ傘下の菜鳥網絡、ベルギーで物流拠点の供用開始」、新華網、  

h t t p : / / j p . n e w s . c n / 2 0 2 1 - 1 1 / 1 1 / c _ 1 3 1 0 3 0 4 8 6 0 . h t m、更新日 : 2 0 2 1 年 1 1 月 1 1 日。

閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 0 日。  
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IoT 技術や電子伝票などの SaaS サービス 1 7 3を含む物流テクノロジー

を物流パートナーに提供し、パートナー全体のデジタル化をサポート

することで、サービス全体の能力と効率を向上させている。消費者の

ニーズを満たすために、「菜鳥」は包括的な IoT 技術とスマートソリ

ューションを基盤とする無人物流ステーションを開発して展開し、現

在 100 カ所以上に配置している。無人物流ステーションは、ステー

ションの責任者が退勤した後でもエンドユーザーにサービスを提供す

ることを可能となる。具体的には、消費者はスマートフォンを通じて

自らステーションに入ることができる。無人防犯システムが整備され

ているセルフサービスは、消費者により良質で包括的なサービスと顧

客体験をお届ける 1 7 4。 

 

4-5-3 アリババ流新小売手法の課題  

近年、中国経済の発展は著しく、とりわけ中間・富裕層の間に都市

型の生活スタイルが急速に広がってきた。それに伴い、中国の都市で

は消費体験に対する潜在需要がますます高まっていく。  

 大手インターネット企業が持つビッグデータ分析、スマート物流と

いったモノのネインタット関連技術などを活用することで、リアル店

舗の流通効率や運営能力が高まり、一部消費者のリアルチャネルへの

回帰が期待できる。 

 伝統チャネルを含めたリアル店舗における情報のデジタル化に伴い、

商品の売れ行き、流通在庫の把握や、購入者情報の取得が容易となり、

こうした情報は商品開発や販売戦略の策定における活用が期待でき

る 。こうした小売市場の変化に合わせた販売チャネル、戦略の再構

築が求められる 。 

 今後の課題として 3 つの方面から検証してみる。 
 

1 7 3  「 S o f t w a r e  a s  a  S e r v i c e」の略で、「サービスとしてのソフトウェア」を意味す

る。  
1 7 4  楊雲飛「菜鳥国際：構建領先的全球物流網絡  」、『中国物流と采購』、 V o l . 4、 2 0 2 1

年、 3 - 4 頁。  
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(1)  リアル店舗  

 大手インターネット企業が有するビッグデータ分析・スマート物流

といった IoT 関連技術等を活用する格好で、リアル店舗の流通効

率・運営能力が高まり、一部消費者のリアルチャネルへの回帰が期待

できることを考えられる。  

また、スーパーやコンビニエンスストアなど、「新小売」への取り

組みが活発化する業態等における競争激化が予想され、各社の戦略次

第で優勝劣敗が鮮明になる可能性がある。 

(2)  インターネット企業  

 大手ネット通販企業等にとっては、小売企業への出資などリアルチ

ャネルへの取り組みを通じて、 ネット通販に馴染んでいない中高齢

者等の囲い込みが期待できる。 

 また、出資先からの配当に加え、ビッグデータ・システム提供等に

関連する収入の増加や、 リアルチャネルでの情報収集を通じたビッ

グデータの更なる蓄積が見込まれ、今後大手ネット企業がネット・リ

アル両チャネルにおける影響力を高める可能性もある 1 7 5。 

(3)  製造メーカー 

 伝統チャネルを含めたリアル店舗における情報のデジタル化に伴い、

商品の売れ行き、流通と在庫などの把握や、購入者情報の取得が容易

となり、こうした情報は商品開発・販売戦略の策定における活用が期

待でき、 こうした小売市場の変化に合わせた販売チャネル・戦略の

再構築が求められる。 

 「新小売」時代におけるオンラインとオフラインの連携を強め、両

者の強みを生かしたうえで、顧客体験の向上に取り組み、オムニチャ

ネルによる業務配置を実現することを、「新小売」戦略を展開する中
 

1 7 5  郭彬彬「新零售社群営銷発展模式：現状、問題及未来発展建義」、『商業経済研究』、

V o l . 2 0、 2 0 2 0 年 1 0 月、 6 5 頁。  
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国の小売業者は市場からさらに強く求められる 1 7 6。 

 そのなかで、決済インフラについても新小売の台頭を支える要素の

一つである。中国でのキャッシュレス化は QR コード決済だけではな

い、「顔認証決済」の導入が始まっていた。将来、海外進出について、

中国ではプライバシーに対する考え方が異なり、日本や欧米諸国では

プライバシーの観点から顔認証の利用範囲は限られている。転用させ

ることは難しいことが事実である。プライバシー課題は存在するもの

の、今後はどのように克服していき、アップデートさせていくのか注

目していきたい。 

 

4-6 まとめ  

 近年、中国経済の発展は著しく、とりわけ中間・富裕層の間に都市

型の生活スタイルが急速に広がってきた。それに伴い、中国の都市で

は消費体験に対する潜在需要がますます高まっていく。  

 本章では、大手インターネット企業が持つビッグデータ分析、スマ

ート物流といったモノのインターネット関連技術等を活用することを

検証してみた。リアル店舗の流通効率や運営能力が高まり、一部消費

者のリアルチャネルへの回帰が期待できることと述べた。 

総じてみれば、第 1 に、「新小売」はオフラインとオンラインの融

合を求める。「新小売」の本質はオフラインとオンラインの融合であ

る。2001 年に中国のＷＴＯ加盟を契機に、中国小売業におけるグロ

ーバル化が加速した。さらに、中国政府はオンラインとオフラインの

融合や、IoT 関連技術の活用によるリアル店舗のスマート化などを促

進する政策を発表している。こうした小売新業態の成長の背景で「新

 
1 7 6  三井住友銀行（中国）有限公司企業調査部「中国小売業界の動向  〜足元の消費の実

態と「新小売」に向けた各社の取り組み〜」、 2 0 1 9 年 3 月、 5 6 頁。   
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小売」が現れた。 

第 2 に、ジャック・マーは、「新小売」とは「消費者の体験を中心

とするデータ駆動型の小売形態」と定義されている。「新小売」はヒ

ト、モノ、場所などの資源配分の最適化を求める。言い換えれば、

「新小売」は消費者のニーズに基づく、商品のカスタマイズに努め、

消費購買プロセスを体験させることを目指す。「新小売」モデルは小

売業の主流となってきた。 

 第 3 に、「新小売」はデータによって推進される。ヒト、モノ、場所

などの資源配分の最適化はビックデータ技術によるデータ分析の結果

に基づいて実現される。 
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第五章 小売業におけるアリババ経営戦略の変遷  

 

アリババの成長スケールが世界中からもっとも注目されたのは、

2014 年 9 月にニューヨーク株式証券取引所に上場した時である。史

上最大の IPO(新規株式公開)となったこの上場は、世界中に大きな衝

撃を与えると共に、アリババの存在感を見せつけるものとなった。  

中国の金融サービスに大きな影響力を発揮したアリババグループは、

電子商取引会社からの脱皮を目指し、電子商取引以外でも、金融、物

流、デジタルマーケティングなどのモバイルインターネット業務、そ

してクラウドコンピューターなどから構成されたプラットフォームで、

巨大な「エコシステム」の構築を図っている。  

 本章では、アリババの成長プロセスにおいて、アリババのプラット

フォームは、卸売のプラットフォームからスタートして小売のプラッ

トフォームへと展開し、そして EC からコンテンツやオンラインとオ

フラインを融合した新しい小売へと進化し、異業種分野のプラットフ

ォームへと拡張され、市場の拡大を図っている経営戦略の変化を検証

する。 

 すでに、アリババは、既存プラットフォームのなかの機能を充実す

るためのアプリケーションやオプションサービスであったものを成長

させ、独立したプラットフォームとして事業化することに成功してい

る。このような進化のかたちを、新しい市場を開拓することができる

だけでなく、既存プラットフォームのサービスの向上にもつながり、

市場浸透戦略として有効であると判断できる。  

 

5-1 アリババグループ発展の経緯 

5-1-1 会社概要 

 アリババグループは、中国杭州市に本社を置く総合情報技術企業か

らスタートした。1999 年 4 月、杭州市出身の元英語教師ジャック・

マー（馬雲）率いる 18 人によって自宅のアパートの一室で設立され

た。 
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 当時中国では、ネットビジネスがブームになりかけたところで、流

通システムの未熟さによって多くの中小企業の商品販売チャネルが限

られている状況にあった。この点に着目したジャック・マーは、

「Alibaba.com」を立ち上げ、B2B（ Business to Business）電子

商取引（EC）プラットフォームサービスの提供を開始したのである。  

 アリババの創業者は小規模企業がイノベーションと技術を活用して

成長し、国内および世界経済においてより効果的に競争できるように

することを目指し、ビジネスの場を平等にするという信念のもと、小

規模企業を支援するためにアリババのサービスシステムを立ち上げた

1 7 7。 

 現在アリババグループは B2B のオンラインモール「淘宝網」、オン

ラインショッピングの「 T-MALL」、検索サイトの [Yahoo!中国雅虎」、

子会社の Ant Group などを通じて電子マネーサービスの「アリペイ」

などの多岐にわたる事業を展開し、マーチャントやブランド、その他

のビジネスが新しいテクノロジーの力を活用して、ユーザーや顧客と

の関わりを深め、より効率的に業務を遂行できるようにするためのテ

クノロジー・インフラストラクチャとマーケティング・リーチを提供

している。 

 2020 年末、全従業員数約 22,000 人のアリババグループは、中国

最大の電子商取引会社として、240 ヶ国・地域のユーザーを保有し、

幅広い業界をカバーしている 1 7 8。  

 

5-1-2 アリババグループの主な事業の展開 

 中国の小規模な輸出業者、製造業者及びその下請け企業、店舗、個

人経営者の国際的な販売を支援するための最初のウェブサイトを立ち

上げて以来、アリババグループはオンラインおよびモバイルコマース

の世界的リーダーに成長してきた。現在、アリババとその関連企業は、

 
1 7 7  管泽旭・張琳「阿里巴巴的進化史与小資本主義的平台化：対本土語境平台化的考察」、

『国際新聞界』、 V o l . 4 2、 2 0 2 0 年 3 月、 3 3 - 3 5 頁。  
1 7 8  アリババホームページ、 h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e、閲

覧日： 2 0 2 2 年 1 0 月 1 0 日。  
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大手卸売・小売オンラインマーケットプレイス 1 7 9のほか、クラウドコ

ンピューティング（Cloud Computing）、デジタルメディア＆エンタ

ーテインメント（ Digital Media and Entertainment）、イノベー

ションイニシアティブ 1 8 0（ Innovation Initiatives）などの事業

を展開している。 

 アリババの主力事業は、コアコマース（ Core Commerce） 1 8 1のほ

か、上記の 諸事業 で構成され ている 。また、子 会社で ある Ant 

Group は、アリババのプラットフォーム上で決済サービスを提供し、

消費者や加盟店に金融サービスを提供している（図表 5-1）。 

 近年、アリババはコマース事業を通じて消費者、加盟店、ブランド

メーカー、小売店、第三者サービスプロバイダー、戦略的アライアン

スパートナー、その他の事業者で構成されるデジタルエコノミーを構

築している。そのうち、最も成功している実例として世間の注目を集

めたのは、 2003 年にスタートした「淘宝網マーケットプレイス」

（www.taobao.com）で、ビッグデータ分析とテクノロジーによって

最適化された、効率的でパーソナライズされたショッピング体験を、

大都市と発展途上地域の両方の消費者に提供している。  

 関連性の高い、機能性に富んだコンテンツと、加盟店からのリアル

タイムの情報提供などを通じて、消費者は製品や新しいトレンドを学

習することができる。また、消費者同士やお気に入りの加盟店、主要  

なオピニオンリーダーと交流することも可能になっている。「淘宝網

マーケットプレイス」の加盟店は、主に個人と中小企業である。「淘

宝網マーケットプレイス」は、2020 年 3 月 31 日に終了した 12 ヶ月

間の GMV 1 8 2のランキング統計において、大規模で成長しているソーシ

ャルコミュニティを持つ中国一位のモバイルコマース・デスティネー

 
1 7 9  モノを買いたい企業と売りたい企業が自由に参加できるインターネット上の取引市場。  
1 8 0  消費者の日常生活におけるニーズを満たし、効率を向上させ、デジタルエコノミー参

加者間の相乗効果を生み出すことを目標に、新たなサービスや製品の提供に向けた革新と

開発すること。  
1 8 1  「 1 6 8 8 . c o m」、「 L a z a d a」、「 A l i E x p r e s s」、「盒馬鮮生」など代表企業として、

近年急拡大を成り遂げている。  
1 8 2  G r o s s  M e r c h a n d i s e  V o l u m e：特定の市場で特定の期間に販売された商品の総売上

金額を示す。  
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ションになっている 1 8 3。 

 

図表 5 - 1  アリババグループの主な事業展開のまとめ  

 

   出所：アリババホームページの情報をもとに筆者作成。    

     （ h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e）  

 

5-1-3 アリババグループの企業規模と業績 

 図表 5-2 から見るとアリババグループの売上高は 2011 年の 119 億

元から 2016 年の 1,011 億元に伸び、さらに 2022 年の 8,530 億元に

まで拡大し、前年比で 19％増を記録した。アリババはマーケットを

 
1 8 3 「 企 業 分 析 A l i b a b a 」 、 h t t p s : / / n o t e . c o m / k a b u y a 6 6 / n / n 3 2 4 d d 3 c 8 7 9 e 0 / 更 新

日： 2 0 2 1 年 9 月 2 日、閲覧日： 2 0 2 1 年 1 0 月。  
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拡大させ、売上高を年々上昇させることができた最大要因は、長期

的・持続的な成長基盤を構築することができたからである。市場の潜

在的成長力が依然として大きいことが見込まれる。  

 

図表 5-2 アリババグループ 2011 年‐2022 年の業績推移 

 

出所：アリババグループの H P の情報をもとに筆者作成。  

（ h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e） 

  

 2021 年 3 月のアリババグループ・ホールディング通期の決算資料

によると、「淘宝網」や「T-MALL」などのコアコマース事業の年間売

上高は 6,211.46 億元（約 10 兆 5,595 億円）で全体の売り上げの

86％を占めている。中国小売事業の年間売上高は、前年比 42％増の

4,736.83 億元（約 8 兆 526 億円）で過去最高を更新しており、競争

が激しくなる中でも着実に取引量を増やしていることが分かる。また、

2021 年でアリババ・エコシステムのグローバル年間アクティブ・コ
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ンシューマー数（AAC）は 10 億人を超え、重要なマイルストーンと

なった 1 8 4。  

 2022 年以降も中国国内小売市場の拡大とともに、アリババグルー

プは好調な売上増を続け、グループ全体の年間売上高は前年比 35%増

の 8,530 億（約 16 兆 2,000 億円）の売上高を達成した。 

 一方、アリババのデジタル・エコシステム 1 8 5内の年間アクティブ・

コンシューマー 1 8 6数は約 13 億万人に達し、前年比 2,830 万人の増加

となった。この中には、歴史的なマイルストーンとなった 10 億人を

超える中国の消費者と、約 3 億人の海外の消費者が含まれており、年

間の純増数はそれぞれ 1 億 1,300 万人と 6,400 万人となっている 1 8 7、

との統計データもあり、ここでもアリババグループのマーケット規模

の大きさを推し測かることができる。 

 明らかに、アリババグループが提供するプラットフォームの各種サ

ービスは、中国経済の不可欠な社会的インフラにまで発展している。

以下では、アリババがどのような戦略で成長を実現し、今日のような

グループを形成してきたのかを検証していきたい。 

 

5-1-4 中国小売業におけるアリババグループの位置づけ  

 アリババは 1999 年に中国で創業され、今や中国の EC 市場で最も

大きな存在感を持つ会社である。複数の事業を展開しており、それぞ

れが中国で大きなシェアを持っている。  

 アリババは、電子商取引を一つの社会性的な仕組みとして位置づけ、

品揃えの拡充・  総合化と並行して、物流システムや金融サービスな

 
1 8 4「アリババグループ、 2 0 2 1 年 1 - 3 月期及び 2 0 2 1 会計年度の決算を発表」、

h t t p s : / / d i g i t a l p r . j p / r / 4 7 5 1 3、更新日： 2 0 2 1 年 5 月 1 4 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月

3 0 日。  
1 8 5  デジタルの観点で見ると、技術進化によりあらゆる顧客接点から顧客データ取得が可

能となり、リアルをデジタルが包含する関係になったこと、他社サービスとの連携がデー

タレベルで可能となったこと、このようにデジタル基点で形成されるビジネス・エコシス

テムを「デジタル・エコシステム」と呼ばれる。  
1 8 6  既存の製品・サービスを修正する、新しい製品・サービスをつくる、新しい用途を発

見するといった「創造的消費」を行い、他者とコミュニケートする能動的な消費者である。  
1 8 7  「 ア リ バ バ グ ル ー プ 、 2 0 2 2 年 1 - 3 月 期 及 び 2 0 2 2 会 計 年 度 の 決 算 を 発 表 」、

h t t p s : / / w w w . a l i b a b a . c o . j p / n e w s / 2 0 2 2 / 0 6 / 2 0 2 2 1 - 3 2 0 2 2 . h t m l、更新日： 2 0 2 2 年

6 月 2 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月 3 0 日。  
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どのインフラ整備事業、クラウド事業やビッグデータ分析事業に取り

組んできており、グループ内および提携企業とで、あらゆる事業を完

結させる「ネット生態圏（エコシステム）」の構築を推進している 1 8 8。 

 アリババが展開している主なサービスは前述した B2B-EC サイト

「アリババドットコム（Alibaba.com）」、「T-MALL」、越境 EC サイト

「T-MALL 国際」、C2C-EC サイト「淘宝網マーケットプレイス」、決

済サービス「アリペイ」、クラウドコンピューティング「アリババク

ラウドコンピューティング」、「アリババドットコム」から事業をスタ

ートさせた。さらに、EC サイト上で使える決済サービス「アリペイ」

も開発するなど、事業領域は徐々に EC の粋を超えてきている。 

 2009 年 11 月には、「アリペイ」がスマートフォン上でのモバイル

決済サービスを提供しはじめ、2010 年 3 月 14 日まで登録利用者は 3

億人を突破した。さらに、2011 年には「アリペイ」はレストラン、

百貨店、スーパーなどの店舗で決済が可能になった。 QR コードを導

入し、店舗にとってはほかの決済方式よりコストを回避できて、クレ

ジットカードよりも安価な手数料で、キャッシュレス決済が実現でき

る。また、消費者にとっては支払える利便性と体験性も高くになった

1 8 9。 

 「アリペイ」をはじめとする第三者決済システムは、二つの特徴が

ある。一つは、「淘宝網」を利用する際、「アリペイ」を使うと利便性

と安全性が高くになる。もう一つは、「アリペイ」のポジショニング

である。「アリペイ」は、簡単・安全・快速な決済手段の解決案を提

供することに力を注ぎ、信用で商品とサービス双方をつないでいる。

アリペイは、決済という基本サービスだけではなく、投資信託、チケ

ットの購入、実店舗での決済などの関連サービスも幅広く提供してい

 
1 8 8  渡辺達朗「中国におけるネット小売市場の拡大とビジネスモデル進化に関する事例研

究－品揃え・チャネル・国境の壁を超える展開の検討」、『 D i r e c t  M a r k e t i n g  

R e v i e w  』、 v o l . 1 5、 2 0 1 6 年 3 月、 4 2 頁。  
1 8 9  関根栄一「中国の第三者決済分野の市場・制度の動向‐モバイル決済の普及の実態」、

『野村資本市場クォータリー』、 2 0 1 8 年 1 2 月、 1 5 9 - 1 6 1 頁。  
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る 1 9 0。 

 また、「アリペイ」は、ネット上での決済だけでなく、大手小売企

業の実店舗での利用も進んでいる。現在でも利用者数世界最多の電子

決済会社としての地位にあるという。 

 現在も「アリペイ」は中国のキャッシュレス化を支えているサービ

スの一つとなっており、そのサービスと機能の範囲も公共料金の支払

いや金融商品を含め、中国では国民の生活に欠かせない仕組みとなっ

ている。 

 特にアリババが 2009 年に中国で EC サイトの大規模な販売促進イ

ベントとして 11 月 11 日の「双 11」を仕掛け、2021 年には 1 日だけ

で約 5,403 億元(日本円で約 9.7 兆円)の売上を記録した。日本の通

販事業楽天の年間の流通額（2021 年）は 5 兆 118 億円 1 9 1ほどに対し

て、アリババはその半分近いの額を、1 日で売り上げることに成功し

た。 

 「双 11」は当初、多くの企業にとって在庫整理かバーゲンセール

の機会ととらえられ、消費者にとっても割引の代名詞であった。しか

し、「新小売」の 2017 年は消費・小売・技術のグレードアップの象

徴となっている。こうした中、ネット通販企業の販売モデルは過去の

「商品を売る」から、オフラインとより深く結合した、「新小売」モ

デルの実験場となり、消費者のショッピング体験およびサービス水準

の向上に重点を置くようになっている。ビッグデータ、AI、生物識別、

モノのインターネット（ IoT）、モバイル決済を代表とした技術革新

は、小売業全体のコスト・効率・体験の最適化を推進し、業界の変化

を促している。  

 中国のインターネット利用者およびネットショッピング利用者規模

 
1 9 0  盧未龍・土井正・高橋武則「中国の第三者決済サービスにおける競争優位の源泉に関

する一考察─顧客満足度調査を中心として─」、『目白大学経営学研究』、 V o l . 1 5、 2 0 1 7

年 1 月 1 6 日、 3 - 4 頁。  
1 9 1  瀧川正実「楽天の国内 E C 流通総額は 5 兆円で伸び率は約 1 0 %増」、

h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 9 5 1 0、更新日： 2 0 2 2 年 2 月 1 5 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 7 月 3 0 日。  

 

https://netshop.impress.co.jp/node/76
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は既に高水準にあり、 EC プラットフォームにおける顧客フローは今

までの飛躍的な伸びを保つのはもはや厳しくなっている。それに、

「双 11」という概念の出現により、消費者が割引と販促に熱中して

いた時代から、ますます多くの消費者が理性的、冷静になってきてい

る。低価格と販売業者の広告に惹きつけられる一方で、品質とサービ

スに対する指向が高まっている。  

 近年の「双 11」販促において、T-MALL、京東に代表される大手企

業は販売、物流、宅配など各指標で短期間に過去最高を記録し、中国 

EC 業界の実力の向上および中国消費者の購買力の大きさを示してい

る。一方、良好な業績の裏に、「新小売」の環境下、各 EC 企業はいず

れも小売業態の変革に力を入れており、「双 11」販促の手段や形態を

見直しすることで、オンラインとオフラインの融合と協働によって両

方の売上増加を実現した。物流面において、ビッグデータや無人技術

といったスマート化ソリューションの運用により、人力・物力が大幅

に節約されたことは、物流業界の技術水準の進歩を証明した。ネット

通販の最大イベントには引き続き新たな成長チャンスが潜んでいる 1 9 2。 

 グローバル化はアリババの 2014 年から 2024 年まで 10 年間のコア

となるビジネス戦略である。ビッグデータとテクノロジーを利用し、

サイト上での販売だけではなく、決済、物流、マーケティングに至る

まで、包括的でローカライズされたサービスを企業に提供し、日本を

はじめとする世界中の高品質な商品をよりスムーズに中国および東南

アジアの消費者に提供する仕組みを整えている。 

 最近、アリババは自社の既存プラットフォームを活用する形でリテ

ールサポート事業に参入する動きが見られる。以上ように動きは、ア

リババが中国小売業界の進化すべき方向性につながることを裏づけて

いると言えよう。 

 

 
1 9 2  孫元捷「アリババ双 1 1、取引額が  1 6 8 2  億元で過去最高  ～新小売元年の試み」、

『 M U F G : B a n k（ C h i n a）経済週報  』、 2 0 1 7  年 1 1 月 2 2 日  、第 3 7 4 期、 7 頁。  
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5-1-5 ライバル企業のアリババ包囲網 

中国の IT 業界、ひいては民間企業全体を牽引しているのがアリバ

バグループとテンセントの 2 社である。多くのスタートアップ企業が

目指すのはもちろん米国や中国での株式上場だが、アリババやテンセ

ントからの出資や両社による買収が一種の出口（エグジット）もしく

は上場への経路になっているようにも見える。ある程度、名が知れた

スマートフォンアプリの多くは 2 社のいずれかが出資している。 

最近ではアリババが出前サービス大手「餓了麼（ウーラマ）」の運

営企業を完全子会社にすると発表した 1 9 3。一方、「餓了麼」のライバ

ル「美団外売」はシェア自転車大手の「摩拝単車（モバイク）」を買

収した。「美団外売」も「摩拝単車」もテンセントが出資する企業で

ある 1 9 4。アリババとテンセントはもともと中核となるサービスが異な

るが、今やオンラインだけでなくオフラインの世界でも激しく競い合

っており、スタートアップ企業は両社の草刈り場のようになっている。

この中国ネット巨人 2 社の輪の中に入れないスタートアップ企業は自

らの力で成長を目指すしかない。しかし、 10 億人のユーザーを持つ

テンセントのチャットサービス「 WeChat」やアリババの通販サイト

「淘宝網」と決済アプリ「アリペイ」などの力を借りずに、スタート

アップ企業が消費者を自らのアプリに呼び込むのは難しい。  

 アリババとテンセントはともに AI、クラウドやフィンテックなど

先端技術の研究開発及び活用に注力し、コンシューマ・インターネッ

トにおける地位を強化しながら、産業インターネット及び国際化を次

の成長柱に位置付けている。 

 テンセントは 2018 年 10 月に、創業以来 3 回目の組織改革に乗り

出し、「クラウド・スマートインダストリーズ・グループ（ CSIG）」

を新設し、法人向け事業の強化に本格的に動き出した。  

 
1 9 3  楊晨楠・紀胤戎・紀峰「互連網企業併購的協同効応分析」、『現代商貿工業』、 V o l . 1 3、

2 0 2 2 年、 1 9 6 頁。  
1 9 4  小平和良「アリババ、テンセントの 2 強時代は終わる」、日経ビジネス、

h t t p s : / / b u s i n e s s . n i k k e i . c o m / a t c l / r e p o r t / 1 5 / 2 7 8 5 4 9 / 0 4 1 2 0 0 0 1 7 /更新日：

2 0 1 8 年 4 月 1 6 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 3 0 日。  

https://business.nikkei.com/article/person/20130325/245514/
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 クラウド分野では、2021 年にはアリババは国内シェア 36.7％を占

める最大手だが、テンセントは着実にシェアを伸ばし、市場シェア

11.1％を持ち 2 番手となっている。また、両社のフィンテック事業

の価値はともに 1,000 億米ドルを超えると推測されている 1 9 5。 

 中国のモバイル決済市場では、2022 年 2 月にアリババ傘下のアリ

ペイが 49.9％、テンセント傘下のウィーチャットペイが 40.7％の市

場シェアをそれぞれ持ち、二強による寡占状態にある。 

 国際化戦略では、アリババは東南アジア最大の EC プラットフォー

ム「ラザダ（Lazada）」の買収など、得意の e コマース、モバイル決

済やクラウドを中心に海外展開を推進している。同社は国際オリンピ

ック委員会と長期パートナーシップを締結している。一方、テンセン

トも戦略投資などで積極的に海外展開を進めている。フィンランドの

スーパーセル（Supercell）などを含む有力ゲーム開発会社の買収な

どを通じ、得意とするゲーム分野の海外市場開拓が期待されている 1 9 6。 

 その次にライバルと言えば、同じく EC 業界の「京東集団」の存在

も大きい。アリババは EC サイトのプラットフォームに徹し、自社か

らダイレクトな販売はせず、配送も外部業者に委託している。一方で

京東集団は自社で商品を仕入れて販売し、さらに配送に関しても自社

の物流ネットワークを持っている。 

 アリババグループやテンセントと違って、京東集団は差別化を図る

ことを最重要としているのである。特徴として以下四つにまとめられ

る。 

（1）偽物排除 

 京東集団は偽物に対し「容赦しない」ポリシーを掲げている。偽物

商品を徹底的に排除する姿勢が彼らの差別化戦略の重要な部分である。  

 
1 9 5  倉田瑞穂「中国のパブリッククラウド市場について」、 h t t p s : / / w w w . j -

m o t t o . c o . j p / 0 0 0 0 0 0 0 0 / c o l u m n / 2 0 2 2 / 2 0 2 2 0 5 1 8 . h t m /更新日 2 0 2 2 年 5 月 1 8 日、閲

覧日： 2 0 2 2 年 7 月 3 0 日。  
1 9 6  「中国二大ネット巨頭、アリババ  v s .  テンセント  ～産業インターネットは次の成

長柱へ」、 h t t p s : / / w w w . t o y o -

s e c . c o . j p / c h i n a / r e p o r t / f e a t u r e / 1 9 1 2 2 6 _ 5 0 7 5 . h t m l、更新日： 2 0 2 1 年 3 月 2 8

日、閲覧日： 2 0 2 2 年 8 月 1 日。  
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（2）自社物流 

 京東集団は高い品質とスピードを持つ物流サービスを提供している。

同社の物流システムは中国の人口の 99％をカバーしている。強力な

倉庫・配送センターネットワークに支えられた京東の物流システムは、

一部地域で当日配送も実施している。すなわち、午前 11 時までに注

文したら、その日に受け取ることができる。香港、マカオ、台湾への

無料配送も行っている。 

（3）玄関先までの配送 

 京東集団は自社のユニフォームを着たスタッフが玄関先までの配送

を担う。消費者の信頼とユーザー体験を高めるため、車、カート、ド

ローンのようなさまざまな配送ツール、 AI、 AR、 VR、またはブロッ

クチェーンのような次世代技術も積極的に導入テストを行っている 1 9 7。 

（4）パートナーシップ 

 京東集団は 10 億ユーザーをかかえるメッセージアプリ「 WeChat」

を運営するテンセントと協業し、20％の出資を受けることで、マーケ

ットや消費者とのアクセスを高めている。同社はウォルマート 1 9 8から

も 10％の出資を受けているほか、百度（バイドゥ） 1 9 9とも提携して

いる。 

 京東集団は 2021 年の「双 11」に 3,491 億元（約 6 兆 1,900 億円）

2 0 0 の売り上げを記録した。アリババの売上 5,403 億元（約 9 兆

6,173 億円）には届いていないが、同社は独自のやり方でアリババを

追撃しようとしている 2 0 1。アリババブランドが出店する「 T-MALL」

 
1 9 7  田雪莹「京東物流配送模式優劣姿勢及対策分析」、『管理現代化』、 V o l . 3 7、 2 0 1 7 年 6

月、 9 2 - 9 4 頁。  
1 9 8  ウォルマート（英 :  W a l m a r t  I n c .）は、アメリカ合衆国アーカンソー州に本部を置

く世界最大のスーパーマーケットチェーンであり、売上額で世界最大の企業である。  
1 9 9  百度（バイドゥ）は、中華人民共和国で最大の検索エンジンを提供する会社である。  
2 0 0  「双 1 1 は中国消費市場の巨大な潜在力を明らかに示す」、 B B ニュース、

h t t p s : / / w w w . a f p b b . c o m / a r t i c l e s / - / 3 3 7 8 7 8 0、更新日： 2 0 2 1 年 1 2 月 3 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 7 月 1 日。  
2 0 1  「アリババグループ、 2 0 2 1 年の天猫ダブルイレブンで G M V（流通総額） 9 兆円超を達

成、堅調な成長を維持」、

h t t p s : / / w w w . a l i b a b a . c o . j p / n e w s / 2 0 2 1 / 1 1 / 2 0 2 1 g m v 9 . h t m l、更新日： 2 0 2 1 年 1 1

月 1 2 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月 1 日。  
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と、あらゆる種類の事業主が参加できる「淘宝網」という二つの主要

サイトで年間１兆元以上の注文をさばいている。しかし、事業主から

徴収する顧客管理収入（ CMR）の伸びは急激に減速している。なかで

も 2021 年 7 月から 9 月期の伸びは 3％と、前年同期の 20％を大幅に

下回った。 

 近年、以上述べた 3 つのグループは 10 年以上にわたり中国の電子

商取引界で支配的な地位を誇ってきたが、最近は競合他社の猛攻に押

され、その地位が揺らいでいる。北京字節跳動科技（バイトダンス）

が運営する中国版「ティックトック」（TikTok）がライブ配信型販売

でアリババをしのいでいる一方、米ナスダックに上場している電子商

取引の「ピンドゥオドゥオ」は地方やディスカウント販売でアリババ

をリードしている。 

（1）「ティックトック」 

 「ティックトック」1 日のアクティブユーザーは 6 億人を超える。

同社は 2018 年からプラットフォームへの出店を受け入れ始め、 2021

年はブランドによる旗艦店の開設を実現した。  

 コンサルティング会社クエストモバイルによると、「ティックトッ

ク」は 10 月に各ユーザーのサイト滞在時間が平均 1,817 分と、「淘

宝網」の 350 分を大幅に上回った。事業主はこの点に魅力を感じて

いる。 

 その上、アリババのライブ配信は著名インフルエンサー 2 人の配信

に視聴が集中する傾向があるのに対し、「ティックトック」は幅広い

ライブ配信者が視聴者を獲得している 2 0 2。 

（2）「ピンドゥオドゥオ」 

 「ティックトック」の対極にあるのが「ピンドゥオドゥオ」である。

こちらは価格の安さに加え、ユーザーがメッセージプラットフォーム

上で購入品を分け合って少しでも安く買えるようにするグループ購入

 
2 0 2  「アングル：中国アリババ帝国に陰り、抖音とピンドゥオドゥオが猛攻」、  

h t t p s : / / j p . r e u t e r s . c o m / a r t i c l e / a n a l y s i s - a l i b a b a - i d J P K B N 2 I O 0 9 X 更新日：

2 0 2 1 年 1 2 月 1 0 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月 2 日。  
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モデルが人気を集め、地方在住者の間で普及している。  

 「ピンドゥオドゥオ」とは、共同購入システムができる中国の EC

サービスとして、Google のエンジニアだった黄峥氏が 2015 年 9 月

に上海で立ち上げた。 2018 年には「ピンドゥオドゥオ」は NASDAQ

証券取引所に上場し、2021 年では、売上高が 272 億 3,000 万元にな

った。  

 「ピンドゥオドゥオ」の特徴としては、以下の三つから分析して

みる。まず、共同購入によって商品を安く購入できることである。

その中で、商品の安価が圧倒的であることである。制限時間内に回

りを呼びかけて共同購入者を募り、安く商品を手に入れるという仕

組みで消費者にとって共同購入の実現に励む重要な要素とも言える。  

 次は Wechat との連携を活用することである。「ピンドゥオドゥオ」

は、中国最大のメッセンジャーアプリである Wechat と連携するこ

とで、共同購入の仲間を募る仕組みを作られ、莫大なユーザーへの

アプローチを実現した。  

 「ピンドゥオドゥオ」は 2017 年に Wechat のミニプログラムを公

開し、驚異的に成長を加速した。Wechat で情報を拡散すると割引が

受けられるという仕組みである。 SNS を最大限に活用した戦略は低

価格であることに意欲的なユーザーに強くヒットした。情報が拡散

され、販売機会が増えるとも言える 2 0 3。  

 最後は、地方をターゲットした差別化である。大都市をターゲッ

トにしてきたアリババや京東集団に対して、「ピンドゥオドゥオ」は、

3、4 級都市在住者を狙った戦略をとった。上海や北京などの都会に

対し、安さを重視する 3、4 級都市では、「ピンドゥオドゥオ」のユ

ーザーは増えて、事業の成長に大きく貢献した。この戦略は、ユー

ザーの所得に注目して 3、4 級都市というエリアでセグメントしたと

ころが重要である。地方都市でもすべてを合わせた人口はとても大

きいので、アリババグループや京東物流に対抗できるユーザー数を

 
2 0 3  王烽権・江積海・王若瑾「人工智能如何重構商業模式匹配性—新電商拼多多案例研究」、

『外国経済与管理』、 V o l . 4 2、 2 0 2 0 年、 5 3 頁。  
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揃えるために成功した戦略と言え、大きな競争力の強化になる 2 0 4。 

 今後、アプリを使う人のニーズは一層、細分化されていく。そうな

ると巨大な 1 つのアプリ、サービスではニーズに応えきれず、さまざ

まな中小のサービスが登場するはずだ。これら中小のサービスとユー

ザーをつなぐ新手な企業がまだまだ需要がある。アリババやテンセン

トのようなネットの巨人が独占する時代はもう通用しなくなり、細分

化を求められるであろう。  

 従来アリババ、テンセントや京東集団などの大手が支配的な力を持

っていたはずが、今後は新手な「ティックトック」や「ピンドゥオド

ゥオ」なども視野に入れていかなければならないであろう。特にアリ

ババは当局の締め付けにより、関心を示した事業主に独占出店を要請

する方針を放棄せざるを得なくなり、まずまず競争が激しくなる。  

 

 

5-2 電子商取引時代を築くアリババグループの新手法  

5-2-1 AI フル活用 

 アリババは、「あらゆるビジネスの可能性を広げる力になる」とい

うミッションを掲げ、EC を通じて巨大なグローバル企業に成長して

きた。本業としての EC ビジネスのサービス強化やそのエコシステム

の形成には、数多くの AI システムやツールを利用してきたが、しか

し、これまで「AI 戦略」といった言葉はあまり使っていなかった 2 0 5。 

 2017 年 10 月 11 日に、ジャック・マー会長は、アリババの AI 研

究開発をメインに担当する、「人類の未来のための研究として」と主

張した達摩院（Alibaba DAMO Academy）が設立されたとき、アリバ

バの技術研究開発は、「利益も出せて、かつ楽しく問題を解決するた

めの研究（ Research for solving problems with profit and 

 
2 0 4「拼多多（ピンドゥオドゥオ、ピンドウドウ）とは？急成長の戦略を知る」、

h t t p s : / / f e r r e t - p l u s . c o m / 2 0 9 6 6、更新日： 2 0 2 0 年 9 月 2 9 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7

月 3 0 日。  

 
2 0 5  程鈺瓊「 A I 在電子商務中的応用探究」、『全国流通経済』、 V o l . 2 3、 2 0 2 1 年、 5 頁。  
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fun）」という認識を明らかにした。つまり、問題解決が技術研究開

発の出発点ということであり、AI 技術も例外ではない。 

 2017 年 12 月 19 日に、アリババグループ副総裁でアリババクラウ

ド CEO の胡暁明（サイモン・フー）は、アリババクラウドの年次イ

ベント「 2017 年北京・雲棲大会 2 0 6（ The Computing Conference 

2017）」で、アリババの AI 価値を発揮するための 3 つのことが提示

された。 

（1）「利活用シーン・ドリブン」 

 AI を生かしてどのような問題を解決するか、社会的なコストをど

れほど削減できるかなど、利活用シーンを考えること。  

(2)「データ・ドリブン」 

 AI の利活用には、AI を支える十分なデータを持っているかを考え

ること。 

(3)「コンピューティング・ドリブン」 

 AI の利活用には、十分なコンピューティング能力、深層学習能力、

アルゴリズムなどを持っているかを考えること 2 0 7。  

 これはジャック・マー会長が提唱した「問題を解決するための研究」

理念を貫いたもので、業務上の「利活用シーン」こそ、アリババの

AI の出発点といえる。「 AI 技術があって、それをどこに使うか」で

はなく、「業務上の問題を解決するのに AI をどう生かせるか」という

視点だ。たとえば、都市、工業、自動車、小売り、銀行、ホームなど

において効率向上、コスト削減、安全強化などの面で AI を生かすこ

とである。 

 アリババ社内独自の AI 部隊は、主に達摩院の AI 関連ラボから構

成されている。そのうち、人工知能ラボ（Alibaba AI Labs）は、

「マシンに知能を与える」というミッションと掲げられた。次世代の

ヒューマン・マシン・コミュニケーションの入り口を開き、 AI 人工

 
2 0 6  阿里雲（アリクラウド）の開発者向けイベントである。  
2 0 7  唐徳権「アリババ A I 戦略の全貌、産業別に 1 3 0 以上のサービスを提供」、

h t t p s : / / x t r e n d . n i k k e i . c o m / a t c l / c o n t e n t s / 1 8 / 0 0 0 4 2 / 0 0 0 1 2 /更新日： 2 0 1 8 年

1 1 月 1 8 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  

https://xtrend.nikkei.com/authors/18/dequan_tang/?i_cid=nbpnxr_child
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知能でマシンへのエンパワーメントを図ろうというもので、アリババ

の AI 研究開発の核心ともいえる 2 0 8。 

 アリババは社外の AI リソースをフル活用するため、できるだけ AI

技術の各領域で先頭を走るテクノロジー企業と手を組むようにしてい

る。既に多くの AI 専門会社がアリババのパートナーとして機能して

いる。 

 

5-2-2 流通近代化の加速  

 中国の EC 市場が占める割合は年々伸びているが、リアル小売業は

横ばいとなっており、相対的に厳しい状況になっている。最近の傾向

は、EC 市場の伸びとリアル小売業が回復基調に転じたことに見られ

ている。農村部の消費市場が成長し、スポーツ・レジャー用品、化粧

品などのプレミアムカテゴリーが伸びているという。  

 中国では、 2015 年に格安スマートフォンが普及され、消費者起点

の新しいサービスが始まった。2016 年にオンライン事業者大手の

BAT（バイドゥ、アリババ、テンセント）がサービス業の M&A を進め、

小売業を超えたオムニチャネル経済圏を構築した。2017 年には、既

存業態から脱却し、業界や国内外の壁を超えたマルチ・ボーダレスの

時代へ突入したことが周知の通りである。 

 さらに、2017 年には従来の業態とは異なる「新小売」モデルが登

場し、アリババは実店舗の小売業との資本提携を進め、新しいビジネ

スモデルにトライする土壌が整備されつつある。こうした中、中国流

通市場は大きく変貌している。 

 クラウド、ネットワーク、端末によるオンラインとオフラインの融

合が始まった。たとえばビッグデータを利用し、オンラインの人気商

品を実店舗に導入したり、新しい顧客接点を開拓して「物販＋飲食」

の複合業態や、「アプリ販売＋実店舗販売」の O2O など、新ビジネス

 
2 0 8  唐徳権「アリババ A I 戦略の全貌、貪欲に買収、 A I エコシステム形成へ」、

h t t p s : / / x t r e n d . n i k k e i . c o m / a t c l / c o n t e n t s / 1 8 / 0 0 0 4 2 / 0 0 0 1 3 /更新日： 2 0 1 8 年

1 1 月 1 3 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  

 

https://xtrend.nikkei.com/authors/18/dequan_tang/?i_cid=nbpnxr_child
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が登場している。さらに流通のスピーディな回転や、受注生産を進め

た在庫ゼロモデルへの取り組みが見られる 2 0 9。 

 また、AI 技術の利用より新しい小売業態の誕生が促され、「スマー

トコマース」がブルーオーシャン化になっている。無人店舗企業が現

れ、入店の認証や決済に AI が応用されている。また AI を活用し、

無人倉庫による在庫管理の効率化も進んでいる。一部のコンビニもリ

アル小売事業者から、オンライン事業者まで参入し、プレイヤーが多

様化されている。 

 さらに、「新小売」の登場が商業主導のサプライチェーン統合が進

められ、サプライチェーンが短縮化されたり、 PB ブランの開発も進

んでいる。たとえば、北京のスーパー「超市発」は、農家と直契約し、

生鮮食料品の 70％を現地調達しているなど、消費者起点でバリュー

チェーンを変えていく動きが見られる。  

 近年、中国農村部が EC のホワイトスペースとしてターゲットにな

っている。中国政府がインフラに投資し、都市部と農村部を仲介する

プラットフォームを整備している。都市部の人々が農村部へ旅行した

り、レストランで飲食するなど、単純物流からサービスへと展開し、

金融面でも大きな変化が現れている。 

 「新小売」モデルは情報化が農産品卸市場の転換を促し、電子決済

が効率化・トレーサビリティを実現させる。B2C の EC 生鮮市場は競

争が激化しており、農産品卸しに関しても市場が中心となる。その中

で、近代化への動きが加速し、情報化・電子決済化も進んでいる 2 1 0。 

 

5-2-3 決済手段の急変（キャッシュレス化、顔認証の導入など） 

 近年、中国にはモバイル決済を中心としたキャッシュレス 2 1 1社会へ

 
2 0 9  野村総合研究所「ニューリテール（新小売）」とは？アリババが進める無人化技術や

A I フル活用」、 h t t p s : / / w w w . s b b i t . j p / a r t i c l e / c o n t 1 / 3 4 9 7 4、更新日： 2 0 1 8 年 6

月 1 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 日。  
2 1 0  郷裕「デジタル社会下で生み出される新消費スタイル‐中国商業十大ホットイシュー

2 0 2 0」、野村総合研究所、 2 0 2 0 年 6 月 1 7 日、 1 4 - 1 8 頁。  
2 1 1  キャッシュレス化とは、決済方法が現金決済からキャッシュレスに切り替わっていく

ことを指す。  
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と急速に移行した。近年、アプリやインターネットを活用した決済サ

ービスを提供する業者の登場により、決済にかかわる業種のビジネス

モデルには大きな変革が起きている。 

 2004 年にアリババが運営する EC サイト「淘宝網」の決済方法とし

て「アリペイ」が利用し始まった。クレジットカードが普及していな

い中国で EC を広げる決済手段として登場し短期間に普及した。調査

によると「アリペイ」は 2019 年にアリババグループのアント・ファ

イナンシャル傘下のサービスとして 9 億人が利用し、年間消費額が

18 万元（300 万円）以上の上級会員が 1 億人を超えている 2 1 2。 

 「アリペイ」は生活のあらゆるシーンでの決済に使え、現金やカー

ドを持ち歩かなくてもスマホだけで生活できる。 EC の支払いはもち

ろん、屋台をも含む実店舗での買い物、携帯電話料金のチャージ、シ

ェアリング自転車の利用、タクシー配車、地下鉄乗車、税金や小遣い、

海外送金、さらには家賃や学費などの支払いまでが可能だ。利用者は

「アリペイ」ですべてを決済し、そのデータを提供している。「アリ

ペイ」による決済範囲が大きければ大きいほど、その利用者の経済状

況や消費動向、行動パターンなどを把握でき、データ活用の可能性が

広がる 2 1 3。 

 中国のキャッシュレス化は主にモバイル決済が中心であり、これは

従来型であるアリババグループとテンセントグループとは異なる新し

い仕組みによるもので、2000 年以降のインターネットとスマホの普

及によって迅速な発展を遂げている。 

 オフラインをより便利にするためにモバイル決済サービスが使用さ

れるようになり、すでに EC が衣食住や交通など各方面に浸透した。

このライフスタイルの変化によりキャッシュレス化の普及が一層促進

され、中国人の決済習慣が変わっていく。  

 
2 1 2  自治体国際化協会北京事務所、「中国における最新 D X 事情」、『自治体国際化フォーラ

ム』 2 0 2 1 年 9 月、  V o l . 3 8 2、 4 頁。  
2 1 3  大和敏彦「急進するモバイル決済のビジネスモデルと課題」、

h t t p s : / / d c r o s s . i m p r e s s . c o . j p / d o c s / c o l u m n / c o l u m n 2 0 1 7 0 9 1 8 - 1 / 0 0 1 0 9 6 . h t m l 、

更新日： 2 0 1 9 年 8 月 1 9 日、閲覧日： 2 0 2 1 年 1 2 月 2 0 日。  
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 また、モバイル決済はいつでもどこでも使用でき、持ち運びやすい

という特徴を備えているので、従来の支払方法と比べると、小額でも

素早く、便利に日常生活の領域で広く応用されるようになった。  

 QR コードを読み取り、決済完了というモバイル決済技術のイノベ

ーションによってオンラインとオフラインの融合が実現した。また、

ハードウエアのコストが下げられ、小売店、野菜市場など、さまざま

なオフラインシーンで利用されるようになった。  

 中国でキャッシュレス決済が急激なスピードで市場を拡大し、キャ

ッシュレス社会を実現した中国電子マネーであるが、その急成長の要

因についてみてみる。 

(1)セキュリティ性が高い 

 お金を直接扱うシステムなので安全面が最重要視され、「アリペイ」

はサービス開始以来、口座情報漏えいなどのセキュリティ事故は一度

もなく、信頼性が非常に高いと評価されている。 

(2)導入ハードルが低い 

 特にスマホでのキャッシュレス決済は QR コードのみで決済可能で、

取引 1 件あたりの手数料も低いため、他のキャッシュレス決済（キャ

ッシュカード、クレジットカードなど）よりコストが抑えられ、店サ

イドとしても導入しやすいサービスと言える。 

(3)偽札問題 

 中国ではほとんどの店に偽札をチェックする機械が存在するほど偽

札問題が深刻であったが、キャッシュレス決済の普及によって偽札問

題が収められる 2 1 4。 

(4)個人間送金と呼ばれる相互送金機能 

 相互送金機能があることにより、電子マネーアプリがスマホにイン

ストールされていれば、誰とでも電子マネーのやり取りが可能になる。  

 こうした中国でのモバイル決済の普及は、中国のキャッシュレス社

 
2 1 4  「中国のキャッシュレス決済事情について」、  

h t t p s : / / w w w . b r a v e s o f t . c o . j p / b l o g / a r c h i v e s / 8 5 4 6、更新日： 2 0 2 0 年 5 月 2 7 日、

閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 7 日。  
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会化を推進し、さまざまな面において、国民生活に新たな利便性をも

たらした。 

 また、「アリペイ」と事業提携し、一部のスーパーとコンビニで

「顔認証」サービスの提供を打ち出している。たとえば、「新小売」

の代表として「盒馬鮮生」で導入されたセルフレジでは、顔認証で代

金を支払うこともできる。事前にアリペイに自分の顔を読み込んでお

けば、セルフレジのカメラで顔を読み取り、スマホを取り出す必要も

なく、電話番号を入力するだけで支払いが終了となる。  

 「盒馬鮮生」の顔認証を見てもわかるように、インフラとなった

「アリペイ」や「ウィーチャットペイ」の存在が新しい技術やビジネ

スの登場を促している側面もある。どうやって利用者からお金を受け

取るか、現金をどのように管理するかに頭を悩ませる必要がなくなり、

多種多様なベンチャー企業が出てくる土台になっている 2 1 5。 

 現在では、モバイル決済企業は顔認証を代表とする生体認証による

決済サービスの商用化に前向きに取り組んでいる。無論、生体認証、

決済は技術的・法律的な課題はまだ残っているが、技術の成熟と監督

管理制度の完備が実現されれば、  人々のライフスタイルに更なる変

貌をもたらすと考えられる。 

 

5-2-4 小売の情報化（ビッグデータ利用） 

 中国におけるリテール市場は拡大を続けており、 2022 年に中国の

EC 売上高は 15.5 兆元に達し、2021 年から 2025 年までの年間成長

率は 12.4%と予想されている。2025 年には、中国の EC 市場のユーザ

ー数は 12 億 3,040 万人に達すると予想されており、巨大な消費市場

を背景にした中国 EC の巨大な可能性を物語っている 2 1 6。  

 EC プラットフォームや EC を行うブランドの増加が背景にあると考

 
2 1 5  「支払いは顔認証！アリババが作る未来のスーパー」、

h t t p s : / / b u s i n e s s . n i k k e i . c o m / a t c l / r e p o r t / 1 6 / 1 1 1 6 0 0 1 8 2 / 1 1 1 6 0 0 0 0 4 /更新日：

2 0 1 7 年 1 1 月 2 8 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
2 1 6  「 2 0 2 2 年に中国 E コマースの新しい考え方」、

h t t p s : / / w w w . a s i a p a c d i g i t a l . c o m / j p / d i g i t a l - m a r k e t i n g - i n s i g h t / c h i n a -

e c o m m e r c e - 2 0 2 2、更新日： 2 0 2 2 年４月 1 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 7 月 3 0 日。  
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えられる。一方で、競合が増えたことによる新規顧客獲得のコストも

上昇している。例えば、「T-MALL」 EC プラットフォーム内で存在感

のあるアパレルカテゴリにおいて、2018 年は最大 37％近くあった成

長率が 2019 年では 8％に低下し、成長が鈍化なっている。  

 こうした背景を踏まえ、「 T-MALL」は従来の店舗への流入を作る広

告ツールの進化から、「データバンク」を通じたビッグデータの活用

へ戦略を変換した。  

 ビッグデータの活用を推進する「データバンク」とは、「ブランド

企業へ全面的にユーザーデータの管理を提供するダッシュボードであ

る」と定義した。アリババグループが保有するすべてのブランドのデ

ジタルマーケティングに関するデータとユーザー購買履歴データを合

わせた、総合マーケティング応用システムを実用化している 2 1 7。 

 ブランド企業がユーザーのライフサイクルを把握するために必要と

なるデータベース（アリババグループのプラットフォームで蓄積され

る。ユーザーの好み、どのようなライフスタイルなのかに関するデー

タ）を管理している。言い換えれば CRM（顧客関係管理）を支援する

ものである。 

 「データバンク」の強みは、6 億人のデータを持ち、アリババが持

つ他のプラットフォームからもユーザーの紐づけを行い、購買データ

以外の情報も保有・活用できる点である。 2 1 8 

 ビッグデータを分析できる「データバンク」は 2018 年に一般開放

され、ブランドの課題分析ができるようになった。しかし、活用方法

が多岐にわたっており、ブランドや TP（T-MALL パートナー）などの

利用者にとって、効率的な改善施策の実施は困難であった 2 1 9。 

 企業が「データバンク」を活用できていない状況を受け、売上拡大

 
2 1 7  鄭琳「大数据背景下个人数据銀行発展現状分析及启示」、『図書館学研究』、 2 0 2 0 年 3

月 1 5 日、 3 頁。  
2 1 8  劉伝「数据銀行助推数据資産化発展的可行性研究」、『時代金融』、 2 0 2 2 年 4 月 1 日、

4 0 - 4 1 頁。  
2 1 9  平野雄太「ビッグデータの活用にシフトする中国 E C 市場、アリババの「 D a t a b a n k」

活用法とは」、 h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 8 1 5 9、更新日： 2 0 2 0 年 1 1 月

5 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  

https://netshop.impress.co.jp/node/8158


120 

 

に向けたさまざまな手法を明確にするフレームワーク「 FAST」 2 2 0が

2019 年に誕生した。自社ブランドの分析だけでなく、市場分析から

ブランドの拡大ポテンシャルを把握する「 GROW」 2 2 1も発表された。

この 1 年の動きだけでも、アリババの分析強化へのシフトが感じられ

る。 

 ビッグデータ先進国である中国でリテールビジネスを行うにあたり、  

これまでは商品力やブランド力、プラットフォームや代理商とのコネ

クションやリテール実績が重要であった。しかし、さまざまなデータ

を見られるようになった今、分析能力とその結果に基づく実行力と検

証力が重要なポイントになっている。 

 

5-2-5 「双 11」に見られる集約イベント型の販促手法  

 中国最大の EC イベントとなった「双 11」は売上規模も年々拡大を

続けている。「双 11」の急成長を遂げさせた要素は、①EC 市場自体

の拡大、②通信インフラとモバイル端末の普及、④ EC 販売戦略の成

功、④越境 EC の拡大と考えられる 2 2 2。 

 この「双 11」が中国全土に普及された理由は以下二つが挙げられ

る。 

 一つ目は、日付けが覚えやすいということ。ジャック・マーは「中

国の消費者には記念日が必要だ。毎年 3 月 15 日は『消費者権利の日』

だが、アリババは 11 月 11 日が本当の意味での消費者の記念日にな

り、売り手が買い手に感謝を示し、利益を還元する日になってほしい」

と発言した 2 2 3。二つ目は一般的な企業の販売促進方法とは異なった方

 
2 2 0  市場や業界カテゴリーとブランド状況を分析することで、市場におけるブランドの

「浸透力（新規顧客獲得力）」「リピート力」「客単価向上力」「新商品の展開力」を見定め、

ブランドポテンシャルを把握し、ブランド戦略の策定をサポートする。  
2 2 1  ブランド顧客の「総数」「関係の深さ」「会員やファンの総数」「会員やファンのアク

ティブ率」からブランドの現状と、必要となる顧客育成のポイントを見極め、プロモーシ

ョン施策の策定と実行が可能になる。  
2 2 2「急拡大を続ける中国 E C シングルデーイベント」、

h t t p s : / / b o x i l . j p / b e y o n d / a 6 9 3 5 /更新日 : 2 0 2 1 年 1 月 1 3 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月

3 0 日。  
2 2 3  王利芬・李翔『アリババの野望  世界最大級の「 I T の巨人」ジャック･マーの見る未

来』、  K A D O K A W A /角川書店、  2 0 1 5 年 4 月 2 日、 2 6 4 頁。  
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法であること。従来の取引では電子商取引を行う企業自身が販売促進

のセールを行う。このようなやり方では企業自身の経営を圧迫しサブ

ププライヤーにも影響を与える可能性がある。しかし、プラットフォ

ームが販売促進活動を行うことで、企業は自分で価格を設定すること

ができ、できる範囲内で自由に決めることができる 2 2 4。 

 「双 11」の成功は販売価格にもあったが、綿密な戦略によるとこ

ろも大きいといえる。たとえば、オンラインからオフラインに誘導す

る O2O 戦略では、実店舗を持つ「T-MALL」が、オンラインで「双 11」

の QR コ焦点を当ててみようードを発行し、サプライヤーである自動車

ディーラーなどで実車を確認したうえでオンライン予約するといった

具合である。このように自動車の取扱い製品の拡大、ブランド品の需

要拡大に対応するといった市場拡大のための施策が功を奏していると

いう現状もある。  

 中国 EC の高速成長を背景に、「双 11」の取引規模は 2009 年から

2021 年まで 12 年連続で記録を更新するとともに、新業態や新体験も

続出している。至る所でのモバイル決済、ハイ・スピードの物流、オ

ンラインとオフラインの全面的な融合は近年起きた変化であるが、科

学技術の持続革新は業界発展を推進し、消費市場を変えている。「双

11」のポイントは単なる数字の増加から、新体験の提供、ビジネスモ

デルの革新といった方向へ転換しつつある。  

 

5-3 まとめ 

 本章では、アリババの主な事業の展開、企業規模と業績、位置づけ

などについて分析した。また、アリババ発展の経緯、現状と新手法も

明らかにした。 

(1)アリババグループのエコシステムの最大の特徴は極めてオープン

であるということである。それは初期の手数料無料戦略や中国向けの

インターネットソーシャルツールの提供などの方法による人為的な部

 
2 2 4  本田茜「アリババから見るベンチャー企業の成功理由」、高知工科大学経済・マネジ

メント学群、 2 0 1 9 年 3 月 1 5 日、 4 頁。  
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分もあるものの、急成長した後は親和性の高い個体を取り込むシステ

ムヘと変遷した。 

(2)キャッシュレス社会へと変貌しつつある中国は、モバイル決済を

通じて新たなビジネスモデルを作り出したといえる。  キャッシュレ

ス化は、中国国民の生活スタイルに大きな変化をもたらした。そして、

モバイル決済の規模が拡大するにつれ、民間企業のビジネス活動は更

に活発になり、長年にわたって築き上げられた、国家による銀行業界

の寡占体制が打破されるきっかけまで創り上げてきた。キャッシュレ

ス化が進むことによって、新たなビジネスチャンスが生まれたが、一

方信用できるシステムを構築できるかは重要な課題として未だ残され

ている。 

(3)アリババは AI リソースをフル活用し、ビッグデータの活用を中

心に、可能な限り AI 技術の各領域で最先端のテクノロジー企業と手

を組むようにしている。 

(4)「新小売」モデルの実験場となり、消費者のショッピング体験お

よびサービス水準の向上に重点を置くようになって、流通近代化が加

速した。ビッグデータ、 AI、生物識 別、モノのインターネット

（ IoT）、モバイル決済を代表とした技術革新は、小売業全体のコス

ト・効率・体験の最適化を推進し、業界の変化を促している。   

(5)「双 11」販促の手段や形態を見直しすることで、オンラインとオ

フラインの融合と協働によって両方の売上増加を実現した。物流面に

おいて、ビッグデータや無人技術といったスマート化ソリューション

の運用により、人力・物力が大幅に節約されたことは、物流業界の技

術水準の進歩を証明した。「双 11」はネット通販の最大イベントには

引き続き新たな成長チャンスが潜んでいる。   
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第六章 時期別に見るアリババグループの経営戦略  

 

  アリババグループのプラットフォームは、成長とともにこれまで

にないかたちで進化している。本章では、アリババのプラットフォー

ムがどのように進化してきたかを検証し、その進化のメカニズムの解

明を試みる。以下では、アリババの事業成長過程を追いながら、プラ

ットフォームの進化について検証してみたい。 

 本章では、アリババの主な事業をスタートアップ期、成長期と急速

成長期という三つの段階に分けてみていく。 

 

6-1 スタートアップ期：1999 年‐2005 年 

6-1-1 EC 事業のスタート 

 アリババが EC 事業を立ち上げたきっかけは、すでに触れたように

ジャック・マーが 1999 年に最初に創業した電子商取引のビジネスの

アリババ・コムであった。それは、主に中国の中小企業が世界の企業

に向けて商品を輸出するための取引活動を支援するものであり、企業

対企業の B2B 取引を内容としたマッチングのためのビジネスモデル

であった 2 2 5。 

 それまで中国の製造業には中小零細企業が圧倒的に多く、自社ブラ

ンドを持たず、自主的な販売チャネルも十分に確保できず、製品は主

に OEM 2 2 6で海外の企業向けに提供するという下請けの関係に甘んじて

いた。そこでジャック・マーは、アリババのサイトを通して、中国の

中小企業がこれまでの下請け関係に縛られず、自主的に自社の製品を

含めたビジネス情報を海外に発信することができ、一方海外のバイヤ

ー企業もアリババのサイトを見て相応しい中国のサプライヤー企業を

 
2 2 5  田口冬樹「流通イノベーション研究：アリババの成長過程とエコシステムの展開につ

いて」、『 B u s i n e s s  R e v i e w  o f  t h e  S e n s h u  U n i v e r s i t y』 V o l . 1 1 0、 2 0 2 1 年、 6

頁。  
2 2 6  O r i g i n a l  E q u i p m e n t  M a n u f a c t u r i n g または  O r i g i n a l  E q u i p m e n t  

M a n u f a c t u r e r の略語で、委託者のブランドで製品を生産すること、または生産するメ

ーカのことである。  
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探し当てることができるという仕組みを考えた 2 2 7。 

 アリババは当初から、中小企業の商品カタログの掲載という形で企

業紹介の窓口は提供するが、マッチングに伴う仲介手数料や成功報酬

としての成約手数料を課すことはしなかった。このサイトは中国語、

英語と日本語で作られて、無料登録でオープンな仕組みでスタートし

ていた。 

 このことによって、登録企業を増やすことができ、利便性の高いプ

ラットフォームを確立した。しかし、こうした無料サービスではアリ

ババに登録する企業が増えすぎて、自社の商品が検索結果の上位に表

示されないことが売手の企業にとっては大きな問題となった。そこで、

2001 年に「チャイナ・サプライヤー」というサービスを立ち上げた。

2,000 ドルを支払うことで、中国の輸出業者は通常の会員よりも多く

の商品情報を掲載でき、アリババ内の検索結果で上位に商品を表示す

ることを可能になった 2 2 8。 

 その後、日本からの 2,000 万ドルを含め、アリババグループは外

部出資者二名から 2,500 万ドルの出資を受けたが、創業早々にも関

わらず過度に事業範囲を拡大したため、わずか 18 カ月で現金の大部

分を使い果たしてしまった。2002 年になってからようやく黒字に転

換することができた 2 2 9。 

 2003 年に、C2C-EC プラットフォーム「淘宝網」 (Taobao.com、

タオバオ）が運営を開始した。「淘宝網」は国内市場向けのプラット

フォームであり、ユーザーを増やすために、アリババ内部では、「三

年間利益を生み出してはいけない」という徹底した価格戦略を実施し、

「淘宝網」に出店する売手に対して、買手側と同様に無料化にしたの

である 2 3 0。売手側の出店料や商品掲載料がかからないことにより、売

 
2 2 7  馮晏「アリババグループにみるプラットフォームの進化」、『横浜市立大学論叢』、

V o l . 7、 2 0 1 9 年、 1 6 2 頁。 
2 2 8田口冬樹「流通イノベーション研究：アリババの成長過程とエコシステムの展開につ

いて」、『 B u s i n e s s  R e v i e w  o f  t h e  S e n s h u  U n i v e r s i t y』 V o l . 1 1 0、 2 0 2 1 年、 7

頁。  

2 2 9ゾンミン『アリババ世界最強のスマートビジネス』、『文芸春秋』、 2 0 1 9 年、 3 5 頁。  
2 3 0  馮晏「アリババグループにみるプラットフォームの進化」、『横浜市立大学論叢』、

V o l . 7、 2 0 1 9 年、 1 6 0 頁。  
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手側の利用者が急増し、品揃えが豊富になった。  

 売手側の出店意欲が高まった結果、買い手側の利用者も増加してい

った。このようにしてアリババのプラットフォーム戦略は、高い利便

性と無料サービスの提供により、高いネットワーク効果をもたらした

と考えられる。 

また、アリババは売手側と買手側のコミュニケーションの活発化を

図った。「淘宝網」立ち上げの初期に C2C-EC についての技術やサー

ビスがまだ整備されていなかったため、アリババはまず社員に自宅の

商品を「淘宝網」に出品させたり、簡易なオンライン掲示板に投稿さ

せたりして、サイトを盛り上げようと努力した。その後、チャット機

能をもつアプリ「ワンワン」を導入し、「淘宝網」利用者間のコミュ

ニケーションを促進させた。アリババは単なる取引の場を提供するだ

けでなく、利用者間の直接的なつながりや交流を促すことで、利用者

を一気に増加させた。 

 

6-1-2 電子決済アプリ「アリペイ」の誕生 

 2003 年、中国では、一部の悪質な売手が代金を受け取りながら商

品を発送しない、あるいは買手が商品を受け取っても代金を支払わな

いような不正取引があった。そのため、売手は商品を送っても代金が

受け取れないことを心配し、買手は代金を払っても商品が受け取れな

い不安もあった。こうしたリスクに、当時のオンライン取引は有効な

解決策を見出せずにいた。「淘宝網」では、こうした不安に対してア

リペイを利用して「保証取引」という支払いの仕組みを加えることで、

この問題を解決しようとした 2 3 1。 

 「アリペイ」は 2004 年に「あなたの支払いを保証する」という電

子商取引の保証機能を持つ決済方法としてリリースされ、斬新なサー

ビスとして注目を浴びた。 

 
2 3 1馮晏「アリババグループにみるプラットフォームの進化」、『横浜市立大学論叢』、

V o l . 7、 2 0 1 9 年、 1 6 1 頁。  
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 この決済の仕組みは、「アリペイ」のエスクロー口座を介して買手

と売手の間に入り、買手によって支払われる代金を預かり、売手に商

品の発送を指示する。買手は商品を受け取ってから商品に不備がない

ことを確認して支払いに同意すると、「アリペイ」から売手に代金が

支払われるという中国初の信頼性の高い仕組みになっている。 

 消費者により安心して利用してもらうために、年間 0.88 元（約 14

円）の保険料をアリババに支払えば、回数無制限で、最大 100 万元

（約 1,540 万円）までの保証をつけることができる。一方、事業者

が負担するコストは決済額の 1 千分の 6 とし、決済手段で競合するク

レジットカード業者の決済手数料より大幅に安く設定した。さらに、

「アリペイ」のシステムによる問題発生の確率は 100 万分の 1 に抑

えるセキュリティシステムの導入にも成功した 2 3 2。 

 オンラインの決済方法からモバイルペイメントまで、サービスの利

用範囲の拡大とともに、ユーザー数は順調に増え続けており、現在ア

リババグループのサービスには国内外で約 8 億 7,000 万人のユーザ

ーが根付いている、さらに、「アリペイ」の残高を資産運用に変えた

いとの狙いで、2013 年には、「アリペイ」に入金すれば金利が付く資

産運用サービスである「余額宝」（ Yuebao）がスタートした。「アリ

ペイ」と中国国内のファンドが協力し、銀行の預金金利より高金利で

サービスを提供することによって、一気に人気を集めた。「余額宝」

の高い人気がアリペイの知名度のさらなる向上に一役買っている。  

 現在、支付宝は国際決済にも対応しており、日本を含む多くの国、

地域で支付宝を使用した決済に対応するサービスが増えつつある。  

 

6-2 成長期：2006 年‐2012 年 

6-2-1 EC 事業の拡大 

 2007 年には、中国のインターネットユーザー数が 2 億 1,000 万人

に達した。広告取引プラットフォームとして、後述した「アリママ」

 
2 3 2盧未龍「中国の第三者決済サービスにおける競争優位の源泉に関する一考察：顧客満

足度調査を中心として」、『目白大学経営学研究』 V o l . 1 5、 2 0 1 7 年、 1 6 頁。  
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（Alimama）がスタートした。合わせて、「淘宝網」は収益化をさら

に拡大していた。また、アリババは B2C と C2C の両方のプラットフ

ォームを運営していたことから、2008 年にオンラインショッピング

モール「T-MALL」（B2C-EC）を立ち上げた。 

 「T-MALL」は「淘宝網」と異なり、出店希望の企業に対して厳し

い審査条件が設けられており、出店手数料やサービス料も有料化した。

また、「淘宝網」の利用者を「T-MALL」と共有するという包囲戦略を

採用したことにより、短期間で「T-MALL」利用者を獲得できた。こ

のように、「T-MALL」はサイトの管理を強化しながら、収益改善を図

っている 2 3 3。 

 現在、「T-MALL」は中国の B2C-EC 市場の約 6 割を占めており、年

間流通総額は日本の楽天サイトの約 7 倍の規模である。日本でも毎年

報道される「双 11」の一日売上は 2020 年度実績で 380 億ドル（約 4

兆 1,260 億円）に達する 2 3 4。シンプルな B2B と C2C から出発したア

リババのプラットフォーム戦略は、蓄積される莫大なデータが新たな

イノベーションの原動力となり、アリババ流のプラットフォーム型ビ

ジネスは、顧客のニーズを取り込む形で多様化の方向に進んでいく方

向がますます鮮明になってくる。 

 さらに、2010 年に、中国企業が海外消費者向けに販売する越境 EC

サイト「AliExpress」もスタートし、海外在住の華人消費者をター

ゲットとする国際的電子商取引サービスを本格的に展開している。  

 

6-2-2 マーケティング支援プラットフォーム「アリママ」の創設 

2005 年にアリババはヤフーチャイナを買収し、ヤフーチャイナが

保有していた検索や広告などの技術を獲得することができた。これら

の技術を活用し、2007 年にプラットフォーム「アリママ」（Alimama）

が設立され、すべてのユーザーに公開している。  

 
2 3 3  アリババホームページ、 h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e、閲

覧日： 2 0 2 2 年 5 月 1 0 日。  
2 3 4  「中国経済どうみるか（下）データ利用のルール構築を」、『日本経済新聞』、朝刊

2 0 1 9 年 1 1 月 1 5 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 1 0 日。  
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「アリママ」とは、アリババグループ傘下のインターネット広告取

引プラットフォームのことである。主に、ホームページの広告とネッ

トショップの広告にかかわっている。 

 ホームページの作成者は、自分のページの中のバナースペースを提

供し、広告主はどのホームページに自分の広告を載せるか選ぶことが

でき、自分の要望に合うホームページを見つけたら、広告を載せても

らうようにスペースを買い取り、「アリママ」は広告スペースを売り

買いするマーケットとして利用されることにより、広告を利用するユ

ーザーは安心して取引できる 2 3 5。 

 「アリママ」は、広告業界のプラットフォームとして成長しており、

同時に「淘宝網」の C2C 取引のルートともなっている。「淘宝網」の

取り扱い商品は多岐に渡っており、それに合わせて「アリママ」の提

供する広告も多岐に及んでいる。このように、「アリママ」は C2C 式

広告プラットフォームと呼ばれるようになっている。  

 「アリママ」の広告収入の種類は 4 つあり、以下の通りである。 

（1）クリック数：クリック数は広告の効果を判断するための方法で

ある。閲覧数に応じて、広告主が広告スペース提供者にワンクリック

に付きいくらという契約した金額を支払う。  

（2）CPA：CPA（Cost-per-action）は閲覧者が登録、ダウンロー

ド、購入などのアクションをとった数に応じて支払額を計算するとい

う方式である。 

（3）時間計算：クリック数や購入数などに関係なく、ある広告スペ

ースをどれほどの期間占有したかで支払額が決まるという計算方式で

ある。ホームページの所有者が提供するバナースペースの時間に応じ

た値段、またどれほどの面積を使うかで金額が決まる。この計算方式

の場合、時間の長さは、通常一週間、もしくは一日単位で計算する。  

 
2 3 5  「阿里巴巴 (アリババ )グループ阿里媽媽 (アリママ )とは何か！」、 h t t p s : / / t a o b a o -

s u p p o r t . n e t / b l o g / 2 0 1 5 0 3 3 0 /更新日： 2 0 1 5 年 3 月 3 0 日、閲覧日： 2 0 2 1 年 9 月 2 0

日。  
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（4）「淘宝網」ゲストの普及：「淘宝網」ショップオーナーの商品を

紹介販売し、取引成功率に合わせて礼金が支払われる 2 3 6。 

 また、売手側はアリババからの提案を利用できるだけでなく、自分

自身がそのデータを分析し、独自のマーケティング施策を打ち出すこ

とが可能になるプラットフォーム「 Uni Marketing」が立ち上げら

れた。利用者のためのマーケティング技術支援が前述のアプリ「ワン

ワン」から、よりよいサービスが提供できる新しい事業として進化し

ている 2 3 7。 

 

6-2-3 クラウドコンピューティングの開発 

 急速に発展する中国の EC 市場で、消費者側から見ても最大の懸念

はセキュリティ（安全性）の確立である。実際に多発するトラブルの

多くがこのような懸念を増幅させた当時、如何にして消費者に信頼さ

れるセキュリティシステムを構築し、すばやく市場導入し、安全性の

高い技術力で市場の信頼を獲得するか、アリババグループは他の企業

に先んじてシステムの構築の力を入れた。その結果、アリババの独自

技術が活用された。 

 クラウドコンピューティングは、インターネットを介し、オンデマ

ンドでコンピューティングリソース (サーバー、データベース、スト

レージ、プラットフォーム、インフラストラクチャ、アプリケーショ

ンなどを含む) が開発され、EC 市場に提供するようになった。また、

必要なときに必要な量のリソースへ簡単にアクセスすることができ、

必要になった分だけ支払う従量課金制で利用できる。  

 セキュリティリスクの高い中国で、約 4 割のシステムがアリババク

ラウド上で稼働している。顧客側が特別なセキュリティ装置を導入し

なくても、アリババクラウドがネットワークでの攻撃を防ぎ、システ

ム運用をセキュアに保つ。そして、アリババクラウドのセキュリティ

 
2 3 6  アリババホームページ、 h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e、閲

覧日 2 0 2 1 年 9 月 2 0 日。  
2 3 7  馮晏「アリババグループにみるプラットフォームの進化」、『横浜市立大学論叢社会

科学系列』 V o l . 7 1  N o . 3、 2 0 1 9 年 4 月、 1 6 6 頁。  
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製品は、約 100 万の組織にサービスを提供している。中国では、大

規模な DDoS 2 3 8攻撃（50Gbps 以上）の 50％を防止するためのレコー

ドを設定しており、DDoS 対策製品はパスワードデコードやウェブ攻

撃に対して厳しい基準を設定している。  

 クラウドコンピューティングの自社開発によって、アリババは技術

力をさらに高めることができたといえる。実際にも、アリババクラウ

ドにより、データ処理能力は急速にアップした。例えば、2017 年の

「11 月 11 日」のピーク時には、アリババ・プラットフォームは毎秒

32 万 5,000 件の注文と、25 万 6,000 件の決済を処理していた。こ

れは世界 2 位の処理能力をもつ「VISA カード」の 4 倍強である。「淘

宝網」のさまざまな事業をクラウドに移行することにより、アリババ

の業務の効率化や、コストの削減にもつながった 2 3 9。 

 

6-3 成熟期：2013 年～現在 

6-3-1 越境 EC 事業の拡大 

 2014 年に、中国の国内消費者向けに海外商品を販売する越境 EC サ

イト「T-MALL 国際」が開設された。 

 中国の越境 EC 市場が拡大する背景として、  まず挙げられるのは、

中国消費者の輸入品に対する需要の急増である。日本でのインバウン

ド需要にも見られたが、海外の商品は中国の富裕層・中間層の中で人

気を集めている。 

 また、中国政府は、輸入商品の需要拡大は消費者ニーズの多様化、

外来文化への関心や質の高いライフスタイルへの追求によるものと見

ている。さらに、輸入商品の増加や新たな消費観念の導入により、 

 
2 3 8  D D o S 攻撃は、複数のシステムを使用して、サーバー、ネットワークデバイス、または

トラフィックとリンクして、利用可能なリソースを圧倒し、正当なユーザーに応答できな

いようにする攻撃である。  
2 3 9  クラウドコンピューティングホームページ、 h t t p s : / / w w w . a l i y u n . c o m /、閲覧日：

2 0 2 1 年 1 0 月 1 0 日。  
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消費構造の格上げを目標にしながら、消費拡大を牽引することを期待

している 2 4 0。 

 このような背景のもとで、アリババグループは 2014 年に、中国の

国内消費者向けに海外商品を販売する越境 EC サイト「T-MALL 国際」

を開設した。アメリカの「コストコ」や日本の「イオン」、「マツモト

キヨシ」、「パナソニック」など 50 以上の企業グループが出店してい

る。また、提携や買収により、海外市場で EC サイトを開設し、EC ビ

ジネスのグローバル化を進めていた 2 4 1。 

 アリババの輸入事業は、国外ブランドが中国の消費者へ更にアプロ

ーチをする際に役立つプラットフォームやソリューションを提供して

いる。 

 その中でも海外輸入フルフィルメントは、アリババが海外の中小ブ

ランド向けに提供する費用対効果が比較的高いかつ、効率的な越境

EC ソリューションである。このソリューションは、 SKU 2 4 2数の多い

製品やニッチな商品などを取り扱っており、中国市場でまだあまり知

られていないマーチャントやブランドが、テストマーケティングを行

うために多く活用している。マーチャントは中国の保税倉庫に事前に

在庫を用意する必要はなく、グループ傘下の物流会社である「菜鳥」

が世界各地に設置した海外倉庫に商品を保管し、中国の消費者の注文

を受けてから、中国に出荷する。このビジネスモデルは、物流と倉庫、

および販売と運営のコストを削減し、ブランドがスピード感をもって

中国市場に参入する際の非常に効果的なルートとなっている。 2021

年 11 月現在、5,000 以上のブランドが海外輸入フルフィルメントを

利用し、アリババの海外直営店を通じて、100 万 SKU を超えた製品を

 
2 4 0  邢光遠・史金召・路程「“一帯一路”倡議下中国跨境電商的政策演進与発展態勢」、

『西安交通大学学報』 V o l . 4 0  N o . 5、 2 0 2 0 年 9 月、 1 3 - 1 5 頁。  
2 4 1  アリババホームページ、 h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e、閲

覧日： 2 0 2 1 年 9 月 2 0 日。  
2 4 2  S K U とは、 S t o c k  K e e p i n g  U n i t（ストック・キーピング・ユニット）の略で、受

発注・在庫管理を行うときの、最小の管理単位をいう。  
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中国消費者に提供している。2021 年 11 月までの 12 か月間、事業全

体の GMV は前年比で 1,400％増加した 2 4 3。 

 また、2014 年 9 月、アリババがニューヨーク証券取引所に上場し

たことが大きな注目を集め、出店企業の誘致を後押しした。 EC 他社

のプラットフォームに比べ、「T-MALL 国際」では名立たるメーカーや

小売企業の出店が多く見られ、ブランド効果と消費者信頼度の確立に

より、アリババグループの市場戦略がまたも大きな成果を上げること

ができた。  

  

6-3-2 物流プラットフォームの創設 

 アリババグループでは、 EC 事業の急成長にともなって物流の需要

も増加するようになったが、中国では物流インフラが整備されていな

かったため、トラブルが多発する問題に直面していた。しかし、物流

システムを構築するには多くの資金や技術、設備と時間が必要であり、

自社で構築することが困難であると判断し、多くの物流と配達業者が

物流基盤を利用できるプラットフォームサービスを提供することにし

た。  

 プラットフォームの設立までの過程もけっして順調ではなかった。

2006 年、アリババは、売手が物流会社に送料などの問い合わせがで

きるオプションサービを提供しようとしたが、協力した物流会社はわ

ずか 3 社であり、この新サービスに売手も買い手もメリットを感じな

かった。そこで、アリババは、物流会社に対して、自社のシステムに

荷物追跡番号の入力を義務づけた。これにより、物流会社の情報がア

リババに統合されるようになり、アリババのデータの蓄積がさらに増

えることになった 2 4 4。 

 
2 4 3  A l i b a b a  n e w s 編集部、「アリババが海外ブランド向けに越境 E C に関するオンライ

ンサミットを開催、ニューノーマルにおける中国消費者の日本製品購入を巡る最新トレン

ドを共有」、 h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 2 _ n e w _ s e l l e r _ s u m m i t _ c r o s s -

b o r d e r - e - c o m m e r c e、更新日： 2 0 2 2 年 1 月 1 7 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 0 日。  
2 4 4  馮晏「アリババグループにみるプラットフォームの進化」、『横浜市立大学論叢社会

科学系列』、 V o l . 7 1  N o . 3、 2 0 1 9 年 4 月、 1 6 8 頁。  
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 一方、EC プラットフォームの出現による小売市場の急速な変化に

対し、従来の物流システムが急増する商品配送、配達量に追い付かず、

大きな混乱が生じていた。もはや、物流システムの近代化のために、

新たなイノベーションが必要で、アリババを始めとする新興業者にと

って、もう一つの革命、すなわち「物流革命」を引き起こさざるを得

なかった。 

2013 年に、アリババは中国の小売、製造、投資業界の大手企業と

物流会社 5 社に呼びかけ、共同出資による物流データプラットフォー

ムの合弁会社「菜鳥」を設立した。 

 「菜鳥」は、 EC から発生した膨大な物流負荷に対応するために生

まれたもので、狙いとしては、四通八達の物流ネットワークを目指し、

物流の「基幹ネットワーク」と「ラストマイルの配送」を対象に、技

術イノベーション及び物流パートナーとのコラボレーションを通じて、

「中国全土 24 時間、全世界 72 時間」の配送を実現することであっ

た 2 4 5。 

 「菜鳥」は、独特な物流プラットフォームを通じて物流会社の効率

を向上させることによるビジネスモデルを構築し、膨大なデータや機

械学習などの技術を活かすことにより、在庫管理や配送ルートなどの

物流状況を見える化し、物流パートナー企業に提供しいている。一方、

商品の配送は、物流パートナー企業が主体的に行うことになる。この

ように、多くの企業から形成されたネットワークを通じて、物流バリ

ューチェーンの最適化を図ろうとしている。 

 アリババの 2019 年度ファイナンシャルレポートによると、「菜鳥」

は、 148.85 億人民元（約 26.8 兆円）の年間売上で、対前年比

120％の伸び率で急成長を見せた 2 4 6。「菜鳥」は、アリババの EC プラ

 
2 4 5  「中国 3 P L 物流企業最大手‐菜鳥網絡（ C a i n i a o  N e t w o r k）〜中国 E C 物流最前線

〜」、 h t t p s : / / s h u t o k e n . n e t / d i r e c t - c h i n a / r e p o r t / 2 8 9 /更新日： 2 0 2 2 年 3 月 2 2

日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 3 日。  
2 4 6  「アリババの物流プラットフォーム「菜鳥網絡（ C a i n i a o）」の A I 活用事例を解説」、

h t t p s : / / w w w . s o f t b a n k . j p / b i z / b l o g / b u s i n e s s / a r t i c l e s / 2 0 1 9 0 7 / c a i n i a o /、更

新日： 2 0 1 9 年 7 月 2 日、閲覧日： 2 0 2 1 年 1 0 月 2 0 日。  
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ットフォームサービスを物流業界に適用するアプローチを取っている。

アリババグループのビジネスの第三の柱として成功した。 

 

6-3-3 クラウドコンピューティング事業の成長  

 アリババクラウドはビッグデータを活用するため、徹底的なセキュ

リティ強化が求められており、世界中の様々なセキュリティ認証を受

けている。2018 年 5 月に始動した GDPR 2 4 7に対しても 2016 年から準

備を進めてきた。この中で、アリババは AI 技術の開発に取り組んで

いて、蓄積してきたビッグデータをもとに、機械による自動的な意思

決定を行うことができた。 

 2018 年にソング氏 2 4 8は「アリババクラウドは小売り事業者の顧客

データに触れることなく、メソッドとテクノロジーだけを提供するこ

とで、顧客データを保護している」とアリババのクラウドシステムの

特徴を強調した。 

 アリババクラウドは世界一流の技術を駆使し、プライム・ストラテ

ジー 2 4 9は KUSANAGI 2 5 0開発元の技術力で、アリババクラウドの技術を

顧客に適したソリューションとサービスになるよう構築している。そ

の中でもっとも注目されているのは、消費者情報を大量に取得し分析

するシステムである。そのシステムを支えているのが、アリババが構

築した世界トップ規模のクラウトシステムである 2 5 1。  

 現在、中国では「 WeChat」と「アリペイ」はともに最大のモバイ

ル決済手段として使われている。オフラインで購入情報を獲得するた

めには、ビッグデータを利用し実店舗小売業とオンラインを結ぶ必要

がある。ビッグデータによって消費行動を分析することで、顧客ニー

 
2 4 7  E U 一般データ保護規則。  
2 4 8  アリババクラウドジャパン、カントリーマネージャー。  
2 4 9  サーバー構築・保守運用まで一貫体制である会社。  
2 5 0  W o r d P r e s s によって構築されたウェブサイトの表示速度を高速化することから多く

の企業に採用され、数年前から熱い注目を集めているシステムである。  
2 5 1  「アリババグループのクラウドサービス「 A l i b a b a  C l o u d」への」、

h t t p s : / / w w w . p r i m e - s t r a t e g y . c o . j p / i n f o r m a t i o n / k u s a n a g i - o n - a l i b a b a -

c l o u d - 2 0 1 9 0 6 2 5 K U S A N A G I /、更新日： 2 0 1 9 年 6 月 2 5 日、閲覧日： 2 0 2 1 年 1 0 月 2 1

日。  

http://www.aliyun.com/


135 

 

ズに応え、ショッピング体験を最適化することが求められている。ア

リババグループにとって、現状保有しているデータより緻密なデータ

を収集できれば、自社アプリや WEB サービスでの広告価値も高まる

ため、アリババ系のクラウドコンピューティングシステムは、世界で

もトップクラスのレベルを維持している。  

 

6-3-4 O2O 事業の展開 

近年、中国政府はオンラインとオフラインの融合や IoT 関連技術

の活用によるリアル店舗のスマート化などを促進する新たな産業振興

を推し進めている。 

2013 年以降、電子商取引の伸び悩みおよび実体小売の業績低迷を

背景に、EC チャネルと実体小売チャネルはそれぞれの優位性を発揮

しながら、オンラインとオフラインの融合発展を図ることが時代の流

れとなっている。  

近年の中国では、「ウォルマート」、「永輝超市」、「百聯集団」に代

表されるオフラインの小売業者はオンラインに参入する一方、「アリ

ババ」、「京東」、「アマゾン」に代表される EC 大手はオフラインの事

業展開に力を入れている。いわゆる「インターネット +」時代におい

て、オンラインとオフラインの融通による差異化経営の実現、オンラ

インとオフラインの相互誘導による顧客の増加、スマート物流配送体

系の構築によって  EC チャネルと実体小売チャネルに同時にサービ

スを提供することは、多くの企業の市場戦略の目標である。  

2016 年 10 月 13 日に杭州で行われた「雲栖大会」の開幕式で、ア

リババのジャック・マーは新しい小売の概念として初めて「新小売」

を提起し、その「新小売」を含む「五新（新小売、新金融、新製造、

新技術と新エネルギー）」戦略を打ち出した。  

 2017 年、「新小売」を体現する食品スーパー「盒馬鮮生」が登場し
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た。店舗床面積 1,000～2,000 平方メートルの店内にはメインの生鮮

食品コーナーのほか、総合雑貨、惣菜、生活サービスなどのエリアが

設けられている。「盒馬鮮生」は、ビッグデータ、モバイルインター

ネット、モノのインターネット、自動化といった技術によって「サプ

ライチェーン＋倉庫管理＋小売＋配送」 2 5 2といった一連の消費者サー

ビスの最適化を実現し、新たな小売ビジネスモデルの代表として注目

を集めている。 

 「盒馬鮮生」は、オープンして 1 年半で、面積あたりの売上高が伝

統的なスーパーの 3～5 倍となり、一店舗で 1 日の平均売上高が 80

万元（約 1,280 万円）に達している。同店は、開業後以来、消費者

から大きな人気を集めており、北京や上海のような巨大都市だけでな

く、内陸部などの都市においても店舗展開のスピードを加速させてい

る。2019 年まで、中国の 20 以上の都市で 140 以上の店舗を構える

までに成長した 2 5 3。 

 

6-4 時期別に見るアリババの成功要因分析  

 本節では以下のように、アリババ事業の成長過程を追いながら、ア

リババの成功要因分析について検証して行きたい。 

 まず、卸売 EC プラットフォームから小売 EC プラットフォームへ

の進化について見てみよう。 

 アリババグループの収益を支えるコア事業は、 EC プラットフォー

ムである。アリババは EC 市場に進出を決めた際に、B2B プラットフ

ォームである「Alibaba.com」からスタートした。それは、中国の国

内中小企業を支援するため、という狙いがあったからである。その後

 
2 5 2  加藤康二「新小売へのチャレンジ E C 消費のインパクト」、ジェトロ海外調査部、

2 0 1 7 年 7 月、 4 7 - 4 8 頁。  
2 5 3  稲垣清「新小売時代における小売業の発展動向 ]、『 B T M U ( c h i n a )経済週報』、

V o l . 3 4 4、 2 0 1 7 年 4 月、 5 頁。  
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「Alibaba.com」を軌道に乗せたアリババは、B2B プラットフォーム

「1688.com」、C2C プラットフォームの「 Taobao.com」を創設した。

この際に、アリババが市場の獲得を図るために、手数料の無料化とい

う差別化戦略をとったことは、すでに述べた通りである。  

 その後、アリババは継続的に EC 事業を拡大し続けていった。EC プ

ラットフォームでは、国内市場向けの B2C-EC プラットフォームの

「T-mall」だけでなく、海外市場向けの「AliExpress」をも増設し

た。これにより、プラットフォームの売手と買手の両サイドとも利用

者は国内から海外へと広がり、市場ターゲットがいっそう増えること

になった。  

 続いて、小売 EC プラットフォームからサービスプラットフォーム

群への進化に焦点を当ててみよう。 

 アリババは同種の EC プラットフォームを展開することにとどまら

ず、消費者の生活に関わる異業種への進出も図り、多くのプラットフ

ォームを立ち上げている。例えば、自社がもっている電子決済技術、

物流ネットワークを活かして、キャッシュレスのオフラインのスーパ

ーマーケットを展開している。また、クラウドコンピューティング技

術を活用した旅行プラットフォーム「飛猪」や、各種のチケットを購

入できるプラットフォーム「淘票票」、出前のプラットフォーム「餓

了麼」などのサービスを提供している。利用者がより安全に、かつ安

心して自社の EC プラットフォームを利用できるように、アリババは、

アリペイという電子決済アプリを開発した。   

 当初、[アリペイ]は電子決済のためのアプリケーションのひとつに

過ぎなかった。その後、「アリペイ」が資産管理や融資、保険、クレ

ジットシステムなど多様な金融サービスを提供できる機能が組み込ま

れたプラットフォームへと発展し、新たに決済・フィナンシャル事業

として展開するようになった。このプラットフォームでは、個人の消
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費者だけでなく、多くの中小企業をも支援している。  

 ここで、アリババは多様な技術を一つのシステムに取り入れ、本来

ならば各分野に分散している先端テクノロジーをシステム化すること

に成功している。 

 次は、EC プラットフォームの補完的な機能から新しいフラットフ

ォームへの進化についてみてみよう。 

 利用者がより安全に、かつ安心して自社の EC プラットフォームを

利用できるように、アリババは、[アリペイ]という電子決済アプリを

開発の活用と国外市場への浸透を図った。  

 マーケティング支援プラットフォームの開発と導入も同様に、単な

る電子掲示板サービスからはじまり、チャット機能アプリ「ワンワン」

へと成長した。「ワンワン」では、検索と広告や、推奨といった機能

が備わっているだけでなく、各ユーザーが独自のマーケティングを行

うことができるようになった。このように、アリババのマーケティン

グ支援は当初の電子掲示板から、多様なソリューションを提供できる

プラットフォームへと発展した。  

 上述のように、アリババの決済機能とマーケティング機能は、当初

の EC プラットフォームの付属的な機能から独立したプラットフォー

ムへと成長している。これにより、アリババの事業は金融とマーケテ

ィング支援の分野に進出を果たしたことになり、多角化がいっそう拡

大している 2 5 4。  

 既存のプラットフォームの補完サービスから、このような形で新た

なプラットフォームが誕生したことは、プラットフォーム進化の新し

い一面であるということとしてとらえることができるであろう。   

 最後は、物流システムのプラットフォーム化である。アリババは自

社持ちの物流を EC プラットフォームの機能としてユーザーに提供し

ていなかった。その代わり、売手側が各自物流会社と契約し、配送サ

 
2 5 4  馮晏「アリババグループにみるプラットフォームの進化」、『横浜市立大学論叢社会

科学系列』、 V o l . 7 1  N o . 3、 2 0 1 9 年 4 月、 1 7 1 頁。  
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ービスを提供するようなシステムを開発し、アリババ独自のプラット

フォームを活用するビジネスモデルを構築した。その実例として、ア

リババの事業活動の拡大により、物流のトラブルが多発する中で、ア

リババグループは、物流会社の情報を統合することを考え、「菜鳥」

ネットワークプラットフォームを立ち上げた。  

 「菜鳥」は、独自の技術とデータから得られた情報を活用すること

により、リアルタイムに物流情報へのアクセスを可能にしたほか、配

送ルートの最適化などの機能を充実させ、物流の効率化を図ることが

できた。前述のように、物流ネットワークプラットフォームは「アリ

ペイ」やマーケティング支援プラットフォームと異なり、 EC プラッ

トフォームの機能として EC プラットフォームから分離し、成長して

きたのではなく、外部の資源と自社の技術と膨大なデータを活かして、

新たに生まれたサービスである。  

 アリババの物流プラットフォームの特徴は、物流に関するトラブル

の多発を解消するために、自社の組織のなかに新たに物流部門をつく

ることではなく、また物流機能を一括してアウトソーシングすること

でもなく、プラットフォーム化という第 3 の道を選択したことである。

アリババがリーダーシップをとり、多くの物流事業者やパートナー企

業に声をかけ、さまざまな調整の過程を乗り越えて、物流プラットフ

ォームを立ち上げたのである。このような方式で生まれたプラットフ

ォームも、アリババのプラットフォーム進化のひとつである。 

 以上みてきたように、アリババの EC 事業は、前述した価格戦略や

包囲戦略を活用しながら、卸売の EC プラットフォームから複数の小

売のプラットフォームへと拡大している。そして、アリババのプラッ

トフォームは実店舗のサービスやコンテンツの提供の分野に進出し、

モノの提供からサービスの提供へと発展し、市場を拡大し続けること

ができた。 

 

6-5 アリババグループの新戦略 
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 2022 年 2 月、アリババの張勇最高経営責任者は「アリババグルー

プは積極的な市場シェア拡大を目指すのではなく、顧客維持へと戦略

の方向転換を図る」が発表した。アリババグループは、「内需」、

「グローバリゼーション」、「ハイテクノロジー」という三大戦略に

基づき、成長チャンスをつかみ、投資を強化し、消費者や企業の多様

化するニーズに応えると同時に、アリババの顧客価値および社会価値

における良い循環を追求し、長期的で持続可能な発展を成し遂げてい

く 2 5 5。 

 また、彼は「将来に向けた私たちの長期的目標は、依然として変わ

ることはない。私たちが生きている時代は、デジタル経済の最高潮を

迎えている。アリババが長年にわたって築いてきたデジタル技術を活

用し、社会の長期的な発展の方向性と変化に適応しながら、進んでい

くことができると信じている」と語った。  

また、張氏は「三大戦略における『内需』に関する取り組みにより、

アリババは三大エンジンの加速を続けていく」と述べている。その中、

三大エンジンとは、第一にユーザー数を増加させること、第二にアリ

ババのサービスを通じて商品カテゴリーを多様化させることでウォレ

ット・シェアを拡張すること、第三にマーチャントが顧客に対して質

の高い多種多様なサービスを継続的に提供できるようにサポートする

ことである。以下は 2 つ方面から 3 つの戦略について検証してみる。 

 

6-5-1 最も価値がある広範な消費者に支えられている 

 2021 年 9 月末まで、アリババの中国市場における年間アクティブ

コンシューマー数は、9.53 億人に達した。同時期の ARPU 2 5 6は 8,400

元に達した。ユーザーベースの増加と同時に、非常に高い ARPU を維

持することが可能であるのは、アリババのサービスが中国において価

値があるかつ広範な消費者に利用されていることを示している。 

 
2 5 5「アリババが事業戦略を転換、顧客維持に焦点－当局の締め付けが影響」、

h t t p s : / / w w w . b l o o m b e r g . c o . j p / n e w s / a r t i c l e s / 2 0 2 2 - 0 2 - 2 4 / R 7 T C M 2 D W L U 7 8 0 1、

更新日： 2 0 2 2 年 2 月 2 5 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 5 日。  
2 5 6  ユーザー一人あたりの売上金額、 A v e r a g e  R e v e n u e  P e r  U s e r。  
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 アリババの中国市場における主な消費者層は 25～44 歳の消費者で

あり、その層だけでプラットフォームの GMV の 70%を占めており、既

存顧客維持率は、90％を超えるなど、非常に高い水準であり、

88VIP 2 5 7の大部分のメンバーもこの年齢層で構成されている。15〜24

歳の消費者層は、大きな可能性を秘めており、今後 4～5 年の間に

ARPU は現在と比べ 3 倍増加すると予想されており、彼らが今後の主

要な消費者となることと推測されている 2 5 8。 

「淘宝網」と「T-MALL」の e コマース事業を例に挙げると、アリ

ババはユーザー体験の向上に集中することで、市場におけるリーディ

ングカンパニーのポジションを維持し、会員プログラムの拡大をはじ

めとする付加価値のあるサービスをより充実させた上で、物流面の消

費者体験も改善させてきた。 

 

6-5-2 中国の新興地域の消費者層 

 中国の新興地域市場に関しては、2020 年に、一人当たりの平均月

収が 1,000 元から 8,000 元である中国のインターネット人口が約 6

億人に達した。中国国内の 3～5 級都市及び新興地域・農村部の消費

財の小売全体の売上高は 15 億元に達し 2 5 9、新興地域と農村部のオン

ラインにおける小売の売上高は 2015 年の 5 倍となっている。 

 現在、中国の人口は約 14 億人、インターネット人口は 12 億人と

なっている。アリババの 9 億 5,300 万の年間アクティブコンシュー

マーのうち、中国 1～2 級都市の市場浸透率はすでに 99%に達してお

り、3 級都市の市場浸透率も 81%に達していますが、4 級とその以下

の都市においてはまだ大いに成長の余地があると考えている 2 6 0。 

 
2 5 7  アリババグループの V I P 会員である。  
2 5 8  A l i b a b a N e w s  編集部、「アリババの新規事業が台頭、持続可能な発展に期待」、

h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 1 _ i n v e s t o r d a y _ d a y 1 /更新日： 2 0 2 1 年 1 2 月 2 0

日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 5 日。  
2 5 9「中国に衝撃月収 1 . 5 万円が 6 億人の貧しさ」、東洋経済、

h t t p s : / / t o y o k e i z a i . n e t / a r t i c l e s / - / 3 5 7 3 1 4 ? p a g e = 3、更新日： 2 0 2 0 年 6 月 8 日、

閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
2 6 0「中国のネットユーザーは 1 0 億人デジタルライフの新スタイルは」、人民網日本版、

h t t p : / / j . p e o p l e . c o m . c n / n 3 / 2 0 2 1 / 0 8 2 8 / c 9 4 4 7 6 - 9 8 8 9 2 8 9 . h t m l、更新日： 2 0 2 1 年

8 月 2 8 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 2 5 日。  
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 アリババの M2C 2 6 1サプライチェーンは、長年にわたって構築・蓄積

された「商品力」「実行力」「運営力」を兼ね備えている。その背後

には、アリババの「LST」、「サンアート・リテール」、「菜鳥」な

どの多年にわたって蓄積されたサービス基盤があり、タオター（旧

称：淘宝特価版）と前述した「淘菜菜」のサポートによる質の高い日

用消費財と野菜・果物の安定供給が可能となっている。アリババが

2020 年に「タオター」事業を再構築して以来、「タオター」の年間

アクティブコンシューマーはわずか一年半で約 3,000 万人から 2.4

億人に増加した 2 6 2。  

 注目すべき点として、新興地域以外でも「淘菜菜」は高効率のサー

ビスを提供し、大都市の消費者の日用消費財や食品等に対する需要を

満たしている点が挙げられる。 

 これまでの投資と注力の結果、アリババは中国消費者にさまざまな

物流とフルフィルメントサービスを提供し、生鮮食品や日用消費財の

分野におけるさまざまな消費者の需要と日増しに高まるあらゆる商品

への需要を満たすことができている。アリババの「盒馬鮮生」、「サ

ンアート・リテール」、「T-MALL 超市」、「T-MALL 国際」への注

力により、グループの生鮮食品、日用消費財、中国以外の国と地域か

らの輸入商品の供給と調達能力を向上させつづけている。また、豊富

な製品供給に伴い、消費者の購買力も高まってきた。 

 三つの戦略の中、アリババのグローバル事業は、主に

「AliExpress（アリエクスプレス」）、「Lazada（ラザダ」）、

「Trendyol」、「Daraz」などの複数の国・地域における多ブラン

ド戦略に基づき展開されている。現在、中国以外の海外市場において

 
2 6 1  M a n u f a c t u r e r  t o  C o n s u m e r。  

2 6 2「アリババグループ 2 0 2 2 年 1 - 3 月期及び 2 0 2 2 会計年度の決算を発表」、

h t t p s : / / w w w . a l i b a b a . c o . j p / n e w s / 2 0 2 2 / 0 6 / 2 0 2 2 1 - 3 2 0 2 2 . h t m /更新日： 2 0 2 2 年 6

月 2 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
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ターゲットとする総人口は約 12 億人ですが、関連市場での e コマー

ス浸透率は比較的低く、今後も発展の余地があると推測する 2 6 3。  

たとえば、東南アジア市場全体での e コマースの浸透率はわずか

11％で、東南アジアでの Lazada の年間アクティブコンシューマー数

も現地市場のインターネット人口に対して、浸透率はわずか 34％で

ある。ヨーロッパ、中東、アフリカから成る EMEA 地域における現在

の e コマースの市場浸透率は、わずか 12％であり、アリババがサー

ビスを展開するエリアにおける e コマース・プラットフォームの年間

アクティブコンシューマーの浸透率もわずか 15％となっている。 

2021 年 9 月末まで、越境及びグローバル小売事業の GMV は 441 億

米ドルに達し、支払済みの注文数は前年同期比で 60%以上増加したも

のの、まだまだ大きな成長余地を残っている 2 6 4。 

 グローバル事業の成長には、インフラの構築が欠かない。物流ネッ

トワークの観点からみて、「菜鳥」は長きにわたって国際物流に注力

しており、輸送とスケジューリング力、物流ネットワークの現地化も

それに含まれる。たとえば、欧州一部の国では、セルフピックアップ

用のロッカーが導入された。これらの投資は、海外の消費者にサービ

スを提供し、事業の長期的な発展に必要不可欠なものである 2 6 5。 

 アリババエコシステムのインフラとして、物流の「菜鳥」のみなら

ず、アリババクラウドの提供するクラウドコンピューティング及びビ

ッグデータ技術の速い成長にも支えられてきた。なかでも、アリババ

クラウドと、ビジネスコラボレーション・プラットフォームのディン

トーク 2 6 6の融合を進める戦略の推進によって、アリババの組織と事業

 
2 6 3「アリババ、三大戦略を確実に推進、社会の長期的な発展の動向・歩調に適応しなが

ら成長していく」、 h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 1 _ i n v e s t o r _ d a y _ d a y 2 /更新

日： 2 0 2 1 年 1 0 月 2 8 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
2 6 4  日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部、「中国 E C 市場と活用方法」、 2 0 2 1 年 6

月、 4 頁。  
2 6 5  「アリババ、三大戦略を確実に推進、社会の長期的な発展の動向・歩調に適応しなが

ら成長していく」、 h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 1 _ i n v e s t o r _ d a y _ d a y 2 /更新

日： 2 0 2 1 年 1 0 月 2 8 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 5 月 3 0 日。  
2 6 6  ディントーク（D i n g Ta l k 中国語 :「釘釘」）は、アリババグループが、中小企業を支

援するために自社開発した、一体型コミュニケーションおよびモバイルオフィスサービス

である。  
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のイノベーションの基礎を構築した。それと同時に、社会全体のデジ

タル化と革新をサポートしている。 

 アリババは将来に向けて、「内需」、「グローバリゼーション」、

「ハイテクノロジー」の三大戦略を継続的に推進し、アリババの今後

にわたる長期的な成長と、顧客の明るい未来に繋げていくと考えられ

ている。 

 

6-6 まとめ 

 本章では、先行研究のサーベイを行ったうえで、アリババの事例を

中心に、プラットフォームがどのように進化しているのか、その進化

のメカニズムはどのようなものであるかについて検証してきた。以下

は得られた若干の示唆である（図表 6-1 参照）。  

 

図表 6-1 アリババ・プラットフォームの形成 

 

    出所：筆者作成。  

 

 まず、アリババの成長プロセスにおいて、アリババのプラットフォ

ームは、卸売のプラットフォームからスタートして小売のプラットフ

ォームへと展開し、そして EC からコンテンツやオンラインとオフラ
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インを融合した新しい小売りへと進化し、異業種分野のプラットフォ

ームへと拡張され、市場の拡大を図っている。  

 次に、アリババは、既存プラットフォームのなかの機能を充実する

ためのアプリケーションやオプションサービスであったものを成長さ

せ、独立したプラットフォームとして事業化することに成功している。

このような進化の形で、新しい市場を開拓することができるだけでな

く、既存プラットフォームのサービスの向上にもつながり、市場浸透

戦略として有効である。 

 最後に、IT の進化により、電子商取引業界の競争は必ず激しくな

る。アリババは競争優位を保ち、長期的に成長し続けるエコシステム

を維持するために、単に新事業を展開し、拡張することだけでなく、

現存のプラットフォームに存在している問題を解決し、継続的に良質

のユーザーを獲得し、将来の展開のためによい基盤をつくることが大

切である。  

 現実的には、アリババを取り巻く環境には、米中対立による政治経

済的な不確実性が発生し予断を許さない状況が懸念される。アリババ

は、これまで最先端のデジタル技術をベースに流通イノベーションを

推進し、中国におけるマスマーケットの創造に大きな貢献をし、ジャ

ック・マーの提唱する「世界の誇りとされる会社」を目指して発展し

てきたが、今後、中国のみならず世界の顧客を対象にいっそうグロー

バルな市場においてこうしたポジションを実現していくことができる

か、今後の課題として取り組みたい。 
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第七章 小売業におけるアリババ経営戦略総括  

 

 アリババはクラウドコンピューティング・プラットフォーム、デー

タ分析プラットフォーム、物流プラットフォーム、電子決済プラット

フォームの 4 つのコアプラットフォームをベースに、あらゆる EC プ

ラットフォームを傘下に収め、デジタル・エコシステムを構築し、参

加企業と消費者を結びつけ、  大生態系を構築することを長期的なビ

ジョンとしている 2 6 7。それにより、アリババグループのビジネス・エ

コシステムは一層拡大化・複雑化していくであろう。本章では、アリ

ババグループの経営戦略を取り上げ、プラットフォームの形成および

変遷の分析を通じ、その特徴と構造のフレームワークを示す。グロー

バル経営では、多様な個へのリーチ能力が競争優位性になることを研

究フロンティアとして検証してみる。 

 

7-1 アリババ経営戦略の成果 

7-1-1 アリババのクラウドコンピューティング・プラットフォーム  

 2009 年に設立されたアリババクラウドは、アリババグループのデ

ータインテリジェンスの中枢となっている。アリババグループのマー

ケットプレイスで事業を展開する企業をはじめ、スタートアップ、政

府機関、世界中の事業者にクラウドコンピューティングサービスの包

括的な製品群が提供されている 2 6 8。 

 アリババグループでは EC プラットフォームのデータ取扱量が急速

増加され、既存のシステムの処理能力では追い付けなくなった。特に

毎年に行われる「双 11」の日にはサイト内のデータ取扱量が急伸す

るため、オラクル 2 6 9のシステムだけでは処理しきれなくなった。これ

 
2 6 7  井上葉子、「マルチプラットフォーム企業のビジネス・エコシステム‐アリババグル

ープの経営とグローバル化を中心に」『商学集志』 V o l . 8 8  N o . 4、 2 0 1 9 年 3 月、 5 0 頁。  
2 6 8  A l i b a b a  c l o u d ホームページ、

h t t p s : / / w w w . a l i b a b a . c o . j p / s e r v i c e / a l i b a b a c l o u d /、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 3 0

日。  
2 6 9  O r a c l e  D a t a b a s e  には、人の介在なしに複雑なタスクをパラレルで実行するための

機能がある。  
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が成長のボトルネックとなっていた。そこで、同社は自社でアリババ

クラウドというシステムを開発した。 

 現在、このシステムは他社にも提供されている。日本企業の中国事

業展開も支援している。中国における事業拡大を目指す日本企業に対

して、「China Gateway プログラム」の一環として、クラウドエンタ

ープライズネットワーク、グローバルアクセラレーション、エクスプ

レスコネクト、プライアンスコンサルティングといった幅広いクロス

ボーダー製品を提供するほか、デジタル化が進んでいる中国の顧客に

より良いサービスを提供するオーダーメイドのインテリジェントソリ

ューションも提供している 2 7 0。 

 アリババクラウドのコンピューティングサービスは、画像認識、広

告のクリック率推定、自然言語処理、インテリジェントな音声認識と

いった大規模なディープラーニングのタスクに最適化されたアクセラ

レーションエンジンである「 Apsara AI Acceleration（アクセラ

レーションエンジン）」を導入し 2 7 1、さまざまな産業に簡単に利活用

できるように各業界の産業 AI を提供している。2021 年に米 IT 専門

調査会社「IDC 2 7 2」が発表したクラウドコンピューティング市場に関

するレポートによると、アリババクラウドがグローバル市場における

シェアをさらに拡大し、アマゾンとマイクロソフトに僅差で続く 3 位

にランクインし、上位 5 企業の中で最高の伸び率を示した 2 7 3。 

 2021 年現在、中国 IaaS 2 7 4市場では 50％弱の企業がアリババクラ

 
2 7 0井上葉子、「マルチプラットフォーム企業のビジネス・エコシステム‐アリババグルー

プの経営とグローバル化を中心に」『商学集志』 V o l . 8 8  N o . 4、 2 0 1 9 年 3 月、 5 0 頁。  

A l i b a b a  c l o u d ホームページ、

h t t p s : / / w w w . a l i b a b a . c o . j p / s e r v i c e / a l i b a b a c l o u d /、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 3 0

日。  
2 7 1  三柳英樹「アリババクラウド、 A I を活用したサービスの提供を支援するパッケージ

を提供」、 h t t p s : / / c l o u d . w a t c h . i m p r e s s . c o . j p / d o c s / n e w s / 1 3 5 8 1 4 2 . h t m /、更新

日： 2 0 2 1 年 1 0 月 1 3 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 0 日。  
2 7 2  I D C は、 I T および通信分野に関する調査・分析、アドバイザリーサービス、イベン

トを提供するグローバル企業である。  
2 7 3「世界第 3 位アリババクラウドの世界シェア、アマゾンとマイクロソフトに迫る」、

h t t p s : / / 3 6 k r . j p / 6 1 2 6 8 /、更新日： 2 0 2 0 年 3 月 1 6 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 0 日。  
2 7 4  「 I n f r a s t r u c t u r e  a s  a  S e r v i c e」の略で、「イアース」「アイアース」などと呼

ばれる。クラウドコンピューティングのひとつで、仮想サーバーやネットワークなどのイ

ンフラをインターネット経由で提供するサービスを指す。  
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ウドを採用しており、中国本土のテクノロジー企業の 8 割はアリババ

のクラウディングビジネスを採用しており、あらゆる産業においてア

リババの AI サービスが利活用されている 2 7 5。 

 このように、アリババグループに関連している企業や組織の多くは

自前のシステムよりアリババクラウドを選好するため、同社に膨大な

量のデータが集積する。そのビッグデータの活用がアリババグループ

のエコシステムの最大の原動力になっている。  

 アリババクラウドの核心は、高性能な処理能力とデータ間の提携

AI が発達していることである。たとえば、マシン・インテリジェン

ス領域の音声ラボ、視覚ラボ、言語技術ラボ、意思決定知能ラボ、シ

ティー・ブレーンラボ、データ・コンサルティング領域の知能計算ラ

ボ、および X ラボ領域の人工知能ラボなどが含まれている 2 7 6。これ

らのラボは、スマートスピーカーの「天猫精霊（ティェンマオジンリ

ン）」、スマート・コミュニケーション・オープン・プラットフォーム

「 AliGenie 」、 自 動 車 向 け の 音 声 ア シ ス タ ン ト 「 Tmall Genie 

Auto」、ホテル向けの移動ロボット「 Tmall Genie Space Egg」、医

療向けの薬品配送ロボット「TmallGenie Space Shuttle」、および

自動運転車などをリリースしている。グループ以外にもより多くの企

業のコンピューティング業務を担当することで、あらゆる分野のデー

タを基にした新たな業種のイノベーションを生み出し、既存産業と新

生産業とが緩やかなつながりで結ばれ、エコシステムのネットワーク

効果を一層有機的に高めているのである 2 7 7。  

 それだけでなく、アリババクラウドを中心とした AI パートナーも

数多く存在している。同社は社外の AI リソースをフル活用し、可能

 
2 7 5  A l i b a b a N e w s  編集部「アリババクラウド、 I a a S 市場で世界 3 位プロバイダーに認

定」、  

h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / i a a s _ a l i b a b a c l o u d _ n o 3 /更新日： 2 0 2 2 年 6 月 6 日、

閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 0 日。  
2 7 6  唐徳権「アリババ A I 戦略の全貌貪欲に買収、 A I エコシステム形成へ」、  

h t t p s : / / x t r e n d . n i k k e i . c o m / a t c l / c o n t e n t s / 1 8 / 0 0 0 4 2 / 0 0 0 1 3 / 更 新 日 ： 2 0 1 8 年

1 1 月 3 0 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 3 0 日。  
2 7 7  井上葉子「マルチプラットフォーム企業のビジネス・エコシステム‐アリババグルー

プの経営とグローバル化を中心に」、『商学集志』 V o l . 8 8  N o . 4、 2 0 1 9 年 3 月、 5 8 頁。  
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な限り AI 技術の各領域で最先端のテクノロジー企業と手を組むよう

にしている。すでに多くの AI 専門会社がアリババのパートナーとし

て機能している。画像・映像認識領域の「図普科技（ TUPUTECH）」、

「曠視科技（Megvii/ Face++）」、「依図科技（YITU）」、 「商湯科技 

（SenseTime）」、「極鏈科技（ Video++）」、音声認識領域の「科大訊

飛（iFLYTEK）」、「思必馳（AISPEECH）」、文字・OCR 識別領域の「漢

王 科 技 （ HANVON ）」、 組 み 込 み AI 技 術 領 域 の 「 地 平 線 機 器 人

（ Horizon Robotics ）」、 デ ー タ 分 析 領 域 の 「 易 数 科 技

（GrowingIO）」、「第四範式（4Paradigm）」、AI チップ領域の「寒武

紀科技（Cambricon）」など、中国の AI 分野におけるトップクラスの

企業が名を連ねている。このように、プラットフォームに補完サービ

スが多数存在することで、プラットフォームの健全性が維持されてい

るのである 2 7 8。 

また、アリババグループは 2020 年 9 月～12 月期にアリババクラ

ウドの歴史的なマイルストーンを刻んて、 EBITA 279の黒字転換を達

成できた。これも長年にわたる継続的な投資と長期的価値の追求の結

果である。アリババクラウドは高成長を続けて、この成長は中国クラ

ウドコンピューティング市場が持つ、巨大な潜在需要を物語っている。

スマート化に伴うコンピューティング能力のニーズ、さまざまな業界

の広範なニーズに応じて、アリババグループはその技術力とデータ活

用における独自の長所を発揮してきた 2 8 0。そのためにもビジネスの成

長を目標として、今後も投資を継続していくと推測できる。  

 

7-1-2 ユニマーケティング・プラットフォーム「アリママ」  

 「ユニマーケティング（ Uni Marketing）」とは、中国大手 IT 企

 
2 7 8井上葉子「マルチプラットフォーム企業のビジネス・エコシステム‐アリババグルー

プの経営とグローバル化を中心に」、『商学集志』 V o l . 8 8  N o . 4、 2 0 1 9 年 3 月、 5 9 頁。  
2 7 9  E B I T A（ E a r n i n g s  b e f o r e  I n t e r e s t ,  T a x e s  a n d  A m o r t i z a t i on）： E B I T A  =  

売上‐営業費用（売上原価・販売費・一般管理費）。  
2 8 0  A l i b a b a N e w s 編集部、「四大核心領域への投資を継続、アリババグループのダニエル

・チャン C E O による四半期業績発表会報告」、

h t t p s : / / j p . a l i b a b a n e w s . c o m / 2 0 2 0 0 9 - 1 2 e a r n i n g s _ d a n i e l _ s p e e c h /更新日： 2 0 2 1

年 2 月 2 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 5 日。  
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業のアリババが保有する膨大なユーザーデータを活用して、アリババ

の EC プラットフォームに出店している企業の収益拡大を支援するた

めに開発された、複数のマーケティングソリューションの総称である。   

 2007 年にサービスをスタートし、アリババグループのマーケット

プレイスの売り手を対象に、広告サービスなどを提供するオンライ

ン・マーケティング・テクノロジー・プラットフォームである。「ア

リママ」は、淘宝系列のネットワークを通じて、売り手側にサードパ

ーティーのウェブサイトのマーケティング・サービスも提供している。  

 「ユニマーケティング」活用のメリットについては、本論では以下

3 つの方面から分析してみる。   

（ 1 ） 中 国 人 ユ ー ザ ー 7 億 人 に リ ー チ 可 能 

 アリババは C2C の EC サイト「淘宝網」から始まり、B2C の EC サ

イト「T-MALL」、越境 EC サイト「T-MALL 国際」まで EC 事業を広げ、

さらにメディアや旅行、ニューリテール、金融、決済領域まで多岐に

わたる事業を展開している。さまざまな領域に多く進出する分、デー

タも多く保有され、ユニ ID は中国国内 7 億人のデータを保有してい

るため、「ユニマーケティング」の活用で多くのユーザーにリーチす

ることが可能になっている。 

（2）精度の高いセグメント作成、多数人気メディアへの出稿可能  

 豊富なデータに基づいて分析を行うため、より精度の高いセグメン

ト（ユーザー属性や消費行動、趣味嗜好など）を作成可能となり、横

断で分析、配信するため、ターゲットの重複配信の懸念がない。また、

広告配信サービスである「ユニデスク」（Uni Desk） 2 8 1を通じて、多

数の人気メディアに広告出稿が可能となっている。  

（3）ワンストップで対応可能な CRM 管理 

 「ユニマーケティング」には CRM 管理ツール（Brand Hub）も設

けている。コンテンツ管理、配信から顧客関係管理、 O2O 連携までワ

 
2 8 1  ユニマーケティングの広告配信サービスである。  
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ンストップで対応可能となっている 2 8 2。 

 アリババは統合ユニ ID（Uni Identity）データシステムを通して、

AIPL の各ファネルを可視化して、運営可能なユーザーデータ管理プ

ロセスに進化させた。その「データバンク」は効果測定、ペルソナ抽

出、ターゲティング配信の 3 手法でマーケティングを高度化させてい

る。  

①広告効果測定の新しい視点  

 「データバンク」は、新しい切り口をブランド企業に提供すること

で、今までにない広告効果測定が可能となる。広告配信の基礎的指標

としての認知だけでなく、興味、購買とロイヤリテの指標も提供して

いる。ここでの認知とは、広告の表示回数やクリック数のみならず、

「淘宝網」でのブランドに関するキーワードの検索行為も含まれてい

る。 

 つまり、「データバンク」は初期段階のプロモーションとその後の

「淘宝網」、「T-MALL」でのユーザー購買行動を結びつけ、ブランド

企業の広告露出と認知の測定を支援すると同時に、露出後のユーザー

行動がどれだけ変化するかも可視化している。認知データとユーザー

の購買行動を紐づけることで、「ブランディング」と「購買転換効果」

が連動したモニタリングメカニズムが構築され、プロモーションの効

果測定も高度化となっている 2 8 3。 

②ユーザーの人物像に基づくマーケティング施策  

 「データバンク」は詳細な条件設定により、ターゲット層を区分し

て、個人別の消費行動モデルを描き出し、ユーザーのさまざまな好み

や分析側の使い勝手に合わせて、多様なタグをつけて管理することが

可能となる。 

③「オーディエンスターゲティング」 

 
2 8 2  [アリババグループ提供の中国最強マーケティングソリューション「 U n i  M a r k t i n g」

のご紹介 ]、 h t t p s : / / c r o s s b o r d e r . d a c . c o . j p / c h i n a / u n i _ m a r k t i n g _ 0 0 1 /、更新

日： 2 0 2 0 年 1 1 月 1 3 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 5 日。  
2 8 3  李立群（ R i c h a r d  L i）「アリババが進めるニューリテール戦略を支える」、

h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 7 0 7 4、更新日： 2 0 1 9 年 1 2 月 1 2 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 6 月 2 5 日。  

https://netshop.impress.co.jp/node/7073
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 「オーディエンス 2 8 4ターゲティング」は「データバンク」の最大の

価値と言える。「データバンク」が属性情報や位置情報、行動履歴等

のオーディエンス選定規則を提供し、細分化された条件によってター

ゲット層を選定する。たとえば、ある製品ブランドが複数の EC サイ

トが販売され、その中には、「T-MALL」旗艦店も各種のディーラー店

もある。従来のブランド企業は、割引やギフトなどのキャンペーン活

動を通してマルチチャネルで最大限の販売をしようとする。一方、

「データバンク」を活用したブランド企業は、各 EC 店舗のユーザー

の人物像に対して分析し、インサイトを実施することで、各店舗のユ

ーザー像の相違性を掴み取り、従来よりも具体的なユーザー像を明ら

かにできるようになっている 2 8 5。 

 分析結果をみると、ブランド企業はどのようなマーケティングチャ

ネルを利用すべきか、どんなマーケティング施策を採用すべきか、ど

んな顧客に最適化を行い、購買転換率を上げるか、などを的確に把握

できるようになる。 

こうして収集した膨大な顧客データをクラウド上に配置したコンピ

ューター群と AI を駆使して分析し、得られた情報を活かした精密な

統合マーケティングソリューションを提供している。  このコアソリ

ューションの効果は非常に高い。アリババが有する詳細かつ幅広いデ

ータがマーケティング施策を的確に実行し、好循環を生み出している

証しである。 

 

7-1-3 物流ソリューション・プラットフォーム「菜鳥」  

 「菜鳥」は、世界的な物流プラットフォームを通じて物流会社の効

率を向上させることによりプラットフォーム利用料を徴収するビジネ

スモデルをとって、ビジョンとしては、「優れた消費者物流エクスペ

リエンス」、「効率的なインテリジェント・サプライチェーン・サービ

 
2 8 4  広告の受け手であり、データベース上に蓄積されたユーザーデータ群である。  
2 8 5  李立群（ R i c h a r d  L i）「アリババが進めるニューリテール戦略を支える」、

h t t p s : / / n e t s h o p . i m p r e s s . c o . j p / n o d e / 7 0 7 4、更新日： 2 0 1 9 年 1 2 月 1 2 日、閲覧

日： 2 0 2 2 年 6 月 2 5 日。  
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ス」及び「技術イノベーション駆動型社会コラボレーションプラット

フォーム」を提供することである。 

 また、「インターネットテクノロジー会社」と位置付けられており、

アリババグループならではの膨大なデータを武器に、ビッグデータ、

人工知能など最新のテクノロジーを駆使して物流革命を起こそうとし

ている 2 8 6。 

 「菜鳥」プラットフォームが提供するサービスは主に 4 種類ある。 

 

（1）倉庫、配送：企業へ倉庫サービスを提供する。  

（2）越境ネットワーク：海外の物流企業と連携し、越境消費者に物

流サービスを提供する。 

（3）物流追跡サービス：EC 企業向けの物流データの監視および異常

が発生した物流案件の処理をし、即時に正確な物流の状況追跡サービ

スを提供する。 

（4）「菜鳥駅站」：ネット通販利用者の商品預かりサービスを提供す

る。商品の受け取りに不便が生じた際や、プライバシー保護のために

商品預かりを希望する消費者向けサービス 2 8 7となっている。 

 「菜鳥」、「淘宝網」や「T-MALL」などアリババの EC プラットフォ

ームと同様、物流・配達作業そのものは担当せず、物流・配達業者に

物流基盤を提供するプラットフォーム型ビジネスモデルをとっている。  

 アリババグループの EC 業務から膨大な物流トラフィックを武器に

しながらも、物流会社とどうやって利益をシェアリングするか、この

ビジネスモデルの成功可否に関わっている。  

 現在、「菜鳥」は、物流・配送領域の人工知能会社と言ってもいい

ほど人工知能に取り組み、物流・配達業界のロジスティクス・ブレイ

ンを開発している。このシステムを利用することにより、荷物、車両、

 
2 8 6  唐徳権「アリババの物流プラットフォーム「菜鳥網絡（ C a i n i a o）」の A I 活用事例

を解説」、

h t t p s : / / w w w . s o f t b a n k . j p / b i z / b l o g / b u s i n e s s / a r t i c l e s / 2 0 1 9 0 7 / c a i n i a o /更新

日： 2 0 1 9 年 7 月 2 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 0 日。  
2 8 7  井上葉子「マルチプラットフォーム企業のビジネス・エコシステム‐アリババグルー

プの経営とグローバル化を中心に」、『商学集志』 V o l . 8 8  N o . 4、 2 0 1 9 年 3 月、 6 0 頁。  

https://www.softbank.jp/biz/blog/business/articles/201907/cainiao/#author
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倉庫、配送員などの物流・配送状況のオンライン化と作業最適化を図

り、物流コストの低減と配達の効率向上を実現させている。  

 2021 年、中国の宅配便取扱総量は 1,000 億個を超え、年間宅配便

取扱件数は 8 年連続で世界一となっており、１日当たりのサービス利

用者数は延べ７億人近くに達している 2 8 8。このような膨大な物流に対

応するために、マンパワーが必要なインフラ施設から AI を活用した

全自動システムまでのあらゆるレベルのテクノロジーを投入した物流

ソリューション・プラットフォームをビジネス・エコシステムのコア

基盤として築いている。 

7-1-4 決済ソリューション・プラットフォーム「アリペイ」  

 「アリペイ」も多様な個へのリーチ能力として競争優位性一つであ

る。「アリペイ」とは、アリババグループが提供するキャッシュレス

決済システムで、中国最大の EC プラットフォーム「淘宝網」の決済

手段として普及された。それは中国をはじめ、東アジアで最も利用さ

れているキャッシュレス決済サービスの一つである。アジア地域を中

心にアクティブユーザー数は 10 億人以上で、日本の加盟店舗数は 30

万店を超えている。 

 アリペイは 4 種類の金融サービスによって、消費者の金融活動はワ

ンストップでサービスを提供している。  

（1）金融サービス。オープンな信用情報、後払いサービス、少額投

資、資産運用、少額ローン、保険など。  

（2）ソーシャルツール。小遣い、友人間の支払い、お年玉など。  

（3）生活サービス。携帯電話や公共料金の支払い、割り勘、自治体

上納金、振込、映画チケットなど。 

（4）200 万店以上の加盟店舗情報。トラベル、レジャー、エンター

テインメント、買い物、レストランの予約など 2 8 9。 

 
2 8 8  張一「中国の宅配便、年間取扱個数が初の１千億個超え」、

h t t p : / / j p . n e w s . c n / 2 0 2 1 - 1 2 / 0 9 / c _ 1 3 1 0 3 6 1 4 2 5 . h t m l、更新日 2 0 2 1 年 1 2 月 9 日、

閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 3 0 日。  
2 8 9  井上葉子「マルチプラットフォーム企業のビジネス・エコシステム‐アリババグルー

プの経営とグローバル化を中心に」、『商学集志』 V o l . 8 8  N o . 4、 2 0 1 9 年 3 月、 6 1 頁。  
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 以上のように、消費者の日常生活に密着するすべての金融サービス

をこのプラットフォームで提供している。顧客データの収集、活用と

いう観点一つとしても、アリババのように、決済プラットフォームに

拘わらず、ほかの金融サービス、さらには非金融業も含めたプラット

フォーム・ビジネスを展開するビジネス手法はさまざまに多種多様で

ある 2 9 0。利便性が高く安全な決済手段を提供することで消費者は積極

的に利用しており、将来的には消費者がアリババグループの他のプラ

ットフォームのサービスも利用するようになり、エコシステムに取り

込まれていくと推測する。 

 アリババは AI をフル活用し、ユーザーにとって最適な商品・サー

ビスを的確に薦めている。「アリペイ」の爆発的普及を突破口に、ア

リババは EC サイト上で得られた顧客関連データに加え、「アリペイ」

を経由したリアル店舗での決済データも大量に収集することで、決済

ソリューション・プラットフォームを活発に機能させている。  

 

7-2 アリババ経営戦略の限界と課題 

 アリババは現在 B2B2C 2 9 1プラットフォームへの進化に挑戦してい

る。B2B2C の第 1 の B は、商品、半製品、原材料などすべての供給

者である企業(ロジカル意味上の売り手)である。第 2 の B は、取引

プラットフォーム企業である。最後の C は、需要側の顧客 (ロジカ

ル意味上の買い手)である。B2B2C プラットフォームを作り出すこと

で、サプライチェーンのすべての取引段階をプラットフォームに乗せ、

プラットフォームが販売チャンネルの役割を果たすことで、サプライ

チェーンを短縮し、効率的な取引を実現させる。すなわち、それぞれ

サプライチェーンの一部の取引であるため、従来の B2B、B2C、C2C

 
2 9 0  淵田康之「台頭する金融系プラットフォーム・ビジネス」、野村資本市場研究所、

2 0 1 8 年 2 月 1 5 日、冬号、 8 5 頁。  
2 9 1  B u s i n e s s  t o  B u s i n e s s  t o  C o n s u m e r。  
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の 3 つのプラットフォーム上の取引を一つのプラットフォーム上に集

約させる画期的な新システムである 2 9 2。 

 将来、B2B2C は、サプライチェーンのすべての段階をアリババの 

B2B2C のプラットフォームを通じて実現できるよう。アリババはいま、

全国の物流企業と提携し、供給側ユーザーに共有の倉庫を建設し、統

一されたサービスと管理を実施し、供給側ユーザーの在庫や物流に関

するコストを削減する方針を打ち出されている。 

中国では、アリババは最も期待される電子商取引企業となったが、

この新展開が以下のような課題を生み出している。  

  

7-2-1 社会化物流プラットフォームの建設  

 アリババはすでに情報流と資金流の問題解決で大きな成果を上げる

ことができたが、物流に関することはまだ情報提供のレベルに留まっ

ている。B2B2C 強化という取引プラットフォームに進化するためは、

物流プラットフォームの機能がキーポイントになる。そのため、アリ

ババは「菜鳥」ネットワークという事業会社を立ち上げた。  

 「菜鳥」の事業目標は、中国物流中堅網の China Smart 

Logistic Network(略称 CSN)を建設することである。それは「社会

化物流」 2 9 3と中国語で呼ばれる発想で、現在中国に存在している物流

業者を結びつけることを意味する。これは単にインターネット上の情

報共有、情報提供だけではなく、実際に中国 9 つの大都市に中央倉庫

を設け、各都市に物流サービススポットを設置し、物流企業と提携し、

24 時間以内の調達を達成することが目標である。それから、アリバ

バのすべての供給側ユーザーはアリババの物流システムを利用できる。

これによって、ユーザーが物流の心配をせずに取引できるようになる、

との構想である。 

 
2 9 2  郝国芳「プラットフォーム戦略の視点から見たアリババグループの成功要因と課題分

析」、『商大ビジネスレビュー』、 V o l 4  N o 3、 2 0 1 5 年、 5 7 頁。  
2 9 3  アリババホームページ、 h t t p s : / / w w w . a l i b a b a g r o u p . c o m / e n / g l o b a l / h o m e、閲

覧日 2 0 2 1 年 5 月 3 0 日。  

https://www.alibabagroup.com/en/global/home、閲覧日2021年5月30
https://www.alibabagroup.com/en/global/home、閲覧日2021年5月30
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 CSN が成功すれば、国内の物流企業を完全にアリババのエコシス

テムに巻き込むことになり、アリババのユーザーは仕入から販売まで

すべてをアリババというプラットフォームを利用することになる。  

 しかし、課題も明らかである。筆者はこのプロジェクトは巨大であ

るため、構築までに時間がかかると予想されている。アリババ自身は

倉庫を建てるため、莫大な資金をかけ、全国から多くの土地を手に入

れた。しかし、時間面と資金面に莫大なコストをかけたものの、将来

どのぐらいのユーザーがアリババの倉庫を借りるのか予測できない。

さらに、IT の発展による電子商取引業界は参入しやすくなっており、

将来、競争が激しくなると予想される。5 年から 8 年先の将来に、ビ

ジネス環境がどうなるか、この物流プラットフォームがアリババの競

争優位になれるかどうかはまだわからない。そして、より現実的な問

題は、地方政府から大量に安価な土地を手に入れた「菜鳥」ネットワ

ークという事業法人は、具体的な事業計画が不明確であるから、政府

やメディアはアリババの真の目的に対し、疑問を持つようになった。

この意味で言えば、現在、ある意味でのアリババは、信用危機に陥っ

ていると言われている。 

 

7-2-2 中国政府によるイノベーションとインターネット・ビジネス

を支援する環境 

 本節では、アリババの発展をサポートする中国の IT を取り巻く環

境や政府支援の内容についても検証し、アリババの課題について考察

を試みる。 

 これまで中国では、アリババの成長をはじめ、バイドゥ、テンセン

ト以外にも、京東、ピンドゥオドゥオなど他の主要な IT 企業や新興

産業における多数のスタートアップ企業が続出している。   

 こういった企業の輩出は、中国政府に対して国策としてイノベーシ

ョン政策を推進する動機を与え、国のイノベーション政策や助成がさ

らなるスタートアップ企業を後押しする循環が生まれている。   
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 インターネットによるビジネスモデルのイノベーションは中国の経

済を急速に変化させ、新たな雇用や経済の活性化に貢献してきた。こ

うした動向から、政府にとってもこれまでは民間企業のイノベーショ

ンに対する様子見の姿勢から積極的な支援に政策姿勢を転換してきた

ことが特徴として指摘できる。 

 中国政府は、2015 年の第 12 回全国人民代表大会第 3 回会議にお

いて 3 つのイノベーションについての政策を発表していた。  

（1）「大衆創業、万衆創新」（大衆による創業、万人によるイノベ

ーション） 

（2）「インターネット＋」（「互聯網＋」インターネットプラス）  

（3）「中国製造 2025」 2 9 4 

 3 つの国策は、相互に密接に関連し補完し合っている。つまり、①

での起業とイノベーションの強化には、②のインターネットをさまざ

まな産業に浸透させ、新たなビジネスモデルを導入することでデジタ

ル先進国を目指すこと、製造技術のイノベーションを実現することで

科学技術強国に発展しようとする国策が示されている。これらはイノ

ベーションや起業の促進に結びつくことが期待されている。その反面

で中国政府は、インターネット産業など一部の産業において安全保障

や国内産業の保護などの理由から、外資の参入を制限してきた。イン

ターネットに対する政府介入では「金盾」 2 9 5という検閲・監視システ

ムを導入し、2006 年に中国進出した米国検索大手の Google は 2010

年にこの問題で中国市場から撤退している。それ以外にも、SNS やメ

ッセージ交換を中心に成長してきた外資系インターネット企業の  

Twitter、Facebook、Instagram、WhatsApp、LINE、YouTube な

どのサービスは中国では展開されていない。  

 これとは対照的に、それ以前から成長過程にあった国内の BAT に

はイノベーションのチャンスを容認してきた面が強い。結果として外

 
2 9 4  汪志平  [中国のイノベーションの特質と政策展開 ]、『経済と経営』、 N o . 5 1、 2 0 2 1

年 3 月、 1 5 頁。  
2 9 5  グレートファイアーウォールである。  
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資系ライバル企業のサービスが遮断されていることで、国内の BAT 

にさらなる優位性が生まれたことも指摘されている。中国のこうした

3 つの国策は国家を挙げてのハイテク育成策であり、BAT の地位をさ

らに強固にしただけでなく、多くの新興企業のスタートアップを活発

にし、イノベーションを誘発する環境を創り出してきた 2 9 6。  

 ところが、今のところ中国政府の一連の政策が結果的にアリババの

事業拡大に大きなチャンスをもたらしたものの、今後においてもこの

政策が持続される保証はない。むしろ、大手 IT 企業に対する規制が

打ち出されていることから、アリババにとってこのビジネス環境が大

きく変わる可能性すらある。果たして、アリババグループは、このよ

うな変化に対応することができるのだろうか。  

 

7-2-3 資金流における安全保障リスク 

 今まで、アリババの取り組みは、中国社会のインフラ構築に大きな

貢献をしてきた。取引システムの安全性を担保するために「アリペイ」

を開発し、流通はもとより金融や信用の分野でイノベーションを実現

してきた。今や中国は世界で最先端を行くモバイルペイメントによる

キャッシュレス化を推進している。取引の安全性に不可欠な信用とい

う問題が中国では大きくクローズアップされている。コネとメンツと

いう文化において、長らく個人の信用は十分に評価されていなかった。

アリババではアントフィナンシャルの「ジーマ信用」サービスにおい

て、返済履歴に加えて、様々な決済データやサービス利用の記録など

のビッグデータを基に個人や企業の信用状況を分析している。こうし

た取り組みは中国に市場を創造する役割を果たしてきたと評価するこ

とができる。この仕組みは、既に触れたようにアリババのプラットフ

ォームを利用する割合が高い人ほど信用の評価が高くなる。実際に、

「ジーマ信用」のスコアはアリババ系の金融機関で金を借りて返済す

 
2 9 6  田口冬樹「流通イノベーション研究：アリババの成長過程とエコシステムの展開につ

いて」、『 B u s i n e s s  R e v i e w  o f  t h e  S e n s h u  U n i v e r s i t y』、 V o l . 1 1 0、 2 0 2 1 年、

3 1 頁。 
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るとスコアが高くなるように仕組まれており、サービスを使い続ける

ほどスコアが上昇するが、その反面で他社のプラットフォームへのス

イッチを難しくするという懸念を生んでいる。  

 一方で、今まで以上の成長を目指すアリババグループにとって、大

きな障壁となりそうな現実がある。それが、中国政府の産業政策であ

る。共産主義国家である中国は、習近平国家主席を中心に政府への権

力集中を進めてきた。その過程の中で、民間企業として莫大な力を有

するアリババグループの存在は脅威と見られる可能性も否定できない。 

アリババは 2020 年 12 月、独占禁止法違反などで二度も行政処分

を受けており、中国政府は、約 3,000 億円の罰金を徴収したり、ア

リババグループ傘下の企業の上場を延期させたりと、締め付け強化を

進めている。このように、中国当局がアリババへの締め付けを強めて

いることが報道されて、中国当局とアリババの緊張感は高まっている。

共産主義国家において、政府は経営環境を大きく左右することにもな

る存在である。対して、アリババグループは特定の分野において中国

政府に対抗できるか、といった不確定要素が存在する。今後のアリバ

バグループと中国政府との関係には引き続き注目していきたい。  

 

7-3 アリババ経営戦略の今後展望 

 アリババグループの今後の経営戦略は EC プラットフォーム企業か

らデータ企業への進化が基盤となっている。アリババグループは、こ

れまでアリババ経済圏の構築を主な経営戦略として事業を展開してき

た。これは、アリババグループの幅広いサービス提供の戦略からも分

かるといえる。 

そして、アリババ経済圏の構築に成功したアリババグループは、現

在 7 億人を超える ID（個人情報）を所有しているとされている。し

かもこの ID からは、アリババグループ内の様々なサービス利用の情

報を獲得できるため、1 つの ID から幅広い情報を得ることが可能と

なっている。 
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したがって、この膨大な量、かつ質の高い情報を獲得したアリババ

グループは、今後の方向性を EC プラットフォーム企業からデータ企

業への変革へと定め、それに基づいた経営戦略を策定していくと予測

されている。 

そして、この集めたビッグデータは専門チームの分析・解析を経て、

アリババ経済圏への落とし込みはもちろん、アリババ経済圏外への提

供も可能とする。たえば、ある一定の地域で経営している小売店舗に

対して、「その地域であればこのような戦略を打つべき」というデー

タの提供が可能となる。実際にこのサービスは、 LST（零售通）とい

うプラットフォームとして事業化され、 100 万店舗以上を会員にする

ことに成功した 2 9 7。 

これは、アリババ経済圏以外をもデータ活用の対象として見始めて

いることの象徴ともいえる。このように、量と質ともに他社の追随を

許さないデータを保有・活用することは、今後のアリババグループの

中核戦略となることは間違いないと推測される。 

加えて、既に基盤ができていることからも、この情報社会において、

アリババグループは世界を代表する企業の一角を担っていくことが容

易に予測可能といえるでしょう。 

アリババグループにはネット通販市場ですでにかなり大きな影響力

を有している。最近、ネット通販市場には新たな挑戦者が出現して話

題を呼んでいる。ネット通販におけるライバルの京東集団やテンセン

トなどの既存の企業以外にも、インフルエンサーを中心に若者層を取

り込んだ形で「ライブコマース」 2 9 8という新ビジネスが出現し、若者

市場の拡大に向けた新たな課題が提起されている。すでにアリババ自

体も「ライブコマース」として「淘宝ライブ」を立ち上げ、この分野

に参入しているが、バイトダンス 2 9 9が運営する動画投稿・配信アプリ

 
2 9 7  「アリババの経営戦略、中国最大のデジタルプラットフォームが目指す未来とは」、

h t t p s : / / w w w . p r o v e j . j p / c o l u m n / c h i n a / a l i b a b a - s t r a t e g y /更新日： 2 0 2 2 年 4 月

2 9 日、閲覧日： 2 0 2 2 年 6 月 2 5 日。  
2 9 8  ライブ配信を通してリアルタイムで商品を購入してもらう販売手法である。  
2 9 9  北京字節跳動科技会社。  
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「ティックトック」は中国だけでなくアメリカや日本なども含め、若

者を中心に世界に 10 億人の利用者を抱えている。ティックトックは

中国では利用者数は 6 億人超え、その中で若者の世代が多くなってい

る。ティックトックは最長 15 秒の短い動画を作成、投稿できる、モ

バイル向けのショートムービー・  プラットフォームである。若者を

中心に自由にダンスや音楽を駆使して創造性を発揮し自己表現しなが

ら共感や感動を共有することで、フォロー者数を増やすなど、さまざ

まな形で利用されている。利用者数の増加とともに、企業ではプロモ

ーションに活用する動きが広がってきており、さらに「ティックトッ

ク」は最近では生中継で商品を紹介し実演販売する「ライブコマース」

によるネット通販にも進出するようになってきた。ティックトッカ―

と呼ばれるネット上で影響力のあるインフルエンサーや動画を通して

人気となった投稿者などのファンが殺到し、爆発的な販売を生み出す

ことも多い 3 0 0。 

新型コロナウイルス影響で多くの消費者が外出を控え店舗での買物

に抵抗を持つようになったことで、ライブコマースへの人気が高まっ

ている。アリババも EC 店舗をベースにした「ライブコマース」とし

て「淘宝ライブ」を展開しているものの、「ティックトック」や「ク

ァイショウ 3 0 1といったショート動画アプリは若者受けするインフルエ

ンサーベースのエンターテインメント系からの参入でアリババにとっ

ては新たなライバルへの対抗が課題となっている。  

企業やグループレベルの問題というだけではなく、政治体制との関

係で検討すべき課題も存在する。アリババの成長戦略の理解には、こ

れ以外も、中国の BATH に共通する点でもあるが、中国 IT 企業の成

長が最新のデジタル技術によって消費を牽引することで、新しい経済

に作り替える国策に合致していたという点も重要である。先述した中

国政府による「大衆創業、万衆創新」、「インターネット＋」および

 
3 0 0  田口冬樹「流通イノベーション研究：アリババの成長過程とエコシステムの展開につ

いて」、『 B u s i n e s s  R e v i e w  o f  t h e  S e n s h u  U n i v e r s i t y』 V o l . 1 1 0、 2 0 2 1 年、 3 5

頁。  
3 0 1「クァイショウ」 (  快手 K u a i s h o u）テンセント集団傘下である会社。  
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「中国製造 2025」は、これまで労働力を基盤とした世界の生産拠点

であった中国を、最先端の科学技術強国として位置づけ、さらに中国

企業にインターネット、スマートフォン、顔認証、音声認識など最新

のデジタル技術を活用した新たなデータ重視のビジネスモデルを定着

させ、広大な国内消費市場を創造させる効果を発揮させようとしてい

る。 

また、アリババグループの海外展開では中国政府との緊密な利害関

係がいっそう強く表れるようになっており、そこにメリットもデメリ

ットも功罪相半ばする状態が生まれていることからも、アリババの経

営方針や戦略の自立性が問われるところである。政府との良好な関係

が続く限り経営の安定性が確保できる半面、政府の規制次第では振り

回され、不安定となる危うさを抱えている点も無視できない 3 0 2。 

もう一つの不確定要素がある。つまり、アリババのグローバル展開

を展望した場合、米国政権の出方次第では大きな制約要因が潜在する。  

中国の競争優位を理解するために、三つの「国家政策」に言及なけ

ればならない。確かに中国は、短期的・表面的には、米国との「貿易

戦争」によって幾分痛手を被っている。あわせて、中国政府として米

国への配慮、刺激したくないという思惑から政策推進を控えたり、ア

リババなど民間のメガテック企業も製造業で強力になるといったこと

を公言しないように留意している向きもある。しかし、中長期的には、

中国には、そうした動きさえも飲み込んでしまう程のファンダメンタ

ルとしての競争優位が存在すると見ることができる。  

アリババを取り巻く環境には、米中対立による政治経済的な不確実

性が発生し予断を許さない状況が懸念される。アリババは、これまで

最先端のデジタル技術をベースに流通イノベーションを推進し、中国

におけるマスマーケットの創造に大きな貢献をし、ジャック・マーの

提唱する「世界の誇りとされる会社」を目指して発展してきたが、今

 
3 0 2  田口冬樹「流通イノベーション研究：アリババの成長過程とエコシステムの展開につ

いて」、『 B u s i n e s s  R e v i e w  o f  t h e  S e n s h u  U n i v e r s i t y』、 V o l . 1 1 0、 2 0 2 1 年、 3 6

頁。  
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後、中国のみならず世界の顧客を対象にいっそうグローバルな市場に

おいてこうしたポジションをどのように実現していくのか注目してい

きたい。 

 

7-4 まとめ 

 本章では、アリババグループ焦点を当てて検証し、合わせてエコシ

ステムを構成するグループ企業の役割についても考察した。アリババ

経営戦略の成果、限界と課題および今後展望について検証してみた。  

 まずは、ビジネスを支援するソリューション・プラットフォームの

集合である。具体的には 4 つのプラットフォーム①クラウドコンピュ

ー ティング・プラットフォーム、②物流ソリューション・プラット

フォーム、③マーケティング・ソリューションプラットフォーム、④

決済ソリューション・プラットフォームであるから分析してみた。ア

リババはこの 4 つのプラットフォームを軸に最先端技術を開発・学習

し、AI およびネットの外部性によってビジネスインフラを構築して

きたことが明らかにした。 

 次は、アリババは最も期待される電子商取引企業となったが、新展

開から 3 つ方面 ①社会化物流プラットフォームの建設 、②中国政

府によるイノベーションとインターネット・ビジネスを支援する環境、

③資金流における安全保障から検証し、これから課題を生み出し、そ

のため、新たな研究アプローチが必要になってきている。   

 最後に、今後の展望として、アリババグループの今後の経営戦略は

EC プラットフォーム企業からデータ企業への進化が基盤となること

が明らかにした。アリババグループの幅広いサービス提供の戦略から

も、この経営戦略がすでに実施段階に入ったことが分かる。 
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おわりに 

1、中国における小売業態多様性の背景と特徴  

 まず、先行研究について各学者の学説に共通する認識を再確認して

いる。一つは、技術革新による業態革新、新業態の誕生・確立に注目

する潮流である。もう一つは、消費者の業態・店舗選択行動の視点に

基づいて潮流である。 

 中国・東南アジアを舞台にした研究においては、欧米系やアジアリ

ージョナルの小売企業が、国・地域・都会ごとの独特な市場環境に合

わせて、あるいは同一市場内の所得階層や民族・宗教・文化の違いに

よってフラグメント化されたセグメントごとに、さまざまなフォーマ

ットないしフォーミュラを開発・出店してきていることに注目してき

た。さらに、近年急速に小売業に新しい変化をもたらす諸要素を取り

上げる新しい学説が相次いて出現し、これらを小売業態の変貌を検証

する重要な理論的根拠が業態の現実にまだ追い次いていない。これか

ら新しいイノベーターの出現を小売業態の進化として捉え、その理論

的検証を試みることにチャレンジした。  

中国の流通のプロセスを改革開放前、改革開放後～20 世紀末と 21

世紀以降の 3 つに分けることより考察した。これにより、この三つの

時期における中国小売業発展の背景や特徴が明らかになった。中国政

府による小売業への対外開放政策から、外資系小売企業の導入決定に

至るまでのプロセスを検証した結果、中国小売業の新しい変化の過程

が見られるようになった。 

 

2、中国におけるネット通信販売の現状と発展要因  

 キャッシュレス化による決済手段の変化、近代的物流システムの確

立、消費者ニーズの変化、法整備と消費者保護制度の確立、信用・認

証制度の確立などの方面に問題発生とその原因を明らかにすることを

目的とするものであった。 

 中国におけるネット通信販売の発展経緯を考察してみると、ネット

通信販売の発展を支える環境基盤が未熟のまま、ネット通信販売が米
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国から導入された初期に、熱狂、困惑の段階を経て、中国の経済成長、

伝統小売業発展の遅れ、電子商取引人材教育重視の背景で、ネット通

信販売が成長期に入る。また、海外ネット通信販売会社は中国の巨大

のネット通信販売市場へを参入が加速させたことにより、プラットフ

ォーム化、価格をめぐる不正当競争の白熱化などがあった。   

ネット販売が発展するとともに、各物流企業の信頼欠如問題、配送

問題などを検証した。その上で、問題発生の原因については、情報の

非対称性、社会信用環境の未熟性、通信販売の初期発展における経営

戦略の偏向、ネット通信販売会社の不信行為、消費者の購買習慣の問

題を分析した。 

 

3、アリババ戦略の分析と検証 

 アリババが持つビッグデータ分析、スマート物流といったモノのイ

ンターネット関連技術等を活用することを検証してみた。  

 総じてみれば、小売新業態の成長の背景で「新小売」が現れた。そ

の中で、アリババの新戦略として、「新小売」が新たに定義している。

「新小売」モデルは小売業の主流となってきた。アリババ流新小売手

法の課題がいくつか残っているが、これから「新小売」の実態をさら

に考察し、「新小売」の特徴を実証することは今後の研究課題にした

い。 

 さらに、アリババの主な事業の展開、企業規模と業績、位置づけな

どについて分析した。アリババは AI リソースをフル活用し、ビッグ

データの活用を中心に、可能な限り AI 技術の各領域で最先端のテク

ノロジー企業と手を組むようにしている。  

 「新小売」モデルの実験場となり、消費者のショッピング体験およ

びサービス水準の向上に重点を置くようになって、流通近代化が加速

した。ビッグデータ、 AI、生物識別、モノのインターネット（ IoT）、

モバイル決済を代表とした技術革新は、小売業全体のコスト・効率・

体験の最適化を推進し、業界の変化を促している。  
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 「双 11」販促の手段や形態を見直しすることで、オンラインとオ

フラインの融合と協働によって両方の売上増加を実現した。物流面に

おいて、ビッグデータや無人化技術といったスマート化ソリューショ

ンの運用により、人力・物力が大幅に節約されたことは、物流業界の

技術水準の進歩を証明した。 

 最後に、先行研究のサーベイを行ったうえで、アリババの事例を中

心に、プラットフォームがどのように進化しているのか、その進化の

メカニズムはどのようなものであるかについて、検証してきた。 

 

4、本研究の貢献 

 本論文では、中国における小売市場の業態発展および業態多様化の

メカニズムを明らかにし、中国小売業を取り巻く環境の考察を通じ、

中国小売市場の発展に影響を与えるインパクトも明かにした。上述し

たように、歴史から見ると中国の流通のプロセスを改革開放前、改革

開放後～20 世紀末と 21 世紀以降の 3 つに分けることより考察し、中

国小売業発展の背景や特徴が明らかになった。  

 中国政府による小売業への対外開放政策から、外資系小売企業の導

入決定に至るまでのプロセスは国内企業への小売の新業態や経営技術

の移転を刺激することにもなり、流通の近代化を大きく促進したこと、

さらに中国の伝統的な小売業態である国有百貨店、食品店および自由

市場の存在に対して、新たな小売業態が出現し、競争関係は生み出し

たことがこの時期における中国小売業の最大の変化と言えよう。  

 代表的な先行研究で言われてきた知見はアリババの発展は政府の行

政介入、中国小売業態の多様性に影響を与えられてきた点で高く評価

であったが、小売市場における企業間の競争、市場の変化、消費者の

行動などの統合的な研究は少ないといえる。この論文で導入された結

果は、アリババの発展はインターネット技術術の登場を背景に、主に

デジタル技術を中心に 2000 年以降には IT 企業による電子商取引の

展開によって中国全土に広域的かつ急速にオンライン店舗による近代
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化が実現され、現在ではオフライン店舗とオンライン店舗の融合を目

指す新小売の動きも出現している。 

 アリババの取り組みは、中国社会のインフラ構築に大きな貢献をし

てきた。アリババの発展、成長、海外展開、成熟していくプロセスの

考察を通して、政府の行政介入の役割、米国からの圧力と制約、サイ

クルがいかに発展を推進したのについて従来以上の説明力を与えた。

また、このようなマクロ分析をベースに、ミクロ分析を加えて、ほか

の要因も明確にした点も注目されたい。さらに、ほかの小売企業が市

場変化についてに効果的に対応すべきかについて、アリババが持つビ

ッグデータ分析、スマート物流といったモノのインターネット関連技

術等を活用することヒントを提供している。 

 

5、今後の課題 

 アリババグループに焦点を当てて検証し、合わせてエコシステムを

構成するグループ企業の役割についても考察した。アリババ経営戦略

の狙いと成果、限界と課題および今後展望について検証してみた。  

 アリババグループの今後の経営戦略は EC プラットフォーム企業か

らデータ企業への進化が基盤となることが明らかになった。アリババ

グループの幅広いサービス提供の戦略からも、この経営戦略がすでに

実施段階に入ったことが分かる。 

 アリババは最も期待される電子商取引企業となったが、新展開から

3 つ方面 ①社会化物流プラットフォームの建設 、②中国政府による

イノベーションとインターネット・ビジネスを支援する環境、③資金

流における安全保障から検証し、これから課題を生み出し、そのため、

新たな研究アプローチが必要になってきている。   

 今後は、これらの課題を踏まえ、中国小売業態多様化とアリババ経

営戦略に関する理論面の研究および実務面の応用に対してさらなる知

見が提起できるようにいっそうの努力を継続していきたいと考えてい

る。  
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